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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年３月１１日（火）午前９時５９分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後５時１６分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長
 山本善信 
 副委員長
 三宅秀明 
 委　　員
 三好義治

委　　員
 野口　博 
 委　　員
 村上英明

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝

市長公室長　寺田正一
 同室次長　中岡健二
 同室参事　南野邦博

同室参事兼政策推進課長　有山　泉　　同室参事　吉田和生

同室参事兼人権室長兼人権推進課長　藤原堅太郎

秘書課長　井口久和
 同課参事　橋本英樹
 政策推進課参事　山口　猛

人事課長　山本和憲
 人権室女性政策課長　牛渡長子

総務部長　奥村良夫
 同部次長兼総務防災課長　杉本正彦

同部参事兼財政課長　宮部善隆　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦

総務防災課参事　小原幹雄
 法制文書課長　奥　幸市
 情報政策課長　東角泰典

市民税課参事　柳瀬順一
 固定資産税課長　入倉修二
 同課参事　中西利之

納税課長　布川　博
 同課参事　高元譲二
 工事検査室長　角田猛志

会計管理者　小寺芳政
 会計室長　阿久根俊二
 同室長代理　寺西義隆

監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　杉浦　徹

同局次長　川上孝也
 同局参事　豊田拓夫


消防長　稲田晴彦
 消防本部次長兼消防署長　石田喜好

同本部次長兼総務課長　浜崎健児　同課参事　明原　修
 予防課長　水田謙二

警備第１課長　北居　一
 同課参事　池澤弘員
 警備第２課長　本山　勝

　　同課参事　樋上繁昭

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局主査　中井真穂

１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２０年度摂津市一般会計予算所管分

議案第１０号　平成１９年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第２８号　摂津市消防団条例制定の件

議案第２９号　摂津市の議会議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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議案第　５号　平成２０年度摂津市財産区財産特別会計予算

議案第３６号　行政財産の使用料の徴収に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３０号　摂津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制

定の件

議案第３１号　摂津市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例制定の

件

議案第３２号　摂津市職員の修学部分休業に関する条例及び摂津市立自転車駐車場条

例の一部を改正する条例制定の件所管分

議案第３４号　一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３５号　摂津市職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前９時５９分　開会）

○山本善信委員長　皆さん、おはようご

ざいます。

　ただいまから総務常任委員会を開会し

ます。

　最初に理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　本日は何かとお忙しい中、総務常任委

員会をお持ちいただきまして大変ありが

とうございます。本日は、平成２０年度

一般会計予算所管分他１０件のご審査を

お願いすることになりますが、どうぞ慎

重審査の上、ご可決賜りますようよろし

くお願い申し上げます。

　私は一たん退席いたしますが、どうぞ

よろしくお願いいたします。

○山本善信委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は、三宅委

員を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　異議なしと認め、そ

のように決定します。

　暫時休憩します。

（午前１０時　　　休憩）

（午前１０時１分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第１号所管分及び議案第１０号所

管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、議案第１号、

平成２０年度摂津市一般会計当初予算の

うち、総務部等に係る部分につきまして、

目を追って主なものの補足説明をさせて

いただきます。

　まず、歳入でございますが、２３ペー

ジ、款１、市税、項１、市民税、目１、

個人は、前年度に比べ５，３００万円の

減となっております。これは住民税住宅

ローン控除が創設されたことにより、個

人市民税の減が見込まれることによるも

のでございます。

　目２、法人は、前年度に比べ３億５，

８００万円の増となっております。これ

は市内主要企業の業績が好調であり、法

人税割の増が見込まれることによるもの

でございます。

　項２、固定資産税、目１、固定資産税

は、前年度に比べ１億５，１００万円の

増となっております。これは家屋の新増

築や償却資産の増加などによるものでご

ざいます。

　２４ページ、目２、国有資産等所在市

町村交付金及び納付金は、前年度に比べ

３００万円の減となっております。

　項３、軽自動車税は、前年度に比べ５

６０万円の増となっております。

　２５ページ、項４、市たばこ税は、前

年度に比べ１億４，１００万円の増となっ

ております。これは議案第１０号で提案

いたしております平成１９年度摂津市一

般会計補正予算で計上した額とほぼ同額

を増額し計上いたしております。

　項５、都市計画税は、前年度に比べ１，

７００万円の増となっております。これ

は、固定資産税と同様、家屋の新増築に

よるものでございます。

　２６ページ、款２、地方譲与税、項１、

自動車重量譲与税は、前年度と同額を計

上いたしております。

　項２、地方道路譲与税は、前年度と同

額を計上いたしております。

　なお、地方譲与税の予算計上に際しま

しては、地方道路税等の税率の特例措置

が延長されることを前提とした上で積算
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を行い計上いたしております。

　２７ページ、項３、利子割交付金は、

前年度に比べ２，３００万円の増となっ

ております。

　款４、配当割交付金は、前年度に比べ

１，２００万円の増となっております。

　２８ページ、款５、株式等譲渡所得割

交付金は、前年度に比べ、９００万円の

減となっております。

　款６、地方消費税交付金は、前年度に

比べ５，０００万円の減となっておりま

す。

　２９ページ、款７、ゴルフ場利用税交

付金は、前年度と同額を計上いたしてお

ります。

　款８、自動車取得税交付金は、前年度

に比べ３，０００万円の減となっており

ます。なお、自動車取得税交付金の予算

計上に際しましては、自動車取得税の税

率の特例措置が延長されることを前提と

した上で積算を行い計上いたしておりま

す。

　３０ページ、款９、地方特例交付金、

項１、地方特例交付金は、前年度に比べ

８，６００万円の増となっております。

これは、個人市民税における住宅ローン

控除実施に伴う減収補てん分の増額によ

るものでございます。

　項２、特別交付金は、前年度に比べ３，

６００万円の減となっております。

　３１ページ、款１０、地方交付税は、

前年度に比べ１億４，２００万円の減と

なっております。これは、普通交付税の

算定において基準財政収入額が基準財政

需要額を大幅に上回り、これに伴って特

別交付税の減額が見込まれることによる

ものでございます。

　款１１、交通安全対策特別交付金は、

前年度に比べ３００万円の減となってお

ります。

　３３ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目１、総務使用料は、

庁舎施設等使用料を、また３６ページ、

項２、手数料、目１、総務手数料では、

税務諸証明手数料などを計上いたしてお

ります。

　続きまして、５４ページをごらんいた

だきたいと存じます。

　款１５、府支出金、項３、委託金、目

１、総務費委託金では、府税徴収事務委

託金を計上いたしております。

　５５ページ、款１６、財産収入、項１、

財産運用収入、目１、財産貸付収入は、

土地貸付収入を計上いたしております。

目２、利子及び配当金は、各種基金利子

を計上いたしております。

　５７ページ、款１７、寄附金は、前年

度と同額を計上いたしております。

　款１８、繰入金、項１、特別会計繰入

金、目１、財産区財産特別会計繰入金は、

前年度と同額を計上いたしております。

　５８ページ、項２、基金繰入金、目１、

財政調整基金繰入金は、前年度に比べ２

億１，４３９万４，０００円の減となっ

ております。目２、減債基金繰入金は、

千里丘第１自転車駐車場の既存施設撤去

に伴う繰上償還相当額を計上いたしてお

ります。

　目３、公共施設整備基金繰入金は、南

千里丘まちづくり事業などに充当するた

め、５億８，１００万円を計上いたして

おります。

　５９ページ、款１９、諸収入、項１、

延滞金、加算金及び過料、目１、延滞金

は、前年度に比べ２００万円の減となっ

ております。

　項２、市預金利子、目１、市預金利子

は、前年度に比べ１７０万円の増となっ

ております。

　６０ページ、項３、貸付金元利収入、
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目３、家屋被害復旧資金貸付金元金収入

は、前年度と同額を計上いたしておりま

す。

　６１ページ、項４、雑入、目１、滞納

処分費は、インターネット公売に要する

経費に対する費用弁償収入を計上いたし

ております。

　目２、雑入では、財政課分として、大

阪府市町村振興協会交付金など、総務防

災課分として水道事業会計からの収入な

どを計上いたしております。

　続きまして６５ページ、款２０、市債

は、前年度に比べ２２億４，１４０万円

の増となっております。また、借換債を

除く実質ベースにおいても４億５，４２

０万円の増となっておりますが、新規市

債発行予定額は元金償還額以内に抑制い

たしております。

　本年度発行予定の市債といたしまして

は、目２、土木債は南千里丘まちづくり

整備事業債及び借換債、目３、教育債は、

小学校学習環境整備事業債、中学校学習

環境整備事業債及び借換債、６６ページ、

目４、臨時財政対策債は、臨時財政対策

債となっております。借換債以外の借り

入れ限度額及び借り入れ方法などにつき

ましては、１２ページの第３表、地方債

に記載のとおりでございます。

　続きまして、歳出でございますが、７

２ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目１、一般管理費につきましては、

７８ページまで記載のとおり、そのほと

んどが事務執行経費でございます。

　７８ページ、目２、文書広報費は、文

書の郵送料などに係る経費を計上いたし

ております。

　８０ページ、目３、会計管理費は、会

計室に係る事務執行経費を計上いたして

おります。

　目４、財産管理費は、庁舎や集会所に

係る維持管理経費などを計上いたしてお

ります。

　８２ページ、目５、車両管理費は、公

用車両の事故に対する賠償金を計上いた

しております。

　８５ページ、目１０、電子計算費は、

庁内の電子計算処理経費を計上いたして

おります。

　９２ページ、目１７、財政調整基金費、

９３ページ、目１８、公共施設整備基金

費、目１９、減債基金費は、それぞれの

基金利子を積み立てるものでございます。

　９４ページ、項２、徴税費、目１、税

務総務費、９６ページ、目２、賦課徴収

費につきましては、税務事務に係る執行

経費を計上いたしております。

　続きまして、１８６ページをごらんい

ただきたいと存じます。

　款８、消防費、項１、消防費、目４、

災害対策費は、各種備蓄物品や防災演習

などに係る経費を計上いたしております。

　次に、２２５ページでございます。

　款１０、公債費、項１、公債費、目１、

元金は、前年度に比べ１６億６，１３８

万３，０００円の増となっております。

これは、借換債に係る元金償還が増となっ

たことによるもので、借換債を除く元金

償還は前年度に比べ１億２，５８１万７，

０００円の減となっております。

　目２、利子は、前年度に比べ、５，３

５５万４，０００円の減となっておりま

す。

　２２７ページ、款１２、予備費は、前

年度と同額を計上いたしております。

　以上、平成２０年度摂津市一般会計当

初予算の補足説明とさせていただきます。

　続きまして、議案第１０号、平成１９

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

のうち、総務部等の所管する事項につき

まして補足説明をさせていただきます。
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　まず、９ページの第４表、地方債の補

正追加分の小学校耐震補強事業につきま

しては、国の補正予算で補助採択された

ことに伴い、新たに起債許可が見込まれ

るものでございます。

　次に、歳入につきましては１２ページ、

款１、市税、項２、固定資産税、目１、

固定資産税は、１億円の増額で、当初見

込み額より増加したことによるものでご

ざいます。

　項４、市たばこ税、目１、市たばこ税

は、１億４，０００万円の増額で、当初

見込み額より増加したことによるもので

ございます。

　１３ページ、款９、地方特例交付金、

項１、地方特例交付金、目１、地方特例

交付金は、２６１万９，０００円の増額

で、交付額の確定により増額いたすもの

でございます。

　項２、特別交付金、目１、特別交付金

は、３，５６１万３，０００円の減額で、

交付額の確定により減額いたすものでご

ざいます。

　１９ページ、款１６、財産収入、項１、

財産運用収入、目２、利子及び配当金は、

１，２９４万７，０００円の増額で、財

政調整基金などの利子がほぼ確定したこ

とによるものでございます。

　２０ページ、款１７、寄附金、項１、

寄附金、目１、寄附金では、競艇寄附金

６７６万７，０００円を計上し、一般寄

附金３３０万５，０００円を増額いたし

ております。

　款１９、諸収入、項２、市預金利子、

目１、市預金利子では、３００万円の増

額で、利子がほぼ確定したことによるも

のでございます。

　２１ページ、項４、雑入、目１、雑入

では、大阪府市町村振興協会交付金８６

０万１，０００円を増額いたしておりま

す。

　款２０、市債、項１、市債は、先ほど

申し上げましたとおり、補助採択により

新たに起債許可が見込まれるものを計上

いたしております。

　２２ページ、款２１、繰越金、項１、

繰越金、目１、繰越金は、１，２６１万

８，０００円の増額で、前年度繰越金を

計上いたしております。

　続きまして、歳出でございますが、今

回補正をお願いいたします予算のうち、

減額補正につきましては、事業費を精査

し、経費の節減に努める中で、決算で見

込める不用額について減額いたしたもの

で、２４ページから２７ページまでの款

２、総務費、項１、総務管理費、目１、

一般管理費、２７ページの目２、文書広

報費、目３、会計管理費、目４、財産管

理費、３０ページの目１０、電子計算費、

３４ページの項２、徴税費、６２ページ

の款８、消防費、項１、消防費、目４、

災害対策費、７１ページの款１０、公債

費、項１、公債費、款１１、諸支出金、

項２、繰出金において計上いたしており

ます。

　次に、今回増額補正いたしております

項目につきましては、３３ページ、款２、

総務費、項１、総務管理費、目１７、財

政調整基金費で、利子相当分の増額及び

今回の補正財源を調整するため、財政調

整基金積立金を計上いたしたほか、各基

金の利子相当分について、目１８、公共

施設整備基金費で、公共施設整備基金積

立金を、３４ページ、目１９、減債基金

費で減債基金積立金を、目２０、土地開

発基金費で土地開発基金積立金をそれぞ

れ計上いたしております。

　また、７２ページ、款１１、諸支出金、

項２、繰出金、目１、公共施設整備基金

繰出金で、公共施設整備基金借入金元金
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償還金を増額いたしております。

　以上、平成１９年度摂津市一般会計補

正予算内容の補足説明とさせていただき

ます。

○山本善信委員長　寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　それでは、議案第１

号、平成２０年度摂津市一般会計当初予

算のうち、市長公室に係る部分につきま

して、目を追って主なものについて補足

説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、一般会計

予算書の３３ページ、款１３、使用料及

び手数料、項１、使用料、目１、総務使

用料では、男女共同参画センター使用料

を計上いたしております。

　４４ページ、款１４、国庫支出金、項

３、委託金、目１、総務費委託金では、

住宅・土地統計調査等、各種指定統計調

査の実施に係る統計調査費委託金を計上

いたしております。

　４７ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目１、総務費府補助金では、

人権問題啓発推進についての相談業務に

係る人権相談事務費補助金を計上いたし

ております。

　５４ページ、款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金では、人権

啓発の事業に係る人権啓発活動委託金を

計上いたしております。

　６１ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目２、雑入では、広告掲載料や退

職者の水道部での在職期間に応じ、水道

事業会計から収入する退職手当水道事業

会計負担金などを計上いたしております。

　次に、歳出でございますが、７２ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費では、秘書業務、女性

政策推進に係る業務など、各課にかかわ

ります事務執行経費のほか、人事課で所

管しております職員研修、労働安全衛生、

職員健康管理、職員厚生会関係などの予

算を計上いたしております。

　７８ページ、目２、文書広報費では、

広報せっつの編集、発行、配布に係る経

費のほか、ホームページの管理運営に係

る経費などを計上いたしております。平

成２０年度は、隔年で実施しています公

共施設案内のための市内地図印刷経費を

２５０万円計上いたしております。

　８２ページ、目６、企画費では、政策

推進課に係る事務経費等と市域のコミュ

ニティ施設の配置について、検証及び構

想策定に要する経費などを計上いたして

おります。前年度に比較して、７９８万

６，０００円の増額となっておりますが、

この主な要因は第４次総合計画策定に係

る基礎調査などの業務委託料１，１００

万円をしたことや、昨年度、小学校跡地

活用検討方針策定業務委託料３００万円

を計上していたことなどによります。

　８６ページ、目１２、女性政策費では、

男女共同参画社会を目指すための経費な

どを計上いたしております。

　目１３、男女共同参画センター費では、

男女共同参画センター管理運営のほか、

相談業務や講座開催に要する経費などを

計上いたしております。

　なお、旧総合福祉会館閉鎖に伴い代替

施設として利用増加を見込み計上してお

りました光熱水費を利用実態に合わせ、

１３２万９，０００円減額したことなど

から、昨年度に比べ９５万１，０００円

の減額になっております。

　９１ページ、目１６、諸費においては、

人権啓発推進事業、平和事業の経費など

を計上いたしております。人件費に係り

ます予算につきましては、２２９ページ、

給与費明細書をご参照ください。

　平成２０年度当初予算の給与費は、特

別職員に係る予算として、４億２，２２
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３万８，０００円、一般職に係る予算と

して６３億９，２５４万２，０００円、

総額６８億１，４７８万円を計上いたし

ております。

　対前年度当初予算と比較しますと、７．

２％、５億３，０４３万８，０００円の

減額となっております。

　これらの給与費の関係予算は、それぞ

れの予算科目において計上いたしており

ますが、それぞれの合計は、報酬が２億

９，３７５万１，０００円、給料が２７

億３，５８５万９，０００円、職員手当

が２９億３，６８６万２，０００円、共

済費が８億４，８３０万８，０００円と

なっております。

　次に、一般職の給与費の主な増減額に

ついてご説明申し上げます。

　給与費全体では、５億３２４万３，０

００円の減額となっております。その内

訳は、給料で１億１，１９１万３，００

０円の減額、職員手当で３億９，１３３

万円の減額となっております。

　また、それぞれの内訳といたしまして、

給料の１億１，１９１万３，０００円の

減額は、普通昇給分として９３０万３，

０００円の増額となったものの、給与改

定により１億５８４万円の減額となった

ことや採用、退職等の職員数の異動など

により１，５３７万６，０００円の減額

となったことによるものでございます。

　職員手当では、３億９，１３３万円の

減額は、制度改正に伴う分として５５６

万８，０００円の減額、採用、退職、会

計間の異動により８，９９９万９，００

０円の減額、退職手当で２億９，５７６

万３，０００円の減額となったことなど

によるものでございます。

　共済費では、２，３８１万２，０００

円の減額となっております。この主な要

因といたしましては、採用、退職、会計

間の異動により減少いたしております。

　続きまして、議案第１０号、平成１９

年度摂津市一般会計補正予算のうち、市

長公室にかかわります事項につきまして

補足説明をさせていただきます。

　歳入についてでございますが、１４ペー

ジ、款１３、使用料及び手数料、項１、

使用料、目１、総務使用料では、男女共

同参画センター使用料を旧総合福祉会館

の代替利用などで利用が増加したことか

ら２３万円を増額いたしております。

　１６ページ、款１４、国庫支出金、項

３、委託金、目１、総務費委託金では、

指定統計調査に係る委託金が確定したこ

とに伴い、１４０万円を減額いたしてお

ります。

　１８ページ、款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金では、人権

啓発活動に係る委託金が確定したことに

伴い３４万８，０００円を減額いたして

おります。

　２１ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入では、定年退職者以外

にも退職者１名が生じたため、水道部と

の負担調整を行う退職手当水道事業会計

負担金９２３万８，０００円の増額を行

い、男女共同参画センターでの講座受講

料を１１万１，０００円減額をいたして

おります。

　次に、歳出でございますが、２４ペー

ジ、款２、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費では、市交際費など経

費の節減に努めました秘書課の業務執行

経費６０万円を減額し、非常勤職員等賃

金の減額などのほか、人事課の業務執行

経費３，２７５万３，０００円を減額い

たしております。

　２８ページ、目６、企画費では、３３

４万円の減額となっておりますが、これ

は小学校跡地活用方針策定業務委託を入
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札辞退により未執行となったほか、政策

推進課の業務執行経費を減額いたしてお

ります。

　３１ページ、目１２、女性政策費、目

１３、男女共同参画センター費では、男

女の共同参画社会を目指すための経費や、

男女共同参画センター管理運営に要する

経費など、女性政策課の業務執行経費を

減額いたしております。

　３２ページ、目１６、諸費では、平和

事業、人権啓発事業など、人権推進課の

業務執行経費をそれぞれ決算見込みによ

り減額いたしております。

　４１ページ、項５、統計調査費、目２、

指定統計調査費では、国の指定統計調査

に係る業務執行経費を決算見込みにより

減額しております。

　次に、人件費に係ります補正予算につ

いては、７３ページ、特別職の給与費明

細書をご参照ください。

　報酬で１，９０８万７，０００円、期

末手当で５５９万３，０００円、共済費

で２００万９，０００円の減額となって

おります。主な要因は、市議会議員２名

が府議会議員選挙に出馬され、欠員となっ

たことによるものでございます。

　７４ページ、一般職では、年度途中の

退職者があったことなどにより、給料で

７０６万７，０００円を減額いたしてお

ります。

　職員手当では、３，３６３万２，００

０円の増額となっておりますが、主な要

因は職員手当のうち退職手当で当初４３

名分で計上しておりましたが、４５名分

の退職が生じたことに伴い、４，６９４

万７，０００円の増額をいたしたことに

よるものでございます。

　共済費では、２，２０７万７，０００

円の減額となっております。この主な要

因といたしましては、臨時職員、非常勤

職員に係る共済費負担金が当初見込みよ

りも減少したことによるものでございま

す。

　以上、予算の補足説明とさせていただ

きます。

○山本善信委員長　続きまして、稲田消

防長。

○稲田消防長　それでは、議案第１号、

平成２０年度摂津市一般会計予算のうち、

消防本部に係る事項につきまして、目を

追ってその主なものについて補足説明を

させていただきます。

　まず、歳入でございますが、３８ペー

ジ、款１３、使用料及び手数料、項２、

手数料、目５、消防手数料は、危険物設

置許可等手数料及び罹災等の証明書発行

手数料でございます。

　５２ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目７、消防費府補助金は、大

阪航空消防運営費補助金でございます。

　６３ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目２、雑入は、消防団員退職報償

費及び近畿道救急業務実施市町村交付金

が主なものでございます。

　次に、歳出でございますが、予算概要

につきましては９９ページから１０４ペー

ジにかけて記載いたしておりますので、

あわせてご参照願います。

　１７８ページ、款８、消防費、項１、

消防費、目１、常備消防費は、１０億９，

５３１万４，０００円で、前年度と比較

して１５．６％、１億４，７５８万９，

０００円の増加となっております。

　１７９ページ、旅費は、救急救命士の

養成及び各種技術習得のための大阪府立

消防学校などへの職員研修派遣に係る普

通旅費でございます。

　１８０ページ、需用費は、消防活動に

係る消耗品や被服及び緊急情報システム

に係る消耗品、並びに消防車両や消防庁
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舎の維持管理経費などでございます。

　１８１ページ、委託料は、庁舎清掃委

託料、庁舎総合管理委託料及び緊急情報

システム等保守管理委託料などでござい

ます。

　１８２ページ、工事請負費は、はしご

付消防ポンプ自動車更新に係る車庫改修

費などでございます。

　備品購入費は、はしご付消防ポンプ自

動車の更新に係る経費などでございます。

　負担金、補助及び交付金は、大阪航空

消防運営費負担金、救急救命士養成を初

めとする大阪府立消防学校入校負担金、

消火栓整備負担金などでございます。

　続きまして、１８３ページ、目２、非

常備消防費は、５，５５１万２，０００

円で、前年と比較して２．３％、１２９

万３，０００円の減少となっております。

報酬は、消防団員に対する報酬でござい

ます。報償費は、退職消防団員に対する

報償金でございます。旅費は、火災出動

及び訓練並びに歳末非常警戒等の費用弁

償でございます。需用費は、消防団員被

服の購入及び消防団車両の維持管理経費

などでございます。

　１８４ページ、工事請負費及び備品購

入費は、ＮＯｘ・ＰＭ法規制対象となる

摂津市第二分団配備の消防ポンプ自動車

の更新に係る経費などでございます。

　負担金、補助及び交付金は、消防団員

等公務災害補償等共済基金負担金及び消

防分団施設整備補助金などでございます。

　以上、平成２０年度摂津市一般会計予

算のうち、消防本部に係る事項の補足説

明とさせていただきます。

　次に、議案第１０号、平成１９年度摂

津市一般会計補正予算のうち、消防本部

に係る事項につきまして、補足説明をさ

せていただきます。

　歳出でございますが、６１ページ、款

８、消防費、項１、消防費、目１、常備

消防費の減額は、高圧ガス製造施設購入

に係る執行差金及び消防学校入校負担金

の執行差金などでございます。

　目２、非常備消防費の減額は、摂津市

第１分団配備の消防ポンプ自動車の購入

に係る執行差金でございます。

　以上、平成１９年度摂津市一般会計補

正予算のうち、消防本部に係る事項の補

足説明とさせていただきます。

○山本善信委員長　杉浦局長。

○杉浦監査委員、選挙管理・公平・固定

資産評価審査委員会事務局長　議案第１

号、平成２０年度摂津市一般会計予算の

うち、公平委員会、固定資産評価審査委

員会、選挙管理委員会、監査委員に係り

ます項目につきまして、目を追って主な

ものについて補足説明をさせていただき

ます。

　歳入の８４ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目８、公平委員会費及

び目９、固定資産評価審査委員会費につ

きましては、委員報酬、旅費などの管理

運営経費でございます。

　次に、１０２ページの款２、総務費、

項４、選挙費、目１、選挙管理委員会費

につきましては、委員報酬、旅費などの

経常的な管理運営経費のほか、裁判員の

参加する刑事裁判に関する法律の成立に

伴い裁判所より配付予定となっておりま

す裁判員候補予定者名簿作成システムを

利用するための導入委託料を計上いたし

ております。

　１０４ページの目２、市長及び市議会

議員補欠選挙費は、ことしの１０月１１

日に任期満了となります市長選挙と現在

２名が欠員となっております市議会議員

の補欠選挙を市長選挙にあわせて実施す

る経費で、主なものといたしましては、

従事者の人件費や入場整理券の印刷代、
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入場整理券の発送料、ポスター掲示場設

営撤去委託料、投票場用スロープなどの

選挙器具購入費及び選挙運動に伴います

自動車の使用、ビラの作成、ポスターの

作成などの選挙公営制度に係る交付金等

となっております。

　１０５ページの目３、農業委員会選挙

費につきましては、７月１９日に任期満

了となります農業委員会委員一般選挙に

係る経費で、人件費のほか、投票用紙の

印刷代、郵送料等となっております。

　次に、１０９ページの項６、監査委員

費、目１、監査委員費につきましては、

委員報酬などの管理運営経費でございま

す。

　以上、平成２０年度一般会計予算の補

足説明とさせていただきます。

　続きまして、議案第１０号、平成１９

年度摂津市一般会計補正予算（第５号）

のうち、公平委員会、固定資産評価審査

委員会、選挙管理委員会、監査委員に係

ります項目につきまして補足説明をさせ

ていただきます。

　歳入の１６ページ、款１４、国庫支出

金、項３、委託金、目１、総務費委託金

の選挙費委託金は、昨年７月２９日に行

われました参議院議員通常選挙の委託金

が確定したことに伴い、９０９万４，０

００円を減額するものでございます。

　１８ページの款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金の選挙費委

託金は、昨年４月８日に行われた府議会

議員選挙並びにことしの１月２７日に行

われました府知事選挙の委託金が確定し

たことに伴い、１，５５６万７，０００

円を減額するものでございます。

　歳出の２９ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目８、公平委員会費及

び目９、固定資産評価審査委員会費につ

きましては、報酬、旅費等の管理経費の

精査に伴い減額するものでございます。

　３７ページの款２、総務費、項４、選

挙費、目１、選挙管理委員会費につきま

しては、旅費、需用費などの管理経費の

精査に伴い減額をするものでございます。

　３７ページ、府議会議員選挙費、３９

ページの参議院議員通常選挙費につきま

しては、それぞれの人件費、委託料等の

執行経費が確定したことに伴い減額をす

るものでございます。

　４０ページの府知事選挙費につきまし

ては、現在、精算処理を行っているもの

はございますが、印刷代、委託料、選挙

器具の購入費など経費が確定したことに

伴い減額をするものでございます。

　４１ページ、款２、総務費、項６、監

査委員費、目１、監査委員費は、管理経

費の精査により減額をするものでござい

ます。

　以上、補正予算の補足説明とさせてい

ただきます。

○山本善信委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　村上委員。

○村上委員　おはようございます。平成

２０年度、新年度がまた来月から始まる

ということでこの新年度予算と、そして

また平成１９年度の補正予算等との委員

会の審査をされるということの中でござ

います。

　今回、この平成２０年度の予算につき

ましては、今まで過去にない、かなり高

い予算を編成をされているということで、

３３３億３，３８６万円ということでご

ざいます。

　これも前年と比較いたしまして、９．

２％の増であるということも資料でいた

だいているわけなんですけども、この中

で先ほどご説明もございました借換債を

除くと、前年度対比といたしましては、
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２％の増であるという予算になっており

ます。そういった中で、いろいろと質問

させていただきたいと思っておりますの

でよろしくお願いいたします。

　まず１点目なんですけども、議案第１

号の２３ページでございます。

　款１、市税、項１、市民税、目１、個

人、節２、滞納繰越分ということで、こ

れは平成１９年度の当初予算よりも１．

３倍、２，２００万円増加となっており

ます。そういった意味で、この増の考え

方についてお聞きしたいと思います。

　同じく、２３ページなんですけども、

目２、法人、節２、滞納繰越分というこ

とで、これも繰越分ということで、前年

度と比較いたしまして５００万円という

金額、約２．２倍というものが増額になっ

ておりますので、そのあたりの考え方に

ついてお聞きしたいと思います。

　３番目なんですけども、議案第１号の

５６ページでございます。款１６、財産

収入、項２、財産売払収入、目１、不動

産売払収入、節１、土地売払収入という

ことで、これは平成１６年度以降、当初

予算の中には計上されていないというこ

とであるわけで、その中でも決算を見さ

せていただいても、その中では平成１８

年度が土地売払収入というのはなかった

ということでございます。そういう中で、

平成１６年度以降、当初予算には計上は

当初されていなかったということで、こ

としは平成２０年度分については計上さ

れているということで、その中での考え

方についてお聞きしたいと思います。

　４番目なんですけども、議案第１号の

５８ページ、款１８、繰入金、項２、基

金繰入金というものがございます。先ほ

ども補足説明等々であったわけなんです

けども、この基金のことにつきまして、

例えば財政調整基金であれば、歳入面、

それから歳出、積み立て、その額という

ことで１億等と差額はあるわけでござい

ます。

　また、減債基金につきましても、約１

５０万の減額と、公共施設整備基金の積

立金につきましても６億７，０００万ほ

どの歳入面と積み立ての差額はあるとい

うことで、基金の今後の考え方、どうい

うふうにこの基金を活用されていくのか

ということで、そのお考えについてお聞

きしたいと思います。

　５番目なんですけども、議案第１号の

６１ページ、款１９、諸収入、項４、雑

入、目２、雑入、節１、雑収入という中

で、広告掲載料というのが記載をされて

いますけども、これは平成１９年度の当

初予算と同額というようなことでござい

ます。これもいろいろと広告収入につき

ましては、自主財源を確保しようという

ような目的で平成１８年度から導入をさ

れたということですけども、この自主財

源の確保という観点で、さらに増収入へ

の取り組みをされてはどうかというよう

な観点で、新たな掲載広告ということで

今ホームページがリニューアルされてい

るというようなこともお聞きしておりま

すので、その辺でホームページへの広告

の掲載についても考えてはどうかと思い

ますので、その辺で市の考えをお聞きし

たいと思います。

　同じく、議案第１号、６１ページなん

ですけども、節１、雑収入の中で、総務

防災課の電子複写機使用料というのが計

上されております。今回、１３万２，０

００円が計上されていると思うんですけ

ども、これは平成１９年度の当初予算に

はなかったということで、この内容につ

いてお聞きしたいと思います。

　７番目といたしまして、議案第１号の

７２ページでございます。款２、総務費、
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項１、総務管理費、目１、一般管理費、

節３、職員手当等ということで退職手当

というのが８億６，０００万ほど計上さ

れておるわけですけども、人数について

まずお聞きしたいと思います。

　８番目なんですけども、議案第１号の

７９ページ、款２、総務費、項１、総務

管理費、目２、文書広報費、節１１、需

用費、印刷製本費というのが計上されて

おります。その中で先ほど補足説明の中

で、市内地図ということで約２５０万計

上されているということでございます。

そういった中で、配布の方法についての

お考えをお聞きしたいと思います。

　９番目といたしまして、議案第１号の

８０ページなんですけども、目４、財産

管理費から節１３、委託料、その中で庁

舎総合管理委託料というのが計上されて

おりまして、これが昨年度と比較いたし

まして、約１，８００万増加、約２倍の

増ということになっておりますので、そ

れの内容についてお聞きしたいと思いま

す。

　概要に移るんですけども、概要の１６

ページでございます。この中で地方公営

企業等金融機構出資金というのが記載を

されているんですけども、この内容につ

いてお聞きしたいと思います。

　１１番目で概要の２１ページなんです

けども、市有財産管理事業というのが記

載をされておりまして、その中で光熱水

費が前年度と比較して約１８倍ほどになっ

ている、修繕料についてもかなり９００

万ほど増額になっているということで、

全体的には２，５００万近くのお金が増

額になっているということで、その内容

についてお聞きしたいと思います。

　概要の３３ページなんですけども、過

誤納還付金等が計上されておりまして、

これも去年と比較いたしまして３．７倍

の増額ということでございます。この辺

について内容をお聞きしたいと思います。

　３５ページなんですけども、インター

ネット公売、先ほども若干の補足説明が

ありました。その中で業務の流れについ

てお聞きしたいと思います。

　概要の３８ページ、この中で市長及び

市議会議員補欠選挙事業というのがござ

います。その中で、時間外勤務手当につ

きましては、１４０万の減というような

形で節減等々されているわけですけども、

減となった理由についてお聞きしたいと

思います。

　次、概要の３９ページなんですけども、

これも期日前投票所増設分初期設定委託

料というのが計上されております。この

増設の内容についてお聞きしたいと思い

ます。

　概要の４０ページなんですけども、指

定統計調査事業というのが記載されてお

ります。この中で昨年、調査事業につき

ましては、商業統計というのがあったわ

けなんですけども、平成２０年度につき

ましては、経済センサスという言葉があ

ります。これはなかなか聞きなれない言

葉なんですけども、これはどういう調査

なのかというのをお聞きしたいと思いま

す。

　概要の１００ページなんですけども、

庁舎車庫改修等工事というのが記載をさ

れております。この工事内容についてお

聞きしたいと思います。

　概要の１０２ページ、この予防活動推

進事業というのが掲載をされておるんで

すけども、備考欄といたしまして、防火

意識の高揚を図る経費というのが記載を

されております。そういった中で、今回

の防災訓練で住宅用火災警報器に係るア

ンケートをとられたと思うんですけども、

アンケート実施箇所数、それとアンケー
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トに記載していただいた人数、結果につ

いてどういうふうにお考えになっている

のかというのをお聞きしたいと思います。

　１回目は以上でございます。

○山本善信委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　お答えいたします。

　まず予算書５６ページの不動産売払収

入の計上をしております。これについて

どういうことかということでございます。

前年度しておりません。

　不動産売払収入ですので、主に土地と

いうことになるかと思います。全市的に

南千里丘のまちづくりでありますとか、

さまざまな事業が進められております。

この中で、総務防災課といたしまして、

全体を見渡しまして、今後、保留地等の

売却等の可能性もあるということで、予

算上に反映をしてはどうかということで、

枠取りとして１，０００円だけ計上させ

ていただいたということでございます。

　次に、予算書の６１ページ、電子複写

機使用料が新たに計上されているがどう

いうことかということでございますが、

これは１階ロビーに置いておりますコイ

ン式の市民がお使いいただいております

複写機でございますが、現行は業者の方

に機械を設置していただき、業者の方で

利用料もとっていただくという形をとっ

ておりました。

　ところが、機器が相当古くなってきて

おりまして、また業者の方も今まではサー

ビスということで赤字覚悟でやっていた

だいておったんですけども、機器を更新

する時期にきております。この中で業者

の方とお話をいたしましたところ、今の

使用状況では決して複写機を置いて利益

を上げるというところには至らない。相

当な赤字になるということでございまし

たので、このままでいけば撤去というこ

とになりますので、市民サービスの面か

ら考えましても、市民課等の婚姻届等の

コピー等、各種申告書の書類等のお使い

もございますので、市民サービスの面か

ら私どもの市の方で設置をいたし、また

それに対する経費についても市の方で収

入するということになろうかと思いまし

て、予算を上げております。

　当然、使用料の収入だけではなしに、

概要の２１ページにございますけども、

設置の経費も概要の方にあわせて上げて

おります。

　市庁舎の総合管理委託料がふえておる

がどういうことかということでございま

す。市庁舎だけではないんですけども、

総合契約ということで、今までは３年間

の庁舎の総合管理の委託契約をしてまい

りました。昨年の補正の中でもお願いし

たところですけども、今回５年の委託を

新たに起こすということになりまして、

債務負担行為等のご承認をいただいたと

ころでございますが、これに伴いまして、

新たに入札をし、契約をし、５年間の業

者を決めるという時期に参りました。

　それをもちまして、当初、業者等から

の見積もりを財政課の契約の方でとって

いただいて、その中で予算を計上すると

いうことになりました。現実には、実際

に入札をいたしました結果については、

これほどの金額にはなっておりませんけ

ども、そういうことでちょうど契約の端

境期と申しますか、更新時期になりまし

たので見込み金額での計上ということに

なりましたので、金額が相当ふえたとい

うふうになりました。

　それから市有財産管理料の増加の理由

でございますが、これは市有財産管理は

主に普通財産の管理をいたしております。

普通財産及び集会所等もございますけど

も、庁舎外、市役所外部で総務防災課が

管理しております財産でございますけど
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も、今回ふえておりますのは、味舌小学

校、三宅小学校の廃校に伴いまして、各

校舎は普通財産で管理をするということ

になっております。

　これに伴いまして、その経費を一たん

どういう使用方法になるかと、詳細まで

決まっておりませんので、そういう光熱

水費等もすべて総務防災課の方で一たん

予算計上して扱うということにいたしま

した。あと修繕費等につきましては、今

後、市民の方にお使いいただいたりする

ことも含め、また人の出入りが少なくな

りますので、防犯上の設備等の設置も要

るかということで、そういう見込みをも

ちまして、予算計上させていただいたと

いうことでございます。

　なお、今後の小学校等の利用方法も詳

細がきっちり決まりましたら、当然、各

原価原価での計上ということになります

けども、今のところはまとめて総務防災

課の方で計上したということでございま

す。

　私の方からは以上でございます。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　退職手当に関しますご

質問にご答弁申し上げます。

　退職手当といたしまして新年度、８億

６，４１５万８，０００円を計上させて

いただいております。内訳といたしまし

て、一般職が３４名でございます。秋に

市長の任期が終了して、選挙もあるとい

うことでございます。特別職分として１

名、一般職分として３４名を計上させて

いただいております。

○山本善信委員長　布川課長。

○布川納税課長　それでは、３点ご質問

があったかと思われます。

　まず予算書２３ページにあります市民

税の滞納繰越分についてご答弁させてい

ただきます。

　個人住民税の増額につきましては、平

成１８年度決算調定が３７億９，９１０

万円、平成１９年度調定が４６億８３万

円と税源移譲に伴い所得税から住民税へ

約８億円が増額しました。未納額は平成

１８年度、１億１，５９８万円から平成

１９年度は１億８，４０３万円と６，８

０５万円の増となりました。

　また、法人市民税に関しましては、企

業の好景気に伴い、決算調定が平成１８

年度、２８億４６万円から平成１９年度

は２９億２，４００万円と約１億２，０

００万年増加し、未納額が平成１８年度

の１，４４４万円から平成１９年度は２，

４００万円と約１，０００万円増額して

おります。

　平成２０年度における滞納繰越調定は

過去の徴収率を勘案して、住民税は２，

２００万円の増の９，４００万円、法人

市民税は５００万円増の９００万円を計

上しております。

　次に、概要３３ページにございます過

誤納還付金の増額についてでございます。

　平成１９年度より国、所得税から地方、

住民税への税源移譲が行われました。ほ

とんどの方は所得が同じであれば、所得

税と住民税を合わせた税額は変わらない

ようになっておりますが、退職などによ

り収入が大きく減少して、平成１９年度

の所得税が発生しない方は、平成１９年

度住民税の増額に対して、所得税の減額

調整ができず、住民税だけが増額となり

税負担がふえることになります。

　このような納税者は減額申告書を提出

することで、平成１９年度の住民税につ

いて税源移譲前の税率で計算し、ふえた

税負担分を還付することになります。

　平成１９年度の課税資料から見積もっ

た数字ですが、この還付対象は市民税、

府民税合わせまして約３，０００人強を
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見込んでおります。税額にして１億２，

０００万円でございます。

　過誤納還付金は、この１億２，０００

万円に法人市民税の確定申告により、減

額が生じた場合などに還付する過年度更

正減還付金の平成１９年度決算見込み増

加額１，５００万円を加えたものでござ

います。今回、前年度に比べまして、１

億３，５００万円の増額を計上しており

ます。

　３番目に概要３５ページにありますイ

ンターネット公売についてでございます。

　市税滞納者に対しましては、まず文書

による督促、催告はもちろんのこと、電

話催告や自宅訪問を実施するなど、直接

滞納者並びに家族との納税交渉を持つこ

とで、自主納付を促しております。

　しかしながら、納税意識に欠ける誠意

のない滞納者に対しましては、現在、主

に預貯金や生命保険などの債権差し押さ

えを中心に執行しております。しかし、

滞納処分に対応する財産のない滞納者に

対しまして、動産の差し押さえと、その

物品の公売は納税交渉に新たな展開が期

待できます。

　今後、動産等の差し押さえをし、イン

ターネットを通じ公売を実施し、日本全

国から入札を受け付け、せりにより最高

額で入札した方に売却をします。売却代

金は公売費用として、これは滞納処分費

として受けることができます。滞納税に

充当してまいります。

　インターネット公売を実施し、滞納者

の所持品が差し押さえの対象になること

が周知されるようになれば、滞納への抑

止力につながるものと考えております。

○山本善信委員長　有山参事。

○有山市長公室参事　それでは予算概要

４０ページの経済センサスについてご答

弁申し上げます。

　平成１６年１１月に内閣府において、

経済社会統計整備推進委員会が設置され、

統計制度改革が検討されてきました。平

成１９年５月に現行統計２法、統計法と

統計報告調整法などの２法ですが、これ

が新しい統計法に一元化されました。新

法は、平成１９年１０月１日に一部施行

され、平成２１年春をめどに全面施行さ

れます。これにより、従前行ってきまし

た指定統計調査、承認統計調査、届出調

査は基幹統計調査とそれ以外の調査に分

けられます。

　従前、国の各省庁から出されていた指

定統計調査では、省庁間、または同一省

庁内においても多少の差異があるものの

比較的似たような調査内容のものがござ

いました。国の統計を総括する部署がな

かったことから、このような統計の結果

となっております。

　これを内閣府が司令塔の機能を果たす

という組織再編をすることになりまして、

今回、この省庁間の垣根を越え、最初に

実施されますのが平成２１年度に行われ

ます経済センサスでございます。

　対象はすべての事業所及び法人企業と

いうことになっておりまして、従前の農

家でありますとか、林業でありますとか、

漁業でありますとかの統計部分を除くす

べてが対象となっております。

　２１年度の調査は行政記録なども利用

し、事業所、法人企業の補足に重きを置

いた調査を実施することとなっておりま

す。調査期間につきましては、平成２１

年６月、または７月が予定されておりま

す。

　平成２０年度の摂津市で行うものでご

ざいますが、調査区ごとに調査対象の件

数などばらつきがないように調査区準備

名簿の作成など、調査区域を設定する、

そういう事業を平成２０年度に摂津市に
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おいて行います。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　それでは私の方から

基金繰入金と地方公営企業等金融機構出

資金についてご答弁させていただきます。

　基金につきましては、地方自治法第２

４１条に規定がございまして、そこでは

条例の定めるところにより特定の目的の

ために財産を維持し、資金を積み立て、

または定額の資金を運用するための基金

を設けることができるとされておりまし

て、本市の条例に規定いたしております。

　財政調整基金につきましては、その目

的が災害復旧、地方債の繰上償還その他

財源の不足を生じたときの財源を積み立

てるため財政調整基金を設置するとされ

ています。

　減債基金、それから公共施設整備基金

等につきましては、特定の目的を持った

基金とされております。

　こうしたことから毎年予算組みをいた

しますときに、それぞれの目的に合った

形で基金を予算計上いたしております。

　減債基金につきましては、千里丘第１

自転車駐車場の繰上償還分として計上い

たしております。

　公共施設整備基金につきましては、南

千里丘まちづくり事業、土地区画整理事

業の事業費に充てております。

　それから、市営住宅整備基金につきま

しては市営住宅の建替事業に充てており

ます。

　そういった形で特定の目的の基金とし

て充当いたします。財政調整基金につき

ましては先ほど申しましたように、財政

の調整費用として計上いたしております。

　基金でございますけれども、財政調整

基金、公共施設整備基金、減債基金等に

つきましては、基金の取り崩しや借り入

れ、繰り入れ等行いまして予算編成の際

の財政調整機能として役割を果たしてお

りまして、１７年度までは基金を取り崩

して予算編成をしてまいりました。そう

いった形で、基金がないと赤字決算であっ

たということでございまして、これから

も基金につきましてはできるだけ経費節

減に努めまして、基金の積み立てをして

まいりたいと考えております。

　それから、地方公営企業等金融機構出

資金についてでございますけれども、こ

れは平成１８年に簡素で効率的な政府を

実現するための行政改革の推進に関する

法律というのが施行されまして、そのう

ちの政策金融改革といたしまして、地方

分権改革の例に沿いまして、公営企業金

融公庫、平成２０年度で廃止いたしまし

て、それに変わるものとして地方公共団

体に対しまして、その公営企業に係る地

方債につき、長期かつ低利の資金の融資

等行うため、新たに地方公共団体が共同

して地方公営企業金融機構を設立し、自

主的・主体的に運用することとなりまし

た。

　機構設立のための出資額につきまして、

昨年５月に地方公営企業等金融機構法が

成立いたしまして、全地方公共団体が現

行の公営企業金融公庫の資本金額１６６

億円を出資することになりました。この

出資額について、全国知事会、あるいは

市長会、町村会においてそれぞれ決定さ

れたところでございますけれども、本市

の出資額については７７０万円とされま

して、本年６月に出資金を払い込むとい

うことになっておりますことから、平成

２０年度に予算措置させていただいたも

のでございます。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　私の

方から、市長及び市議会議員補欠選挙に

係る質問につきましてご説明申し上げま

す。
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　まず１点目の時間外勤務手当につきま

して、ほかにも休日勤務手当、投開票事

務従事者手当と人件費があるところでご

ざいますけども、これにつきましては、

今回は１週間の短い期間の選挙というこ

ともありまして、減っているものでござ

います。ほかにも執行につきましては、

前もってなるべく早い時期から仕事を始

めることによりまして、時間外を減らす

ことや、また開票につきましてもいろい

ろな事務を前もって説明会を開くなど、

また機械を入れるなどしまして、時間短

縮を図っておりまして、なるべく執行額

を減らすような努力をさせていただいて

いるところでございます。

　もう１点の期日前投票所増設分初期設

定委託料につきまして、ご説明させてい

ただきます。

　これにつきましては、以前から投票所

につきましては市民の方から、暗いとか

狭いとか、特に人の目が気になるという

ふうな苦情を聞いておりました。これに

つきましては、広い投票所にしてほしい

という要望でございます。以前、執行し

ました１７年度の衆議院と市議会議員の

選挙が同時になった折には、かなり投票

所において列ができたと聞いております。

そのときには、お天気だということでよ

かったのですが、これが雨であれば雨の

中待っていただくようなことにもなりか

ねませんので、そのようなことのないよ

うに、以前から選挙管理委員会のご意見

としましても、このままではいけないと

いうことで、少しでも望ましい環境を確

保できる広いスペースの投票所に変更し

ていくような方針で検討してきたところ

でございます。

　それにつきまして、検討してきたとこ

ろなんですけども、それに伴いましてや

はりお年寄りとか、あるいは障害をお持

ちの方が投票に行けなくなるということ

もございまして、こういうことにならな

いように、新たな考え方としまして今検

討しているところなんですけども、期日

前投票所、複数箇所で行えないかという

ことを検討しているところでございます。

　この期日前の投票所を複数箇所で行う

に当たっては、ここで上げさせていただ

いている期日前の投票所の増設初期設定

委託料という、これは期日前のところで

オンラインによりまして投票の受付をす

ぐにできるようなシステムを導入するこ

とによって、そのシステムを期日前の投

票所で使えるような形で初期設定すると

いう委託料でございます。

　ほかにもこれ以外にもいろんな人員的

な問題や場所的な問題もあるところでご

ざいますけども、この辺の問題がクリア

した時点で、一定の方針が出ましたら、

また議員や地域の方々にもご報告させて

いただいて、またご相談させていただき

まして、その辺につきましてはご理解を

得たいと考えております。

○山本善信委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　それでは、まず広告

収入の関係から説明申し上げます。

　２０年度広告収入につきましては、１

枠４万２，０００円の設定で、４８枠を

見込んでおります。２年目を迎えました

１９年度なんですが、新たに４社を加え

まして、延べ４７枠が確保される見込み

でございます。

　ご質問のホームページのバナー広告の

件についてですが、今現在、市のホーム

ページのリニューアルについて、新年度

からの公開に向け各課全庁的に鋭意作業

中でございます。ホームページの公開後、

ホームページの運用が順調に進んだ後に

は、ホームページへの広告掲載について

進めてまいりたいと考えております。
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　その際には、広報紙への広告掲載の料

金との整合性、またホームページへ広告

を掲載する期間等の調整も図ってまいり

たいと考えております。

　続きまして、市内地図についてでござ

います。市内地図は、これまで隔年で作

成しておりまして、新年度には新たに１

万５，０００部を作成する予定でござい

ます。配布につきましては、市役所受付

のほか、市民課での転入者向けの配布、

また市民サービスコーナーや図書館、公

民館などにも配布用として窓口に備えて

おりまして、今回も同様にしたいと考え

ております。

○山本善信委員長　本山課長。

○本山警備第２課長　予算概要１００ペー

ジ、消防庁舎管理事業の庁舎車庫改修等

工事費についてご説明いたします。

　これは現在の本署消防車庫を改修いた

すもので、平成２０年度更新いたします

はしご付消防ポンプ自動車は全長が１１．

５メートルで現有のはしご車より全長で

約１．５メートル長くなることで、現在

の車庫では収納が不可能になるものであ

り、全面約１．３メートル、幅７．５メー

トルの増築をする必要が生じました。し

かし、増改築費を抑制するため検討いた

しましたが、車庫後部の壁を撤去する等

の検討もしました結果、耐震壁であり、

耐震強度の点で不可能となり、また現在

のシャッターも再利用ができないか検討

も行いましたが、シャッター用レールを

取りつけるためには、柱とはりの一部を

はつる必要があり、はりの強度の問題で

不可能であり、シャッター位置を下げる

など、いろいろな角度で検討を行いまし

た結果、すべて支障が生じる結果となり、

改修工事を行うことになったものであり

ます。

○山本善信委員長　水田課長。

○水田予防課長　それでは、概要１０２

ページ、予防活動推進事業のご質問につ

いてお答えいたします。

　平成１８年６月１日に新築については

義務化され、既存住宅については平成２

３年６月１日より義務化されます住宅用

火災警報器の設置状況のアンケートにつ

きましては、多数の市民が参加される小

学校区連合自治会訓練時に参加者にお願

いしたものでありまして、既に設置して

いただいているか、またこの条例が改正

されたことを知っていただいているかと

いう趣旨のもとに行ったものであります。

　現在、７小学校区と２自治会の訓練時

に実施いたしました。アンケート回答数

は８４９件で、既に設置していると答え

られたのが１８４件で、２１．７％となっ

ております。

　しかしアンケート実施時にガス警報器

と勘違いされて設置していると答えられ

た方が割とおられるのではないかと我々

は思っております。よって、当数値より

もっと低い数値が実際の設置戸数だと現

在は考えております。

○山本善信委員長　明原参事。

○明原総務課参事　予算概要１００ペー

ジの消防庁舎管理事業の庁舎車庫改修等

工事のうち、消防本部総務課に係るもの

でございますが、先ほど説明のありまし

たはしご付消防ポンプ自動車購入に伴う

車庫改修工事に加え、庁舎屋上のとい部

分の漏水補修工事を同時に行うもので、

これはスケールメリットを生かし経費の

節減を図るため、１つの工事名称として

予算計上させていただいたものでござい

ます。

○山本善信委員長　村上委員。

○村上委員　どうもご答弁ありがとうご

ざいます。

　１点目の滞納繰越分についてなんです
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けども、滞納がふえているということも

ございます。そういう中で、税というの

は日常生活と直接結びつくといいますか、

そういう地域社会の費用につきまして、

市民の方々がその所得に応じて負担して

いただけるというような税というもので

あるというふうに認識しているんですけ

ども、今回のいろいろと滞納の方々につ

きまして、いろいろと対処されていくと

いうようなこともございました。そういっ

たことでご負担のないようにというか、

いろいろ意見の行き違いがないようにと

いうような形で、またしっかりとご理解

いただけるような形で、最初に説明をし

ていただいて、その後の法的な、その辺

も含めた対応をしていっていただきたい

と思っておりますので、よろしくお願い

いたします。

　３番目の土地売払収入の件でございま

す。これにつきましては、先ほど説明が

ございました。保有地等の計画ではわか

らないけど、一応枠取りはしているとい

うようなこともございました。そういっ

た中で、平成１４年度につきましては、

旧の香露園の保育所から１５年度につき

ましては、旧の千里丘保育所、そういう

ところが売却されたようにも聞いており

ますので、この辺で１つ市の保有地の今

後の売却の計画について、もし何かお示

しいただけるものがあれば教えていただ

きたいと思っておりますので、よろしく

お願いいたします。

　４番目の基金の件でございます。これ

につきましては、平成１９年８月末現在

ということで、中期の財政の見通しがお

示しをされました。こういった中で、先

ほどご答弁もありましたけれども、平成

１７年度につきましては、この基金を取

り崩して、活用されておられまして、平

成１８年度につきましては、１０億円ぐ

らい増額になったということでございま

す。

　そういった中で、平成１９年度から２

１年につきましては、この基金が積み立

てられるということも示されておられま

したけれども、今回、約１０億円近い形

が取り崩しをされるということになって

おりますので、この中期がこの２０年度

以降からかなりずれてくるのではないか

と思っております。

　そういった中で、基金といいますか、

財政につきましては、この一般会計から

水道事業を除く特会等々足しますと、５

２３億ほどになろうかと思います。そう

いった中で、これを例えば億単位を万単

位ぐらいに落としまして、一般家庭とい

うレベルで考えていきますと、年収が５

２３万円の方に例えるならば、この基金

が、家で言う貯金が平成１８年度末では

４５万ぐらいになるというようなことに

なろうかと思います。

　そういった中で、例えば家で考えてい

きますと、もし急にお風呂が壊れたとか、

何かが壊れたというような形でいきます

と、貯金というのはなくなってしまう。

例えば、行政でいきますとごみの焼却炉

がもし何かで支障を来たす、故障いたし

ますと、この基金というのもかなり大き

な影響を来たすのではないかと思ってい

るわけなんですけども。

　そういった中で去年だったと思うんで

すが、テレビの中で、家の財政の関係で

テレビ放映されておりまして、家の貯蓄

というものの考え方についてはどういう

考えがあるのかなと討議がありまして、

基本的には年収程度の貯蓄があれば特に

家族でも病気になっても対応ができると。

家の修繕があっても対応ができるという

こともございましたので、その辺で基金

につきまして、残高がどれぐらいあれば
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財政上、問題ないというか、いろいろと

やりくりできるのかというのをもしお考

えがあればお示しいただきたいと思って

おります。

　５番目の広告の掲載料の件でございま

す。先ほどホームページでの活用も今後

しっかりと考えていきたいというお話も

ございました。そういった中で、平成１

９年度につきましては、４７枠あるとい

うことでございます。そういった中で、

この平成１８年、また１９年というのは

計算の単価、４万２，０００円という単

価は変わっていないというようなことも

ございますので、その辺でホームページ

を載せますと、見ていただく方がかなり

ふえてくるんではないかということも思

いますので、その辺で昨年も要望させて

いただきましたけども、中小企業が載せ

やすい、単価枠も含めて検討していって

いただきたいと思うんですが、その辺の

再度のお考えをお示しいただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

　６番目の電子複写機の使用料の件でご

ざいます。これは、収入では１３万２，

０００円ということで歳出的には２６万

４，０００円ということで、約１３万円

の分が市の方で市民の方にご負担してい

くというようなことでもございます。

　そういった中で、市民サービスの低下

にはなってはならないと思いますので、

その辺でしっかりとこの辺はきちっと管

理をしていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　７番目の退職金の件でございます。

　一般の退職の方が３４名ということで、

特別職の方が１名ということでもござい

ます。そういった中で２００７年問題と

いいますか、退職の問題については行政

のみならず、各企業についてもいろいろ

と検討して考えていっていかなければな

らないのかなと思いますので、新年度に

つきましては、８億６，０００万という

数字が計上されておりますけども、２１

年、２２年の退職金の予定額がもしわか

れば教えていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　８番目の印刷製本費の件でございます。

これにつきまして、先ほどご説明があり

ました。これは平成１３年、１６年にた

しか作成されたと思うんですけども、こ

れも同じ１万５，０００部であったかと

思います。そういった中で、市内の地図

についても例えば広告を掲載して、その

辺で少し収入を得てはどうかなというふ

うに思っているところもあるんですけど

も、例えば、自治会さんなんかでの回覧

板につきましては、各企業さんの広告を

載せて、それで作成をやりくりされてい

るというようなこともございますので、

その辺で今後、地図の掲載につきまして、

広告を掲載してはどうかというように１

点思うんですが、その辺についてのお考

えをお聞きしたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

　庁舎の管理委託料の件でございます。

これは入札と見込みと若干の差があった

ということもお聞きしているんですけど

も、入札額がわかれば教えていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいた

します。

　１０番目の公営企業についてでござい

ます。先ほど、１６６億円の出資金総額

という中で、摂津については７７０万と

いうことでございますけども、この算定

の考え方、なぜ７７０万になったのかと

いうのをお聞きしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　１１番目の市有財産の管理事業、これ

は概要の２１ページの件でございますけ

ども、これは今ご説明ございました、味
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舌、三宅各小学校統廃合の関係で、これ

が普通財産になったというようなことで

もございます。これもいろいろと本会議

等でも審議といいますか、質疑をされて

いるようなことでもございますので、１

点もしご答弁いただければありがたいな

と思うんですけども、将来的にどういう

方向性を持っておられるのかというのは

１点お聞きしたいと思います。

　概要の３３ページ、過誤納還付金とい

うことでございます。先ほど所得税法の

改正等で、還付金が生じてくるというよ

うなことも言われておりました。一応３，

０００人弱、１億２，０００万という形

で見ておられるということなんですけど

も、誤納という言葉がちょっと気になっ

て、誤って納めるというような、崩して

言えばそういうことになろうかと思いま

す。この辺もちょっと表示の方法を考え

ていただければなと、これは要望として

おきますので、よろしくお願いします。

　この所得税の関係の還付があるという

ことなんですけども、１点、市民等の周

知について、どういうふうに考えておら

れるのかというのをお聞きしたいと思い

ます。例えば、広報せっつに載せる云々

とか、またホームページ云々ということ

も考えられるのですけども、その辺でど

ういう形で時期的なものも含めて、周知

の時期、周知の方法について１点お聞き

したいと思います。

　概要の３５ページ、インターネット公

売事業についてでございます。先ほどい

ろいろと督促等々されて、自主納付を前

提といたしますという形でありますけど

も、インターネット利用者ということで、

掲載につきましては写真を撮って掲載を

されるのか、その辺でいろいろと見た目

の感想、きれいだとか、ちょっと傷があ

るよとか云々とか、その辺も掲載される

のかというのをお聞きしたいと思います。

　もう１つ、これは主要事業一欄の中で

８３万が目標ということで、掲載をして

おられましたけども、この設定額の考え

方についてお聞きしたいと思います。

　概要の３８ページ、市長及び市議会議

員補欠選挙の事業の関係で、先ほど時間

外手当、また投開票事務従事者手当の件

で減額になっているということをお聞き

したわけでございますけども、これも昨

年の参議院選挙につきましては、投票用

紙の分類機が１台、そしてプラス１台、

合計２台ということで約１時間の開票作

業が短縮できましたということもござい

ます。

　そういった中で、今後の投票用紙の分

類機の購入についてちょっとどういうお

考えを持っておられるのかというのをお

聞きしたいと思います。

　この投票用紙の分類機につきましては、

たしか１分間に６００枚処理をされると

いうようなことも聞いておるわけなんで

すけども、その辺の機械導入も含めて開

票時間短縮というのがどうなのかなと思

いますので、その辺で分類機の増設につ

いてのお考えをお聞きしたいと思います。

　概要の３９ページの期日前投票の件で

ございますけども、これは増設というこ

とで期日前というのは市役所でされてい

ると思うんですけども、これは期日前の

部分を増設、どこかに市役所以外で設置

をされるというふうに思っておるんです

けども、その辺で例えば１週間の告示期

間であれば、６日間という形になろうか

と思うんですけども、その中でこの増設

の箇所、それをどこかに固定して１週間

やるのか。それとも、例えば、月曜日は

安威川以南、火曜日は安威川以北とかい

う形で移動されるのか、その辺を１点お

聞きしたいと思います。
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　概要の４０ページの指定統計調査事業

についてでございます。先ほど、ご答弁

の中で内閣府が司令塔としていろいろと

調査をされるというようなことも言われ

ておりました。市内の事業所、また企業

すべて調査されるということも言われて

おったわけですけども、その中で今まで

縦割行政ということも一般では使われて

おりますけども、省庁の先ほどの答弁で

垣根を越えたというようなこともござい

ました。そういった中で、また何点か質

問をさせていただきたいんですけども、

具体的に統計調査というのはどのように

整備をされていくのかということと、こ

の統計調査の制度改革についての取り組

み、市の統計業務にどのような変化、影

響があるのかという３点をお聞きしたい

と思います。

　概要の１００ページ、庁舎車庫改修等

工事についてということで、はしご付消

防ポンプ車の購入ということでございま

した。

　そういった中で、これにつきましては、

要望とさせていただきたいんですけども、

この工事の期間中には消防活動への支障

がないように、その辺でしっかりと工事

管理も２４時間になるかと思いますので、

その辺で工事管理も含めてしっかりと管

理をしていっていただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。

　最後、概要の１０２ページの予防活動

推進事業についてでございます。これは

住宅用の火災警報器ということで、先ほ

どもございましたけども、平成１８年の

条例改正ということで、最終的には平成

２３年の６月１日までにはつけていただ

かなければならないというような義務づ

けをされたということでございます。

　その中で、８４９件中、１８４件とい

うことで２１．７％の方が設置をしてい

るというようなことで、これも先ほど若

干、ガス警報器との間違いもあるのでは

ないかというお話もございました。そう

いった中で、今後のアンケート結果の活

用につきまして、今後の啓発につきまし

て、どういうお考えを持っておられるの

かというのをお聞きしたいと思います。

　２回目は以上でございます。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　まず基金の件でござ

いますけれども、借換債を除く一般会計、

特別会計５２３億円、それに対して１８

年度末の基金残高４５億円ございますけ

ども、計算しますと約１か月分の資金し

かないというようなことになりますけれ

ども、その中で基金残高はどれぐらいが

好ましいかというようなご質問であった

かと思いますけれども、なかなか幾らが

適正かというのが難しいところなんです

けども、ちなみに府下の状況を見ますと、

積立金残高の府下の調査でございますけ

れども、積立金を標準財政規模で割った

値、これが本市の場合３２．５％と伺っ

ております。

　都市平均が２７．２％ということでご

ざいますので、それよりは多いというこ

とになろうかと思います。１番は田尻町

で１２３．９％、これは関空関連でこれ

だけの積立金があるということであろう

かと思います。とりあえず順位でいきま

すと、３３市中１４番目ということでご

ざいます。

　それから、積立金残高でございますけ

ども、これが１人当たりの積立金残高が

６万９，８６０円ということで、これの

府下平均が４万９，３７９円ということ

になりまして、これも府下よりは多くなっ

ております。順位といたしましては、上

から１３番目と。町を含めまして上から

１３番目ということになっております。
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　家庭にお例えになられましたけれども、

住宅を買うといった場合、どういう住宅

を買おうかということでそれの規模とか、

金額をお考えになって、目的に向かって

お貯めになっていくのかなと。貯金とい

うことでございますと、そういうふうに

やっていくのかなと。我々も先々の事業

等がございます。どれだけの事業をする

かということで、目的に市債等充てます

けれども、それに向かって、もしそこで

需要があればそれだけの基金を積み立て

まして、それに充てていくということに

なってこようかと思いますので、今、府

下平均を申し上げましたけれども、今の

基金残高が多いか少ないか、なかなかど

の金額が適正かということは難しいとこ

ろでございますけれども、まずそういっ

たところで現在、現行４５億円というこ

とでございますけれども、これから事業

がたくさん出てくるようでございますけ

れども、それに向かって基金はできるだ

け積み立ててまいりたいと考えておりま

す。

　それから、予期せぬ出費とかあった場

合に、その４５億円では足りないのでは

ないかというような話でございましたけ

れども、財政を運営する上で予期せぬ災

害等のために、なかなか基金を積み立て

ていくというのは財政状況もございまし

て難しいところはあろうかと思います。

これにつきましては、国の災害復旧事業

ということで、もしそういう災害がござ

いましたらそういう事業で起債させてい

ただくというようなことでございますの

で、そういったものを充ててまいりたい

と考えております。

　それと、公営企業等金融機構出資金の

７７０万円の根拠ということでございま

すけれども、１６６億円のうち全国の政

令市を除く市に割り当てられました資金

が６４億円ということでございまして、

それをそれぞれの市の貸付残高と、それ

から標準財政規模に応じて算定するとい

うことになっておりまして、その金額が

貸付残高に伴うものが４６７万３，００

０円ほど、それから標準財政規模から算

定されるものが３３２万円ほど、合わせ

ますと７７０万５，０００円になります

けども、これは端数切り捨ていたしまし

て、７７０万円ということになっており

ます。よろしくお願いいたします。

○山本善信委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　庁舎総合管理の入札

金額ということでございますけれども、

先般入札を終わりまして、総合ですので、

消防庁舎とかいろいろな分も総合して入

札されたようですけども、庁舎にかかわ

りますものが単年度ベースで２，４４１

万８，０００円ということになろうかと

思います。

　参考までに、昨年までは１，８１７万

円ほどでございます。ただ若干業務がふ

えておりますことも含めて、こういう金

額になったということかと思います。

　それで、参考までに先ほど予算計上額

は３，７１１万ほど計上しておりますけ

ども、入札によりまして２，４４０万程

度になったということでございます。

　市有財産、小学校の分の将来的に方向

性ということでございますけども、これ

は総務防災課がお答えすることではない

のかと思いますので、私ども普通財産の

管理という面ではできるだけ将来どうい

うふうな使い方に決定されましても、現

行の庁舎等をできるだけ有効に使えるよ

うに、また不要なものはもちろんつぶさ

ないといけないのでしょうけども、現行

の維持とまた防犯上等に留意しながら、

普通財産を管理していきたいと考えてお

ります。
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○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　それでは、退職手当に

関するご質問にご答弁申し上げます。

　平成２１年度、平成２２年度の見込み

はというお問いでございます。個別明細、

今手元にはないんですが、平成２１年度

には５０名の方が定年をお迎えになると。

また、２２年度には特別職の方、一般職

の方合わせて５５名の方について退職手

当が必要になるという状況がございます。

その状況を見極めたときに、ばくっとし

た数字で大変申しわけございませんが、

平成２１年度につきましては、約１４億、

平成２２年度につきましては、約１５億

という数字を今はじいております。ばくっ

とした数字で申しわけございませんが、

約１４億並びに１５億という数字でよろ

しくお願いいたします。

○山本善信委員長　有山参事。

○有山市長公室参事　私の方から、土地

の売却の予定があるのか、今後またどう

するのかということについて、ご答弁申

し上げます。

　今、本市で出しております中期財政見

通しでは、平成２２年度から赤字になる

という試算が出されております。また、

一方で小学校の跡地でありますとか、市

営住宅の建て替えにかかります別府保育

所の土地、あるいは総合福祉会館の代替

用地として現在使っております、三宅の

ふれあいルーム、これらのことがありま

す。過去において、平成１１年に政策推

進課の方で市内３２か所の土地について

今後の利用方針、あるいは地価にすると

どれぐらいになるのか。あるいは残債が

残っているものなのかどうかというよう

なことを調べた経緯がございます。

　同様に、その１１年の調査をもって第

２次行革の実施計画の中で、平成１３年

２月に策定をいたしておりますが、５か

所の売却候補地と５か所の有効利用の土

地の明示をしてきたところでございます。

同様の調査を平成１５年にもやっており

ます。現在、平成２０年２月に庁内の調

査を開始したところでございまして、今

後、土地の有効利用、あるいは利用度の

低いものについては売却するのかという

ことについて、その庁内の意見の集約を

今月する予定をしておりますので、その

集約をした後にその結果を出したいと思っ

ております。

　それともう１点、経済センサスに伴い、

どのように省庁間の業務の整理が行われ

たかということなんですが、経済センサ

スの方によりますと、総務省が所管して

おりました、従前所管しております事業

所、企業統計調査、それとサービス業基

本調査、この２調査は廃止となりました。

　それから、経済産業省所管の商業統計

調査、これにつきましては、２１年度の

調査は行わない。２４年度の調査は実施

する。２５年度から標本調査を検討する

ということで、今までの全数調査とは変

わった形になります。

　同じく、経済産業省の所管しておりま

す工業統計調査では、平成２０年度から

全数調査を行わないということになりま

して、すそ切り調査、もしくは標本調査

を検討するということで、調査項目の簡

素化についても検討をされております。

　国の制度改革の内容ですが、今回の経

済センサスで、従前、調査員による調査

が基本でございましたが、本社一括方式

で、郵送、あるいはオンラインによる調

査方法の導入がなされています。今後、

国においては、このように電子媒体を使っ

た調査になっていくのかと思います。

　１つ政府統計共同利用システムという

システムができておりまして、稼働は２

０年４月からなのですが、従前の霞が関
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ＷＡＮ、それから私たちがかかわります

ＬＧＷＡＮで、その調査内容について見

るようなことができるというような形で、

従前、国の方は統計については情報の保

護の関係から、かなりガードが固かった

のですが、今回こういう形で省庁間の垣

根を越える中で、できるだけ情報の公開

をしていこうというように方向が転換さ

れたのかなというふうに思っています。

　市の統計業務に係る影響ですが、この

ような電算化、電子化されるということ

で、１つは電子情報によるセキュリティ

の問題、あるいは調査が今までの調査員

中心の現場主義から、どちらかというと

中でするような業務内容がふえてくるの

かと思います。いずれにしましても、平

成１６年４月の機構改革のときに、従前

法制文書課にありました統計部門を企画

部門である政策推進課にくっつけた意図

としては、政策推進課の業務を推進する

上で、統計の資料、その他の活用が検討

されたということがございますので、今

後の市の統計業務については、おのおの

それを分析する。今は統計の調査をする

ところできゅうきゅうとしておりますが、

このように機械化された中で、業務時間

に割く時間が幾ばくとも浮きましたら、

中の分析をする時間に充てて市の施策に

反映できるようなそういう取り組みをし

てまいりたいと思います。

○山本善信委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、住民税の

部分から税源移譲に伴いまして、住民税

の還付の周知、時期、方法はというご質

問についてご答弁申し上げます。

　昨年は、所得税から住民税へ税源移譲

が行われました。これに伴いまして、平

成１９年に所得が減少して、所得税が課

されなくなった人につきましては、住民

税の還付が生じてまいります。この周知

でございますけども、市広報紙の方へは

既に昨年の１１月号、また本年２月の１

５日号への掲載をさせていただいており

ます。また、市のホームページにも掲載

させていただいております。今後も時期

を見まして、広報紙への掲載、またホー

ムページの活用をしてまいりたいと思い

ます。

　また、この申告の時期でございますけ

ども、２０年の６月当初課税が終わりま

して、７月１日から７月の末までに該当

者の方につきましては、申告が必要になっ

てまいります。減額申告書というのがご

ざいまして、これにつきましては、ご家

庭のパソコンの方から取り出せるように

検討してまいりたいと考えておるんです

けども、現在、確定申告及び市申告の申

告受付の最中でございます。この申告が

終了しまして、２０年度の当初課税決定

後におきまして、対象者を抽出できるか

どうか。個人の納税者へ個々に通知でき

ないかどうかという検討もしてまいりた

いと思いますので、よろしくお願いいた

します。

○山本善信委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　それでは、中小企業

が広告掲載しやすい単価をということで、

まずお答え申し上げます。

　広告収入につきましては、新年度予算

計上しておりまして、一定の収入確保に

努めていかなければならないと考えてお

ります。そこで広報紙への広告掲載につ

いても、例えば１枠の大きさを変更して

単価を下げるなどの方法が考えられます。

　ただ、これを実施するに当たりまして

は、先ほど申し上げましたように、ホー

ムページへのバナー広告の掲載と同時に

検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、市内地図への広告掲載に

ついて申し上げます。
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　２０年度につきましては、これまでの

市内地図の全面改訂を予定しております。

市内地図においては限られた紙面の範囲

で必要な情報の掲載を検討するとともに、

２年間配布、保存してまいるものでござ

いますので、一定、その広告掲載につき

ましては、広告の内容をより慎重に検討

してまいらなければならないと考えてお

ります。

　以上のことを検討して取り組んでまい

りたいと考えております。

○山本善信委員長　布川課長。

○布川納税課長　先ほどのインターネッ

ト公売につきまして、お答えさせていた

だきます。

　インターネット公売に出品する滞納処

分品をより詳しく理解いただくために、

出品物の画像を添付する必要がございま

す。そのためにデジタルカメラ購入費用

４万円を計上させていただいております。

　また、初年度でどの程度の物品が差し

押さえでき、売却できるか、未定でござ

いますが、売却物品は１０万円を６件、

５万円を４件、３万円を１件の８３万円

を想定しております。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　私の

方からまず、開票時における分類機の導

入について、今後の購入計画についてご

説明申し上げます。

　先般の知事選でも使わせていただいた

わけなんですけども、分類機については

かなり高性能ということで、私どもも認

識させてもらっているところでございま

す。しかしながら何分にも高額なため、

すぐに購入ということにはなかなかいか

ないということで考えております。

　次に、期日前投票所について、複数箇

所、どのような形ですることを検討して

いるかということについてご説明申し上

げます。

　複数箇所につきましては、千里丘地区、

別府地区、鳥飼地区と各それぞれの地区

におきまして、それぞれ１か所におきま

して、それぞれ点々と６日のうち３日を

１日ずつそれぞれの地区で行えないかと

いうことにつきまして、検討させていた

だいているところでございます。

○山本善信委員長　水田課長。

○水田予防課長　火災警報器設置の啓発、

アンケートの活用ついてお答えさせてい

ただきます。

　今後の取り組みといたしましては、住

宅用火災警報器とその他の警報器との区

分を市民の皆様に理解していただき、ま

た廊下など一部に設置されておられます

が、寝室にも必要であることなど、説明

に工夫をするとともに、種々の機会に今

まで以上の設置への啓発を行っていきた

いと考えております。

　また、活用につきましては、今回が初

めてのアンケートでございまして、全体

として設置率が低いのでありますので、

アンケートを継続して実施し、その推移

を見守っていきたいと考えております。

　住宅用火災警報器の設置義務が平成２

３年６月１日より発生いたしますので、

このアンケートを含み、設置への啓発を

引き続き実施してまいりたいと考えてお

ります。

○山本善信委員長　暫時休憩します。

（午前１１時５３分　休憩）

（午後　０時５８分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　村上委員。

○村上委員　いろいろとご答弁ありがと

うございます。この繰入金につきまして

は、総務部所管、直接市民の方に接する

というのは消防とか、市民税課等々ある

わけですけども、おおむねは民生委員、
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教育関係も含めまして、そういう方々の

バックアップ、そういうイメージもあろ

うかと思いますので、その辺も含めて基

金につきましては、この１９年度決算と

か、そういう形で基金につきましても若

干変動は出てこようかと思いますけども、

それも含めてしっかりと積み立て、将来

のためにということで、またよろしくお

願いしたいと思います。

　広告掲載料の件なんですけども、これ

につきましても、大きさの変更等で単価

を検討していくというようなお話もござ

いました。そういった意味で、中小企業

の方が掲載しやすいような形での大きさ

なり特にこの単価設定については検討し

て行っていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

　それから、退職の件でございます。こ

としの平成２０年が３４名、それから２

１年が５０名、２２年が５５名というこ

とで、特にこの３か年で１３９名の方が

退職をされていくというようなことでご

ざいます。そういった中で、役職はどう

であれ、技術力といいますか、ノウハウ

継承というのが退職に関しては問題にな

るのではないかなと思っております。

　私も地域の方々から聞くんですけども、

こういう今まであうんの呼吸というんで

すか、市役所に来てもすぐに会話ができ

るような今までのつき合いというのは結

構あったかということで、そういう方々

がこの３年、４年につきましては、退職

をされていくということで、その地域と

の距離感が出てくるんじゃないかという

ことが危惧されますよということで、地

域の方々が言っておられたのは聞いたこ

とがあるんですけども、技術力、それま

でのノウハウというのは書面とかそうい

うことではなくて、体で持っておられる

方が結構おられると思いますので、その

辺を含めまして、これは全般的に当たる

かと思いますので、副市長の方から技術

力の承継、ノウハウの承継等、自治体と

しての力が落ちないように、維持向上で

きるような形の考えについてお聞きした

いと思いますので、よろしくお願いいた

します。

　印刷製本費の件でございます。これは

結構印刷というのは広告を掲載したらど

うかというようなお話もさせてはいただ

いているんですけども、この中で水戸市

の方なんですけども、市の窓口業務、ま

た施設の利用案内、そういった情報を集

めた市民ハンドブックの発行と配布を民

間業者に委託したというようなことも掲

載されておりました。そういった中で、

今まで２，０００万かかっていた経費が

削減できると。市の委託料が無料ででき

るということで、そのまま委託業者は公

募した中から大阪府内の業者が選ばれま

した。広告を載せて発行経費を賄うフリー

ペーパー方式のアイデアも含めて、この

業者の提案が採用されたということで、

これにつきましては、Ａ４版のオールカ

ラーで２００ページ、そういったものが

市の委託料が無料でできると。それから、

千葉県の柏市の方におきましても、暮ら

しの便利手帳をつくるということで、こ

れにつきましてもそれらの広告掲載をし

て行政側の負担がゼロで発行できると。

これにつきましても１，５００万という

経費が削減できたというお話もございま

したので、そういったことも含めて民間

業者への委託、そういったことも含めて

今後市内地図の掲載等も含めて検討して

いただければと思いますので、よろしく

お願いいたします。

　インターネット公売につきましては、

これはしっかりと適正な処置、流れでしっ

かりと取り組んでいっていただきたいと
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思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

　投票所の件でございますけども、これ

につきましても、市民の方により投票率

を上げていただくような形の取り組みを

今後していっていただければと思います

ので、よろしくお願いいたします。

　それから、指定統計調査事業について

でございますけれども、これもオンライ

ンで調査を電子媒体でできるというよう

なこともございますので、この辺の個人

情報等も含めてしっかりとセキュリティ

の向上を踏まえて取り扱いをお願いした

いと思います。

　最後、予防活動推進事業についてでご

ざいますけども、これも平成２０年とか

２１年、２２年ごろにつきまして、再度

市民の方によりわかりやすく同じような

形での周知、また啓発等お願いしたいと

思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○山本善信委員長　寺田公室長。

○寺田市長公室長　１点目の団塊の世代

の定年退職に伴う技術力とかノウハウの

継承のことでございますけれども、今現

在本市では、定年を迎えた職員に対して

は希望等を聞きまして、再任用等を行っ

て、年度としては２年、３年ということ

で行ってきておるわけでございます。

　特に、管理職につきましては、他市で

は高槻市等におきましては、そのまま管

理職のポストの形で再任用されるとか、

そういうような団塊の世代の取り組みも

されております。

　また、吹田市もその方向で検討をされ

ているということでございまして、本市

におきましても、団塊の世代の退職にお

いて今後、市役所の業務が円滑に継続的

に行われるような方法等も検討していか

なきゃならないというふうに考えており

ます。

　ただ、その再任用等しても、その方も

いつかはやめるのでございますので、そ

のときにはまたそのようなことが起こら

ないように、在職中に十分その辺のとこ

ろを引き継いでいただくというようなこ

とも心がけていきたいと思っております

ので、よろしくお願いしたいと思います。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

　野口委員。

○野口委員　私の方から何点かお尋ねを

させていただきます。

　ご承知のとおり、森山市政１期目、最

後の本格予算であります。そういう点か

ら、こういった問題も当然お尋ねします

けども、４年間の市政がどういうふうに

運営されてきたのかということと、この

間、国を含めて地方制度の再編問題、地

方財政問題にかかわって、いろんな形で

大きな手直しが始まってきていますし、

今後さらに地方分権の一環として、そう

いう流れが広がってきますので、そうい

う外的な要因も含めてどういう財政運営

をしていくかという問題も含めて論議を

していきたいと思います。

　個別問題で最初に個人市民税問題です。

予算書で２３ページでありますけども、

先ほども個人市民税関係を論議されまし

た。この問題では、三位一体の改革だと

か、平成１６年度からさまざまな税制改

正が行われて、僕らは改悪と言っていま

すけども、それによってお年寄りだとか

市民の方々がどんどん負担がふえると。

一方、市の財政はそれによって潤うとい

う逆現象があるわけですけども、均等割

の税率引き上げだとか、老年者控除の廃

止だとか、公的年金見直しだとか、さま

ざまな制度改悪が行われました。これが

６５歳以上の１２５万非課税措置が段階
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的に激変緩和が行われていまして、平成

１９年度終わりました。平年ベースで影

響が出てきますけども、そういうもろも

ろの制度改悪の中で結果として、全体的

には平成２０年度が平年ベースであらわ

れてきますので、その関係でお尋ねしま

すけども、この制度改悪によって市の財

政はどのぐらい影響があったのかという

ことと、この影響を受けた方の人数、こ

れをまず示していただきたいと思います。

　２つ目は、法人市民税の問題でありま

す。ご承知のとおり、大手企業中心にし

て、景気がよくなっているということで、

いまや金余り現象と。資本金１０億円以

上の大手企業についてもバブル期以上の

大変なもうけを記録している中で、その

辺の影響も摂津市内の大手企業にも影響

があり、そういうところから新年度も前

年対比で３億５，８００万円の増の予算

を組んでいます。

　一定過去を見ますと、法人市民税が平

成１６年度から１０億円台から２０億円

台にふえました。今回、３億５，８００

万ふえますので、２０億円台から３０億

円台に法人市民税が上がるわけですね。

そういう点も含めて、先ほど若干説明は

ありましたけども、１号、２号法人の状

況だとか、摂津市内の４，０００を超え

る中小企業等を含めて、摂津の企業など

の一般的な景気はいいと言われています

けども、中身はどう見ているのか、ちょっ

と教えていただきたいと思います。

　３つ目は、先ほども概要の３３ページ

に関連して、過誤納還付金１億８，５０

０万の問題で質疑がなされました。整理

してみてお答えいただきたいと思うんで

すけども、税制改正によって同じ所得で

あれば所得税と住民税の税負担は変わら

ないということで、ただ一方では住民税

がフラット化で１０％に変わりました。

その影響の関係で２通りの措置がなされ

ますが、先ほど一部は答弁ありましたけ

ども、住宅ローンの控除のものについて、

所得税は年度で税金課税されますけども、

住民税は前年度の所得によって課税され

ます。その関係で、住宅ローン控除が所

得が平成１９年度減って、控除されなかっ

た分については、平成１９年の住民税か

らそれを補完しますよという制度があり

ます。

　これが今月の３月１７日までが申告締

めであります。もう１つは、所得がたく

さん減りまして、住民税と所得税の合計

で大変な差が生じた分についてはふえた

住民税からお返ししますよという、この

２つの制度がありますけども、それぞれ

その辺の周知徹底だとか、影響人数だと

か、影響額についてお示しをいただきた

いと思います。

　４つ目は、この間の三位一体改革と地

方交付税、臨時財政対策債の関係であり

ます。先ほど説明でも、特に地方交付税

などは平成１９年度の特別交付税半分と

いうことで、平成１６年度から始まった

三位一体改革によって、臨時財政対策債

だとか、地方交付税がどんどん削減をさ

れています。一部、税源移譲がありまし

たけども、摂津市財政にとっても大変な

影響があるわけであります。

　平成２０年度は、臨時財政対策債が７

億１，２７０万組まれました。合計で８

億５，７７０万になるわけですね。臨時

財政対策債が施行された平成１３年度が

地方交付税の場合は、その場合は普通交

付税も特別交付税もありました。臨時財

政対策債含めますと、９億５，０００万

ぐらいあったんです。この間の８年間で

最高の金額は平成１５年度の２３億７，

５００万がありました。だんだん減りま

して、今半分になった。そういうことで、
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今後の国の地方財政計画の関係もありま

すけども、どう見ているのかというとこ

ろをお考えを示していただきたいと思っ

ております。

　５点目は、市債の借換債の問題です。

数年前から、この借換債なるものがたく

さんふえてきました。１０年前、７年前

の市債を組んだ分について、１０年間、

７年間過ぎて、再借り換えするという事

態がたくさん発生しているわけでありま

すけども、新年度の市債の借換債の中身

について、少し補足説明をお願いしたい

と。

　６点目はオープンシステムの開始に関

連して、概要の２５ページに基幹業務オー

プンシステム事業２億４，２４３万が計

上されています。前回はいろいろ論議を

してきましたけども、この２億４，２４

３万円の中身がそれぞれどういうふうに

なるのかということも若干わかりやすく

説明いただきたいのと代表質問でも論議

された市民サービスをよくしていくとい

う点でのコンビニ収納だとか、ＡＴＭ収

納などについて、委員会審査ですけど、

より細かい問題を含めてどういうふうに

作業を進めていくのかと。その費用につ

いてどう考えているのかなど、お答えを

いただきたいと思います。

　７点目は、平成１９年度４月から実施

された小規模工事等契約希望者登録制度

の問題であります。

　資料いただいていますように、４月１

日からことしの１月末までの工事件数３

０万円以下でありますけども、３０８件

のうち登録した業者に発注したのが１４

１件、受注したのが１３４件と。その差

はその内容などによって、これまでお願

いしたところにお願いするとか、シルバー

人材センターとかいろいろあるかもわか

りませんけども、この辺の１年間の取り

組み状況を踏まえてどういうふうに見直

しされていくのか、１回お聞かせいただ

きたいと思います。

　８点目の女性政策の問題です。これま

でいろいろ意見を申し上げてきましたが、

平成１９年度にご承知のとおり、第２期

の女性プランが策定をされました。いろ

いろ代表質問に対するご答弁でも突っ込

んだ中身の話が指摘されましたけども、

第２期女性プラン５か年計画の最初の年

度として、具体的に職員の意識改革を含

めて、重点的な取り組み内容について少

しお話をしていただきたいと思います。

　９点目、消防関係です。概要で１００

ページから関係予算が計上されています

が、１つは今回、１２月議会で債務負担

が組まれて、今回、契約締結ということ

で、はしご車を購入することとなりまし

た。いろいろ消防関係車両については、

それを修理する、受注できる企業も限ら

れておりますので、そういう中で艤装と

いいますか、いろんな手を加えていくと

いうことになりますので、なかなか技術

的な判断基準が大変だと思いますけども、

この間論議されたように、市としてもき

ちんと中身の技術的な問題について判断

できるための勉強もしていただきたいと

いう趣旨の質問でありますけども、まず

新年度、はしご車に加えて第２分団の消

防ポンプ車の購入が予算計上されていま

すけども、今後の購入、更新計画につい

てまず教えていただきたいのと、そうい

う技術的な勉強といいますか、そういう

問題についてどうお考えなのか。出して

いただきたいと思います。

　２つ目は、前回の決算の委員会でも問

題にしました、今回も予防費の中で予算

組みはされていると思いますけども、防

火安全協会との関係のお仕事、これをど

う検討されてきたのかということであり
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ます。

　以前もちょっと申し上げましたけども、

極力さまざまな公的な仕事の任務分担と

して、ご協力いただいたという関係にも

ありますから、そこには行かないけれど

も、あり方という点ではきちっとした区

別をしていくという対応が今必要であり

ます。そういう点で、事務局の体制問題

とか、ポスターとかその他いろいろお考

えだと思いますので、ちょっとこの間検

討されて、これからなされようとしてい

る問題についてちょっと担当なり、消防

長の方からご答弁をいただければと思い

ます。

　１０点目は、要望にしますが、災害対

策の問題です。これまでそれぞれの議員

も、東南海・南海地震が今世紀前半に来

るということも含めて、昨日も新たな指

標が発表されておりますけども、地震大

国、この日本でどういう対策を講じてい

くのかということで、さまざまな論議が

されてきました。結果としては、コミュ

ニティをきちんとつくっていくというこ

とと、公共施設、民間住宅の耐震化とい

うのが最大の問題になろうかと思います

けども。いろいろ市民の方々の台所事情、

受けとめ方もありますが、平成１９年度

の１年間の耐震診断助成制度利用者が１

４件だと、大変少ないんですね。

　いろいろ聞いてみますと、１３年前の

阪神淡路大震災でどうもなかったという

ことで、別に今する必要がないと。今の

ところ大規模改造の予定はないとか、こ

の間、専門家を通じて発表されているそ

うした地震予想の理解度も余り深まって

いないと思いますけども、それだけ少な

い利用者しかないと。これに加えて、摂

津市として、耐震改修費についても、新

年度出発をします。ぜひいろいろご苦労

あるかと思うんですけども、いかに市民

の方々にこの制度の中身を知っていただ

いて、こういう状況ですよということで、

周知徹底を本当に工夫していただいて、

早急に耐震改修まで行けるように、何と

か頑張っていただきたいということであ

ります。これはお願いしておきます。

　１１点目は、総合計画の策定に関して

です。概要の２２ページに、１，１００

万円の予算が計上されています。本会議

でも、それぞれ論議がされました。平成

８年３月に策定された現行の総合計画が

１５年間でありましたけども、その到達

状況を踏まえて、今日的な課題も含めて

１０年間の総合計画を策定していくとい

うことで、３年間の期間で進めようとさ

れています。

　最初、始めようとする年度ですから、

基本的な論議をさせていただきたいと思

うんですけども、担当として初年度にど

ういうものが課題であって、どういうと

ころを重点で進めようとしているのかと。

計画そのものが今の総計もそうですけど

も、いわゆる市民から見ても、自分たち

の総計だと、職員全体から見ても自分た

ちの総計だという気持ちが余りないと思

うんです。職員もそうですし、市民もそ

うですし、僕ら議員もそうですし、それ

ぞれが３つの参加の体制を保障しながら

進めていくとか、人口問題だとか、現行

の総計の評価について、全職員で認識を

一致するための情報をいかにまずつくる

かとか、いろんな出発年度にふさわしい

やり方が僕はあると思っています。

　そういう点で、どういうふうにお考え

なのか、ちょっと聞かせていただきたい

と思います。

　１２番目は、財政問題であります。代

表質問のご答弁では、昨年の決算の上に

立って、平成２５年度までの中期財政見

通しどおりにほぼ近い形で平成１９年度
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も動いていますと。その土台で新年度予

算も組まれて出発しようとしております。

　論議する前にまずお聞かせいただきた

いのは、市政方針演説でいろんなペンディ

ング問題について、一定の判断をしてい

きたいと市長は言われました。いろいろ

論議がされていますように、中期財政見

通しの中には南千里丘にかかわる費用だ

とか、市営住宅の費用は含まれています。

　しかし、その他はまだはっきりしてな

いし、概算でも計上できない到達状況だ

ということで組まれていません。しかし

その年度の中で、関係費用は一応発生す

るわけであります。

　そういう点で、総務常任委員会であり

ますから、平成２０年度中に一定の判断

をしていきたいということをおっしゃっ

ていますから、さまざまな制約はあるか

もわかりませんけども、どのくらいかか

るのかと。そのための財源措置はどうす

るのかというところは、論議はされてい

るかと思いますし、一定そういう点でた

くさんの費用が要るそういう開発問題に

ついて、どうお考え、作業をしているの

か、まずお示しいただきたい。

　それと平成２０年度当初時点での年度

末の市債残高、一般と公共下水道と水道

会計で結構ですから、残高とできれば１

人当たりの額。

　もう１つ、実質公債費比率の問題です。

昨年の決算の審査では平成１８年度の単

年度の実質公債費比率は２１．５％とい

う数字が示されました。３か年平均です

から、２５．７％であり、この間、代表

質問の答弁では今年度決算を見た場合、

３か年平均で来年度の決算審査の時点で

は、１８％割るというふうなご答弁があっ

たかと思うんですけども。その辺の実質

公債費比率の見込みについて、以上、３

点まず財政問題ではご答弁いただきたい

と。

　最後に職員の雇用環境問題です。いろ

いろ担当にも資料いただきながら、個人

的にもこの間勉強させていただきました。

　一般会計の職員数では、予算書の２３

３ページに６４４名という数字がありま

す。この間、新アクションプランでは、

教育長含めて、一般職の数の計算で平成

２２年４月１日に６８０数名になるとい

うことで、今作業が進められております

けども、きょう改めて民間で言う雇用破

壊、貧困と格差の大元にある雇用環境の

貧しさの問題が、いわゆる地方自治体の

公務労働の現場に押し寄せていると、こ

の問題については先週６チャンネル、ムー

ブで尼崎で働いている契約社員のご夫人

の方の問題で報道されました。

　また、一昨日のＮＨＫの午後７時のニュー

スでトップで過去最高に非正規職員が３

割を超えたということで報道もなされて

きました。この間、民間企業でのワーキ

ングプアの実態については、いろいろＮ

ＨＫも含めて報道がされて社会的な焦点

が当てられていますが、本来そういう雇

用環境をきちんと十分に進めていく防波

堤としてきた公務労働の職場で、大変な

非正規職員がふえているということが今

大きな問題になっている中で、じゃあ、

本市はどうなのかということについて、

一定きょうは論議をしたいと思っていま

す。

　まず、ことしの４月１日一番最新の数

字で、正規職員、一般職、非正規でも非

常勤職員と臨時職員があろうかと思いま

すけども、それぞれどういうふうに数字

がなるのかと。いただいている資料で１

０年分ありますから、１０年前に比べて

どういうふうになっているのかというと

ころの数字をまず教えていただきたい。

　もう１つは、非正規職員の中で、いろ

－
33
－



んな名称がありますけども、非常勤職員

と臨時職員の違いについて少しわかりや

すく説明いただきたいと。以上２点です。

　１回目、以上です。

○山本善信委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、市民税課

に関係します３点のご質問についてご答

弁を申し上げます。

　まず１点目のご質問でございます。予

算書の２３ページの歳入で、個人市民税、

当初予算４４億７，０００万円を計上さ

せていただいております。その中で、委

員が申されますように、１６年度から１

８年度まではいろいろな税制改正があっ

たわけでございます。

　それで４４億７，０００万のうちでど

れだけという資料はございませんので、

単年度ごとに試算した見込みの数字でご

説明をさせていただきたいと思います。

　まず、１６年度改正でございますが、

主な改正項目は４つございます。まず、

１つ目は均等割の税率引き上げでござい

ます。これにつきましては、約１，６０

０万円の増、これは１６年度住民税から

影響したものでございます。

　２つ目でございますが、妻の均等割の

非課税措置の廃止で、７５０万円の増。

これにつきましては、１７年度から影響

いたしました。

　３つ目でございますが、老年者控除の

廃止で３，３００万円の増、これは１８

年度から影響いたしました。

　４つ目でございますが、公的年金控除

の見直しで、１，４００万円の増、これ

も１８年度から影響したものでございま

す。

　次に、１７年度改正でございますが、

主な改正項目は２つございます。１つ目

は、定率減税の縮減でございます。これ

につきましては、約１億９，０００万円

の増、これは１８年度の住民税から影響

いたしました。

　２つ目でございますが、６５歳以上の

者に係る非課税措置の廃止で１，６００

万円の増、これも１８年度から影響いた

しました。

　次に、１８年度改正でございます。主

な項目は２つございます。１つ目は定率

減税の廃止でございます。これにつきま

しては、１億９，０００万円の増、これ

は１９年度住民税から影響いたしました。

　２つ目は、税源移譲でございます。こ

れは住民税１０％フラット化の部分で、

約７億５，０００万円の増、これも１９

年度から影響いたしました。

　これら１６年度から１８年度の改正に

伴います影響額を合わせますと、約１２

億円程度の増があったことになります。

　次に、どれだけの人が非課税から課税

に変わったかにつきましては、税制改正

の中で老年者控除４８万円の廃止、また

６５歳以上のものに係る非課税措置の廃

止が大きく影響したものでございますが、

納税義務者で見ますと、決算の数字でご

ざいます。平成１７年度は３万８，４４

６人、１８年度は４万２２３人で、１８

年度の納税義務者の４．５％に当たりま

す約１，８００人ぐらいの方が非課税か

ら課税になったことになります。

　２点目のご質問でございます。法人市

民税につきまして、市内企業の景気の状

況はどう見ているのかというご質問でご

ざいますが、法人市民税につきましては、

１８年度決算で主要企業の好決算を受け

まして、大幅な増収となったわけでござ

います。

　１９年度も順調に推移しておりまして、

平成２０年度の当初予算額の見積もりに

当たりましては、主要企業の四季報の利

益予想や中間決算の状況、過去のデータ
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と比較いたしまして、利益を推測した結

果、平成１９年度に引き続き、堅調に推

移するものと見ております。

　次に、市内の企業の経営状況でござい

ますが、１９年度につきましても１号、

２号法人の大手主要企業が好調に推移し

ております。また１９年度は、１号、２

号法人以外の一部の企業におきましても、

収益が上向いている企業もございます。

法人税割の調定額は好調に推移しており

まして、近年の米国のサブプライムロー

ンの問題や原油高、また株価の下落など

の景気の先行きは不透明ではございます

けども、本市の法人市民税につきまして

は、主要企業を中心に好調に推移してい

る状況でございます。

　今後も景気の動向に注目していかなけ

ればならないと考えております。

　次、３点目のご質問でございます。税

源移譲に伴います住宅ローン控除、また

所得減少の方についての還付金の件でご

ざいますが、この２つの制度についてご

説明をさせていただきたいと思います。

　まず、住民税の住宅ローン控除につい

てでございますが、昨年の税源移譲に伴

いまして、ほとんどの納税者は所得税が

減少し、個人の住民税が増加することに

なりました。その結果、税源移譲前の税

額で算出した所得税であれば控除できた

住宅ローン控除が税源移譲後の所得税か

らは控除し切れなくなる納税者が発生し

てまいります。その額を個人住民税から

控除する仕組みとしまして個人住民税住

宅ローン控除が創設されたところでござ

います。この制度の適用を受けていただ

くには、毎年３月１５日までに１月１日

現在の住所地の市町村に申告することで

適用されることになっております。こと

しはたまたま３月１５日が土曜日でござ

いますので、１７日まで申告は受付を行っ

ておるところでございます。

　次に、これも税源移譲に伴うものでご

ざいます。平成１９年に所得が減って、

所得税が課されなくなった人についてで

ございます。平成１９年度の住民税はか

かっているが、退職などによりまして収

入が大きく減少しまして、平成１９年分

の所得税額が発生しない人につきまして

は、１９年度住民税の増額に対しまして、

所得税の減額の調整ができずに、税の負

担がふえることになります。これは所得

税から住民税の税源移譲に伴いまして、

所得税は１９年分から、住民税は１９年

度から税率の変動に伴い発生するもので

ございます。

　この方々につきましては、１９年１月

１日の住所地の市町村長に対しまして、

平成２０年７月１日から３１日までの間

に市府民税減額申告書を提出していただ

く必要がございます。

　それぞれの影響でございますが、住宅

ローン控除の方につきましては、約３，

０００人ぐらいの対象者がおられます。

その中で２，０００人ぐらいが住民税の

方で控除しなければならない方がおられ

るのではないかと見ております。影響額

につきましては、約１億４，０００万円

程度と考えております。

　それから、所得減少の分につきまして

は、約３，０００人ぐらいの方が対象に

なるのではないかと考えておりまして、

影響額につきましては、市民税、府民税

合わせまして１億２，０００万程度では

ないかと思っております。

　周知の部分につきましては、先ほどの

村上委員の部分と重複する部分もあるか

と思いますけれども、広報紙とかホーム

ページを活用いたしまして、また個々の

対象者にも通知できないものか検討して

まいりたいと考えているところでござい
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ます。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　それでは私の方から、

財政に関する質問につきまして、地方交

付税、臨時財政対策債、小規模修繕工事、

それと中期財政見通しのうちの市債残高

と実質公債費比率の見込みにつきまして

ご答弁申し上げます。

　まず、地方交付税でございますけど、

地方交付税のうち、普通交付税につきま

しては、平成１６年度より不交付となっ

ております。この原因といたしましては、

三位一体改革、所得税から住民税の税源

移譲、それから平成１８年度からの企業

誘致条例分等の市税収入の増があったこ

とによりまして、財政力指数が大幅に上

昇しております。今後もこういったこと

から不交付であろうと考えております。

　それから、地方交付税のうちの特別交

付税でございますけれども、これは平成

２０年度予算で１億４，５００万円計上

いたしております。

　特別交付税につきましては、先ほど申

しました市税等の増収がございました関

係で、特別交付税に関する省令がござい

まして、この省令が当分の間、前年度分

の地方交付税に係る基準財政収入額が当

該年度分の地方交付税に係る臨時財政対

策債振りかえ前の基準財政需要額を超え

ず、かつ当該年度の臨時財政対策債振り

かえ前の基準財政収入額が同年度分の地

方交付税に係る基準財政需要額を超える

市町村にあっては、前年度分の特別交付

税については当該年度の特別交付税につ

きましては、前年度分の０．７５を乗じ

て得た額。翌年度につきましては、０．

５を乗じた額、翌々年度につきましては、

０．２５を乗じて得た額ということで省

令が出ておりまして、市税がふえまして、

臨時財政対策債を基準財政需要額、振り

かえする前の需要額と収入額を比べまし

ても、財政力１を超えるという団体につ

きましては、このような措置となってお

ります。

　そういった関係で、１９年度につきま

しても１８年度の２億９，０００万円の

交付額に対しまして、０．７５を乗じま

して、２億１，７５０万円となる見込み

でございます。それから、２０年度につ

きましては、そういったことで１億４，

５００万円を計上いたしております。

　それから、臨時財政対策債でございま

すけれども、これは平成２０年度予算で

は、７億１，２７０万円計上しておりま

す。

　臨時財政対策債は、委員ご指摘のとお

り、平成１３年度から３年限りの措置と

して導入されました。これは国の地方交

付税特別会計の財源不足を国と地方が折

半して補てんする、そういったことから

地方の負担分については、地方財政法第

５条の特例として、臨時財政対策債の起

債を認められております。これは１６年

度と１９年度にそれぞれ３年間措置が延

長されておりまして、現行制度では２１

年度までとなっております。

　２０年度の予算計上につきましては、

地方財政計画が出ておりまして、都道府

県を除く地方の財政計画による起債発行

額が平成１９年度が１兆３，１５０億円、

それから平成２０年度が１兆２，３１６

億円ということで、６．３％の減となり

ます。これを１９年度の交付額７億６，

０６８万円に０．９３７を乗じまして、

７億１，２７０万円と算定いたしており

ます。

　臨時財政対策債につきましては、２１

年度までということでございます。これ

が延長されるか否かは不明でございます

し、それから臨時財政対策債の趣旨から
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申しまして、延長されましても本市の起

債が許可されるかどうか。こういったと

ころも不明かと存じます。

　それから、市債残高でございますけれ

ども、一般会計、下水道、水道を含めま

した平成２０年度見込みの市債残高は７

７３億４，２００万円ほどになっており

ます。これを、人口としては平成１８年

度、１９年３月末の人口推計、住基人口

で除しますと、１人当たり９２万７，４

６８円になろうかと思います。

　１８年度末の市債残高は８４３億８，

５００万円ということで、１人当たりに

いたしますと、１００万１，２００円ほ

どということで、１０万弱減少となって

おります。

　それから、実質公債費比率でございま

すけれども、１７年度決算で実質公債費

比率２５％以上となりました。その関係

で、大阪府の方に公債費適正化計画とい

うものを提出いたしまして、起債発行の

許可をしていただいております。

　この公債費適正化計画では、実質公債

費比率を１８％未満を目標にするという

ことで、計画を立てておりまして、その

公債費適正化計画の中では健全化法が適

用される２０年度には起債協議制となる

基準である１８％を下回るということで、

試算いたしております。

　計画については、毎年度見直していく

ということになっております。この公債

費適正化計画につきましては、ほぼデー

タ的には中期財政見通しと同じものから

作成いたしておりまして、そういった点

から申しますと中期財政見通しとこの適

正化計画から出てまいります実質公債費

比率はほぼ連動しているものでございま

す。

　そういったところからまいりますと、

２０年度以降もしばらくは１８％以下と

いうことを達成できるのではないかと考

えております。

　それから、小規模修繕工事でございま

すけども、委員ご指摘のとおり対象工事

は、平成１９年４月１日から２０年１月

末までの統計でございますけれども、対

象工事は３０８件、小規模事業者への発

注は１４１件、小規模事業者の方が受注

された件数は１３４件ということになっ

ておりまして、この対象工事と発注した

件数の差が１６７件ほどございます。

　この１６７件の理由でございますけれ

ども、一番多い理由が緊急を要するため

ということでございまして、これが１３

４件、それから高齢者施策によるシルバー

人材センターへの発注ということで１８

件等になっております。

　この３０万円未満の小規模な工事につ

きましては、工事の内容としては、学校

のガラスの破損の修繕でございますとか、

トイレの水漏れ等、緊急を要する工事が

多うございます。そこで、１社見積もり

となり、実績やすぐに連絡がとれる業者

の方に依頼するということが多うござい

ます。その中でも、新たに登録された小

規模事業者の方でも実績をおつくりになっ

て、緊急時の対応ということで、受注し

ている事業者の方もいらっしゃいます。

　いずれにいたしましても、導入初年度

ということでございますので、市、事業

者双方に周知徹底できておらなかった懸

念もございます。２０年度の予算配当説

明会で、制度周知の徹底を図るというこ

と。それから聞き取りしておりますと、

連絡がとれないということもございまし

たので、業者登録の携帯電話番号を登録

するなどして、緊急のときに連絡をとり

やすいようなことをやってまいりたいと

考えております。

　それから、借換債の中身ということで
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ございますけれども、９年度許可を受け

たものが臨時地域基盤整備事業債という

ことで、スポーツ広場整備、これが起債

金額が３５億１，０００万円、これに対

する今回の借換金額が２０億２４０万円。

それから地域総合整備事業債ということ

で、温水プールの整備ということで、起

債金額は１，６００万円で今回借り換え

いたします金額が８８０万円。

　同じく地域総合整備事業債で、道路の

新設改良に伴うもの、これが起債金額が

１億３，８４０万円、それで今回借り換

えいたします金額が７，６１０万円。

　それから同じく地域総合整備事業債で

ございますけれども、鳥飼八町公園の整

備ということで、これが起債額が２，４

５０万円、それで借り換えいたします金

額が１，３４０万円。

　同じく地域総合整備事業債で、ふれあ

いづつみの整備ということで、これは起

債額５，２２０万円、これの借り換えが

２，８７０万円。

　それから、１２年許可の分で、臨時経

済対策事業債、これは三島まちかど広場

の整備ということで、起債額が３億９，

０００万円、この借換額が１億９，４８

０万円。

　これらは起債許可償還年限は２０年と

なっております。

　それから、都市高速鉄道出資債という

のがございます。これはモノレールの出

資金ということで、起債額が３，１５０

万円、借換額が１，７３４万円。これの

起債許可償還年限は３０年となっており

ます。

○山本善信委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　情報政策課の３点

のご質問についてお答えを申し上げます。

　基幹業務オープンシステム事業の総額

２億４，２４３万円のその中身はという

ことと、市民サービスの向上でコンビニ

収納、あるいはＡＴＭでの収納について

はどのような作業をお考えでありますか

というご質問と、それに対してどれぐら

いの費用を見込んでおられますかという

ご質問でございますが、平成２０年度基

幹業務オープンシステム事業として、２

億４，２４３万円の予算を計上しており

ます。これは平成１９年度につきまして

は、行政情報化推進事業という名称でご

ざいまして、この分につきましては、１

億８，８３１万３，０００円ということ

で、見かけの上では５，４１１万７，０

００円増加しておりますが、実際につき

ましては、１４課３４システムの業務を

再構築をさせていただいたこと、ホスト

コンピューター関係で１億３，０００万

円毎年かかるものをやめたこと。それと

各課のシステム改造経費の合計が年間１

億４，０００万円かかっておりましたが、

システムを統合化することでシステム利

用料方式になったため、約１億円ほどの

システム利用料及び機器の保守料で対応

できることから、逆に単年度で６，００

０万円の経費削減を図っておるものでご

ざいます。

　２億４，２４３万円の中身についてで

ございますが、平成１８年度の９月議会

でご承認いただきました基幹業務オープ

ンシステムへ移行する初期の経費が５億

２，２３７万１，０００円を計上させて

いただいて、それが債務負担行為として

６年間で支出するというものでございま

すが、これが基幹業務オープンシステム

の当初経費として借上料１億７４６万７，

０００円。それからランニングコストと

して機器の保守料、あるいはシステムの

利用料といたしまして、９，６７０万５，

０００円、それから毎年計上しておりま

す全庁の消耗品でありますとか、市民サー
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ビスコーナーの通信運搬費でありますと

か、住基ネット、その他もろもろの保守

料及び借上料等が２，３４６万４，００

０円がございます。それから今回、１人

１台体制も１０年間パソコンを使用して

おりますもので、新しく庁内のネットワー

クシステムをやりかえないといけないと

いうことで、新たに新規分としまして１，

４７９万４，０００円。その４点を合計

いたしまして、２億４，２４３万円とい

うことになっております。

　それから、２点目の市民サービスの向

上で、コンビニ収納、それからＡＴＭの

収納については、どのような作業をお考

えですかというご質問でございますが、

代表質問でご答弁申し上げていますとお

り、オープンシステムの利点といたしま

しては、収納業務やインターネット対応

につきまして、低コストで弾力的なシス

テム運用が図れる、そういうシステム基

盤であるということがわかっております。

　したがいまして、例えば税につきまし

ては、コンビニ収納、あるいは現在考え

ております市民の皆様が９時から５時以

外の郵便局や銀行のＡＴＭをご利用になっ

て納付をされる。あるいは現在パソコン

からインターネットバンキングというも

のがだんだんとネットショッピングなど

で標準化されつつありますが、２４時間

パソコンからインターネットバンキング

によりお金を納めていただくと。それは

マルチペイメント収納と申し上げまして、

英語ではペイ・イージー、簡単に払える

という英語ですが、ペイジー（Ｐａｙ

－ｅａｓｙ）というものを対象に考えて

おります。

　なお、クレジット決済につきましては、

手数料が１％ということがあり、その金

額をどちらが負担するか、また半分半分

にしたときに、システム上非常に問題が

ございますので、現在のところ考えてお

りません。

　またコンビニ収納につきましては、前

回の決算の委員会でご答弁申し上げてい

ますが、取り扱いのコンビニ収納の代行

業者に１件につき約６０円から５２５円

の手数料をお支払いします。

　またマルチペイメントにつきましても、

これは日本マルチペイメントネットワー

ク推進協議会が運営しておりますが、デー

タを一括管理していただく業者、あるい

は銀行などに同じく１件につき６０円か

ら５２５円の手数料が見込まれておりま

す。

　なお、コンビニ収納につきましては、

１０日プラス３営業日、約２週間後に収

納のデータが確定いたします。マルチペ

イメントにつきましては、３営業日とい

うことですので、早い段階での収納結果

がわかる状況にございます。

　導入に係る経費でございますが、これ

をホストコンピューターでやりましたら、

ＮＴＴデータの試算に基づいております

が、約３，０００万円ほどかかるという

ことでございましたが、今回これをオー

プンシステムでやりますと、収納情報の

管理システムの初期投資費用が５００万

円、毎年１５０万円程度のランニングコ

ストがかかるということがわかっており

ます。

　なお、最近のように電子マネーが通常

化するようなおサイフケータイでありま

すとか、あるいはパソコンからインター

ネットバンキングでネットショッピング

されるようなことがございますので、市

の会計処理においてもマルチペイメント

対応ができるような時代が来るものと考

えております。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　それでは、人事課に関
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係いたしますご質問にご答弁申し上げま

す。

　正規職員、臨時職員、非常勤職員の関

係でございます。まず、正規職員、非常

勤職員、臨時職員の時点の職員数をとい

うお問いでございました。１０年前とい

うお問いでございましたので、平成１０

年４月１日におきましては、正規職員が

８７０名、非常勤職員が１３１名、臨時

職員が５７名、計１，０５８名でござい

ました。

　昨年、１９年４月１日時点でまいりま

すと、正規職員が７３８名、非常勤職員

２２６名、臨時職員９１名の計１，０５

５名でございます。

　直近でまいりますと、２０年２月１日

現在、正規職員が７４０名、非常勤職員

が２３５名、臨時職員が１０６名の計１，

０８１名、正規職員におきましてはこの

２０年４月１日現在で、７３２名という

見込み数を持っております。

　続きまして、非常勤職員、臨時職員の

違いについてというお問いでございます

が、本市、一般職の給与に関する条例の

２７条に臨時的に任用された職員及び非

常勤職員の給与等については、市長が別

に定めるという条文がございます。その

条文を受けまして、臨時職員につきまし

ては、摂津市の臨時的任用に関する規則、

非常勤職員につきましては、非常勤職員

の任用等に関する規則ということを設け

ております。

　臨時職員並びに非常勤職員の大きな違

いと申しますのは、まず勤務時間が当た

るのではないかと思います。非常勤職員

というのは、お名前のとおり、常勤でな

いということでございますので、１週間

の勤務時間につきましては、一般職員、

正規職員の４分の３を超えない範囲とい

うふうに設けております。

　続きまして、非常勤職員の契約に関す

るところでございますが、その規則の中

に任用期間は１年とし、それ以後におい

ても引き続き任用する場合は、新たに雇

用契約を締結しなければならないという

ふうに記載をされております。

　臨時的職員に関しましては、１週間の

時間につきましては、ほぼ正規職員に近

い形で契約をいたしております。ただ、

任用期間につきまして、非常勤職員と違

いがございます。臨時職員の任用期間に

つきましては、６か月を超えない範囲で、

また６か月を超える場合については更新

は１度限りというような条文をうたって

おります。

　その辺の関係で大きな違いといいます

と、１週間に摂津市の方でお仕事をして

いただく時間、また雇用条件、就労条件

の中で任用に当たる期間が大きく違うの

ではないかと考えております。

○山本善信委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、私の方

から女性プランの推進に当たりまして、

市職員の意識改革に向け、計画初年度の

具体的な取り組みについてご答弁申し上

げます。

　まず、平成１９年度職場環境の改善を

目的に市職員に対しまして実施いたしま

したセクシャルハラスメントに関するア

ンケート調査の結果をもとに、人事課と

も協議の上、市の研修体系に位置づけま

して、管理職及び課長代理級以下、一般

職員に向けましてのセクシャルハラスメ

ントに関する研修を実施しております。

　また、女性政策推進研究会として、各

部から１名推薦によります研究員１１名

と公募によります委員４名、計１５名を

研究員という形で任命をし、初年度男女

共同参画の理念等の基礎研修を３回実施

しておりまして、初回につきましては、
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本部委員並びに幹事、研究員合同の研修

会として実施をしております。

　なお、この研究員につきましては、平

成２０年度も引き続きメディアリテラシー

の観点から男女共同参画の視点に立った

市の広報物のガイドライン作成に取り組

んでいただく予定をしております。

　今後とも、定期的な研修機会の提供を

初め、女性政策レターによります情報配

信等を通じまして、職員の意識改革に向

け取り組んでまいりたいというふうに思っ

ております。

○山本善信委員長　山口参事。

○山口政策推進課参事　それでは、私の

方から総合計画についてご答弁申し上げ

ます。

　担当として特に初年度の課題というこ

とで、どういうところを重点に進めてい

くのかというご質問であったかと存じま

すが、最近はいろいろな社会環境、社会

情勢の変化でありますとか、市民ニーズ

の多様化の中で、その総合計画のつくり

方、その策定の過程についても相当変わっ

てきてございます。総計につきましては、

もちろん市の方向性を決めます最重要計

画ではございますけれども、現在の認識

としましては、総計が市民の中、市全体

で周知されているかといいますと、そう

とは言い切れない部分があるかと考えて

おります。

　このような中で、まず初年度に一番先

に手をつけなければならないということ

は、皆でつくり上げる総計ですので、ま

ず議論をするためのその仕組み、いわゆ

る土俵づくりをしなければならないと考

えております。

　この土俵につきましては、４つの支え

が必要でございます。まず、一番初めに

重要なことがこれは本会議での市長答弁

でもございましたが、市民参画をどのよ

うにやっていくのか。現在、総合計画審

議会規則というものがございまして、こ

こで学識経験者であるとか、市議会議員

の皆さんでありますとか、３０人をもっ

て組織すると、このように規定されてお

ります。やはり市民が参画をしない総計

というものに市民が興味を持つか、行政

に興味を持つかといえば、そういうこと

はまず考えられないであろうということ

で、土俵のまず１つの支えとしては、市

民参画の仕組みづくり、これについて早

期に考えをまとめていきたいというのが

まず１点目でございます。

　２点目としまして、これはちょっと実

務的なところにも入るわけでございます

が、人口フレームの調査研究でございま

す。これはさきの本会議でもご質問にご

ざいましたけれども、単に１０年後、２

０年後には現在の８万５，００９人、こ

れは平成１７年の国勢調査の人口でござ

いますが、これが例えば７万５，０００

になるとか、単なる推計だけにとどまる

ことなく、多面的な切り口、これをもっ

て人口フレームの調査研究をしてまいり

たいと、これを２つ目の支えとしてまい

りたいと考えております。

　次に３点目でございますが、先ほど総

合計画なかなか周知されていないという

認識でございますとご答弁したわけでご

ざいますけれども、これは庁内において

もある意味、そういうところがなきにし

もあらずというところはございます。し

たがいまして、庁内で研修を実施してま

いりたい。その庁内研修につきましては、

いわゆる担当者研修、ワーキングチーム

の研修としまして、自分の部内の戦略、

それから政策形成能力、それから自分の

仕事は一体何なのという業務棚卸、いわ

ゆる仕分けでございます。これを中心に

やりたい。あわせて特別職の皆さんには、
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経営者研修を実施していき、庁内でもみ

んなでつくる総計なんだという、こうい

う意識を醸成してまいりたいとこのよう

に考えております。

　４点目でございますが、これも本会議

でも答弁させていただきましたが、やは

り総計というものは絵にかいたもちであっ

てはならないと考えております。したが

いまして、どうしても財政との関連が必

要になってくると考えております。ただ、

非常に細かい点での整合というのはなか

なか難しい点もありましょうが、大枠で

の中期財政計画との整合性について、ど

のように整合を図っていくのかというこ

とについて、財政当局とも協議をして、

研究してまいりたいとこのように考えて

おるところでございます。

　今、申しました４つ、これが新年度の

土俵づくりのための大きな４つの柱とな

るものと考えており、その中でも特に市

民参画、これについて重要視をしておる

というところでございます。

○山本善信委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　それでは、消防本

部と防火安全協会とのかかわりのあり方

についてのご質問にご答弁いたします。

　さきの決算の委員会でも、委員から問

題を提起していただきましたことにつき

ましてご答弁いたします。

　まず、１つ目ですけども、摂津市防火

安全協会など協力団体の事務について、

市が経費を負担することに整合性がある

のか、また当該団体がすべて経費を負担

し、事務を執行することが必要ではない

かとのお尋ねでございました。

　摂津市防火安全協会につきましては、

昭和４１年に創立されて以来、一貫し、

事業所と地域の安心安全、防火思想の高

揚、啓発のために、さまざまな活動を通

じてご尽力いただいております。

　現在、当協会の事務につきましては、

摂津市消防本部の組織に関する規則にのっ

とり、総務課が所管し、事務執行してお

ります。ただ、協会の会計につきまして

は、平成１５年度から当協会が所管して

おります。

　事業所、地域への防火防災の啓発と活

動を消防本部と共同して実施していただ

いております。当面、必要な最小限な所

管事務を行うのは必要なことであると思っ

ております。

　しかしながら、問題を提起されまして、

少し調査いたしましたところ大阪府下３

２の同様な協会のうち、協会が経費をす

べて負担し、事務執行をしているのは５

協会あります。北摂では豊中市がその１

つになります。これらのことを勘案いた

しまして、協会事務のすべてを切り離す

ことについては今後の検討課題といたし

たいと思っております。

　それともう１点のお尋ねがございまし

た、ポスターの配布のあり方についてで

ございます。ポスターにつきましては、

公費で購入しているポスターについて消

防本部と防火安全協会の名前が並列で記

されているのを、この理由は何かという

ことと、もう１つは全市の事業所に配布

するべきではないのかというお尋ねでご

ざいました。これにつきましては、防火

啓発ポスターにつきましては、年間２，

０００枚を、消防本部と防火安全協会と

が費用を折半して購入しております。ほ

かには、大阪府消防協会、大阪府下消防

長会、全国消防協会などから防火や危険

物の啓発ポスターをいただいております。

防火啓発ポスター購入について、ご協力

いただいており、当消防本部と並列し、

当防火安全協会の名を入れております。

現在、防火安全協会の会員様には優先的

に配布させていただき、残りにつきまし
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ては市の庁舎、外部庁舎、教育委員会及

び来署され、ご希望された方々にお渡し

しております。委員ご指摘になりました

ポスターの配布方法につきまして、前述

しました方法と今後は市の掲示板に掲示

するとともに、次年度からホームページ

が刷新するに当たり、ホームページ上で

希望者にお渡しできるよう案内文を掲載

するように考えております。

○山本善信委員長　稲田消防長。

○稲田消防長　引き続き私の方からご答

弁をさせていただきたいと思います。

　当摂津市防火安全協会につきましては、

企業と地域住民とのかかわりの中で市民

の安全も視野に入れ、市民福祉の向上に

も寄与しようとされるもので、火災など

災害予防の推進と消防行政施策への支援

を４本柱に自主防災団体と連携をし、無

災害都市摂津の実現を目指す団体であり

ます。

　毎年、実施されております主な事業と

いたしましては、防火講演会、甲種防火

管理者取得講習会、神崎川での消防訓練、

千里丘駅、正雀駅、摂津駅、南摂津駅で

の早朝からの街頭防火宣伝及び防火フェ

アーの開催等がありまして、これらを通

じまして地域に根差した活動に取り組ま

れているところであります。

　災害を防ぎ、安全で安心して暮らせる

まちづくりは行政だけでなし得るもので

はございませんで、自助、共助、公助の

精神に基づきながら、企業の地域住民な

どさまざまな主体との協力によりまして、

推し進めていくことが重要であります。

　ただいま野口委員のご質問の趣旨等も

踏まえながら当該団体のみならず、婦人

防火クラブ連絡会、消防協力会と同じ目

的を持って消防施策の推進にご協力をい

ただく諸団体に対しまして、必要なお手

伝いや支援を行うことに少なくとも市民

の誤解を招くことのないように、消防と

してやるべきこと、また自主性にお任せ

すべきことなど、きっちりと整理を行い

ながら取り組んでまいりたいと考えてい

るところであります。

○山本善信委員長　本山課長。

○本山警備第２課長　はしご付消防ポン

プ自動車更新に当たり、その判断と技術

的な勉強また今後の更新計画についてと

いうことのご質問でありますけども、は

しご付消防ポンプ自動車導入に伴いまし

て、１９年８月に選定委員会を設置いた

しまして、シャーシ含め、各車の性能、

機能、装備等を比較検討して操作性とか

機能性、安全性等検討し、本市の状況に

一番合った最適な車両を導入するという

ことで検討し、機種を選定しました。

　技術的な勉強についてですが、導入に

当たりましては、担当係の職員が他市の

状況、また業者から新しい技術等を勉強

いたしまして、仕様書の作成を行ってお

ります。次期更新車両に仕様書を反映さ

せており、今後も複数の業者から技術的

な指導を受け、さらに勉強を行っていき

たいと考えております。

　しかし、特に消防ポンプ車等は特殊車

両でもあるため、消防として難しいとこ

ろもあるものですが、細かな技術的なと

ころは国家検定品となっておりますので

本市にとって有効なものであるかなど勉

強してまいり、今後も技術の勉強に努め

てまいりたいと考えております。

　車両の更新計画ですけども、現在、消

防車両更新計画は平成２９年まで策定し

ておりまして、平成２０年のはしご付消

防ポンプ自動車から平成２４年までの５

年間でＮＯｘ・ＰＭ法規制対象車両が５

台ございます。平成２０年度にははしご

付消防ポンプ自動車、平成２１年度は水

槽付消防ポンプ自動車、平成２３年度は
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同じく水槽付消防ポンプ自動車、それと

消防ポンプ自動車、平成２４年度には化

学消防ポンプ自動車であります。

　そのほかに、ＮＯｘ・ＰＭ法規制対象

外の車両といたしまして、救急車３台を

含む１１台が２９年度までに残っており

ます。これらの車両につきましても、老

朽化、使用年数、走行距離等を考慮いた

しまして、更新計画を策定していきます。

　また非常備消防団車両につきましては、

２１年、摂津市第４分団、２２年、摂津

市第３分団の消防ポンプ自動車が更新と

なっております。

　以上が更新計画です。

○山本善信委員長　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、地方財政を

取り巻く今後の国の動向、それから今後

予定されています事業費について私の方

からご答弁申し上げます。

　もちろん我々、地方財政を取り巻く環

境につきましては、国が計画します地方

財政制度によって大きく影響されます。

三位一体改革は一応の決着を見ておりま

すが、補助金削減にしても補助率の変更

だけであり、根本的な補助金制度改革に

はなっていない。未完の改革というふう

に言われております。

　このようなことから、地方分権改革の

第２弾が既に始まっております。地方分

権改革推進委員会が平成１９年４月に発

足しました。これは３年間の期限で、平

成２２年３月までの期間というふうになっ

ております。

　昨年の１１月には中間的な取りまとめ

の発表がされております。この中で税財

政の検討事項といたしまして、５つ述べ

られております。国と地方の財政関係、

２点目は地域間財政力格差の是正、社会

資本整備に対する財政負担、それから国

庫補助負担金の改革、それから財務規律

についてそれぞれ上げられておりまして、

平成２２年には新分権一括法案を国会に

提出というふうに聞いております。

　それから、昨年の１１月に総務大臣よ

り経済財政諮問会議において提案がなさ

れました。地方と都市の共生プログラム

でございます。これは地方税の偏在是正

措置として、偏在度の小さい地方消費税

と偏在度の大きい地方法人２税を交換す

るというものでございまして、税源交換

を基本に検討を進める。具体的には消費

税のうち、地方分の割合をふやし、それ

と同じ規模の地方法人２税を国の法人税

に移すことを提言されました。

　それを受けまして、平成２０年の税制

改正におきましては、地方法人特別税及

び地方法人特別譲与税が誕生することに

なりました。今現在、国会の方に上程さ

れておりますが、これは都道府県民税で

ある法人事業税の２．６兆円は、消費税

１％に相当する金額でございます。２．

６兆円相当の標準税率を引き下げて、こ

の引き下げ分相当に対応して、国税とし

て地方法人特別税が創設されることにな

ります。これを都道府県が法人事業税と

あわせて賦課徴収し、国に払い込み、そ

れから法人特別譲与税を受けることにな

ります。新聞紙上で東京都の方が地方に

４００億円、それから愛知県では２００

億円、それらが税源移譲されることにな

ります。

　それから、あと基礎年金の部分の国庫

負担割合が３分の１から２分の１に引き

上げられ、これは既に法律で決まってお

ります。ただし、この財源につきまして

は、税制の抜本的な改革によって安定的

な税源を確保するということが法律で決

められておりますが、どの税になるのか、

まだいまだ不明でございます。ご存じの

ように、昨年の衆参ねじれ国会の中で、
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その税制改正については何かふたをされ

た先送り感がありますが、今後そのよう

な税制改革によって本市の受ける影響は

どうなるのか、未定でございます。その

情報がまた仕入れられましたら、それぞ

れ提供していきたいと思っています。

　それから、今後予定されている事業に

ついてでございますが、その事業費の財

源をどうするのか、ご質問でございます。

　平成２０年度当初予算には、吹田操車

場跡地用地買収の予算要求がございまし

た。今回の当初予算には計上しておらず、

これを先送りして６月補正を予定してお

ります。といいますのは、どこまで買収

をするのか。あるいは買収単価はどれぐ

らいなのか。まだ十分煮詰まっておりま

せん。不安定な金額を計上することはか

えって混乱を来すということから、より

確実な予算計上をするためには６月補正

しかないというふうに判断しております。

　いずれにいたしましても、毎年中期財

政見通しをお示ししておりますので、そ

の時点で実施が確実視されたものにつき

ましては、それを取り込みまして、中期

財政見通しの中で財源状況がどうなるの

か。それを含めてお示ししていきたいと

思っております。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　そうしたら２回目のご質問

をさせていただきます。

　１点目の個人市民税関係については、

年度ごとに影響額を紹介されましたけど

も、平成１５年度何もないときに比べて、

平成１９年度が高齢者の１２５万の非課

税措置の激変緩和も全部廃止されました

ので、全部この間の税制改悪が１年分と

して入りますので、平年ベースでこの間

の税制改悪の影響が何ぼになるのかとい

う質問はお答えになれますか。もし答え

られれば答えてほしいという気がします。

　法人市民税の状況から市内大企業、市

内企業のそういう景気との関係でご答弁

いただきましたけれども、いただいた資

料を見ますと、２号法人が平成１８年に

比べれば平成１９年度は３社ふえている

わけです。法人税の調定額を見ても、１

号、２号法人で平成１８年度が４９．９

％、全体の法人税に対してです。今回が

１９年度、５３．１％ということで、３

％程度ふえているわけです。それだけ大

手企業は大変にもうけているということ

も摂津市的にもあらわれているのではな

いかなという気がしておりますけども。

その他、税の担当の方で市内企業の倒産

だとか、名義の書きかえとか、破産だと

かいろんな数字がありますけども、そう

いうことを含めて、もう少し大手企業以

外の資本金１０億円以下の方、２号法人

が資本金１０億円を超えて５０億円以下

で従業員が５０人を超えるというところ

でありますから、それ以下の３号法人以

下の分について、どういうふうに見てい

るのか、ちょっと参考に教えていただき

たいと思います。

　住宅ローン控除と住民税、所得税の見

直しの影響分ですけども、あわせて２億

６，０００万の影響があると。これはき

ちっと影響がある方が自己申告制であり

ますけども、おっしゃっている周知徹底

をきちっとしていただいて、ただ住宅ロー

ン控除については、住民税で返すという

ことでありますけども、ことしは３月１

７日、余り期限はないわけですけども。

それにちゃんと行くように何とか手を打っ

てできないものかという気はしています。

　もう１つの点も１億２，０００万とい

うことで、約３，０００人の方が影響で

ているという数字であります。７月の１

か月間でありますので、時期があります。

おっしゃっていたいろんな手だてがあり
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ますけども、それ以外にきちっと予定さ

れているすべての方にこのことが周知徹

底できるように、さらに工夫をお願いし

ておきたいと思います。

　国の財政との絡みで、三位一体と地方

交付税の関係でありますけども、摂津市

は不交付団体で基準財政需要額よりも収

入額が多いということで、平成２０年度

は前年対比５０％と、来年度平成２１年

度は４分の１ということで言われていま

すけども、本来ご承知のとおり、地方交

付税で国が国税５税を地方自治体に財源

不足として補てんすべきものが国の地方

交付税会計が単に赤字というところで、

本来ならば地方交付税払いますけども、

払えないと。それでも半分だけ国と地方

と折半してくれませんかということで、

原資は自治体の借金になります。こうい

う制度が平成１３年から出てきまして、

説明があったとおりに平成２１年で一応

締めるという国の動きもありますけども、

先ほど申し上げた摂津市の影響では、こ

の間の最高が地方交付税の特別交付税、

普通交付税と臨時対策債を含めますと、

平成１５年が２３億円を超えているわけ

です。このときの臨時財政対策債が１７

億を超えているわけです。本来ならば、

いろんな計算はあるかもわかりませんけ

れども、当然、地方交付税として自治体

が借金しないで交付税として自治体に交

付するというのが本来筋であります。

　これが借金もさせて、額も減らしてく

るという点では、いろいろさらに厳しい

局面もありますけども、きちっと地方自

治体としてぜひ自治体の財源確保という

点からも物を言うていただきたいと思い

ます。もしご意見が副市長からあれば、

一言お願いしておきたいと思います。

　市債の借換債の問題です。改めてこれ

を質問したというのは、この間の財政問

題についてきちっと総括もこの際してい

ただきたいという趣旨もありました。

　平成９年の多分１２月議会だと思うん

ですけども、３５億１，０００万、鳥飼

のスポーツ広場、急遽、市が買収すると

いう方針で、その金額が計上されて、私

ども退場しました。３点そのときに申し

上げました。その場での退場討論はない

んですけども、あとからわかったことで

一応会議録は残っておりますけども。土

地の買収だとか、その後旧梅丹跡地、当

時３億９，０００万で、平成１２年度に

買収したと。本来１８％、５分の１買収

すれば、道路拡幅も含めてそれで済んだ

のに、全部買収するということで３億９，

０００万の起債を起こし、現在１億９，

０００万残っているという話であります。

　当時、スポーツ広場では、資料として

これを利子含めて４０億円になりますと

いうことで、何年間で返済しますかとい

うことを聞きました。そうしたら１０年

間で毎年２億円払っていきますという資

料を当時いただいていたんです。しかし

現実問題は、１０年間約５０％前後を基

準にしながら、１０年後に借り換えする

ということで、借金が残っておるという

財政手法を使っていますけども、そうい

う点では答弁要りませんけども、過去の

こうした土地の買収問題に対する市の対

応についてはきちっと総括もしていただ

きたいということを申し上げておきます。

　オープンシステムの問題については、

一応わかりましたが、１つ確認ですが、

住民要求との関係で、コンビニ収納だと

か、ＡＴＭ収納で実際にかかる費用だと

か、システムの関係で数字も出されまし

たけども、そうしますと４月から出発を

しますから、１年間１４課３４システム

がきちっと稼働できるように、その中で

検討していきたいというスタンスであり

－
46
－



ますけども、この１年間ぜひ検討してい

ただいて、来年度１年後はそうしたコン

ビニ収納等々ができるようにする方向で

検討されるのか、もしされるなら答弁要

りませんけども、決意も含めてお願いし

ておきたいと思います。

　小規模修繕工事の方はいろいろご苦労

されています。ちゃんと問題点もおっしゃっ

ていますので、まず連絡がとれるように

していただくと。この１年間の結果につ

いてもお知らせをして、今後この制度の

趣旨がさらに徹底拡大できるようにして

いただきたいと。あわせて金額だけ、３

０８件の工事件数の金額と受注した１３

４件の金額それぞれ金額だけ教えていた

だけませんか。

　女性政策の方は結構です。いろいろ意

識改革の点で動き出しておりますし、庁

内的にその動きをさらに深めていただい

て、僕らも男性として女性にいつもお世

話になっているという関係でありますけ

ども、ぜひ男性の多い職場でありますけ

ども、この問題について男女平等、女性

政策がさらに発展できるようにご期待を

申し上げておきます。

　消防関係については、要望にしておき

ますが、いろいろご苦労があるかと思い

ます。それで仕事をできる企業が少ない

ということはわかっているわけで、おっ

しゃっているようにいろんな形で勉強を

されていくということでありますし、そ

の成果を先々にはぜひわかる形で紹介で

きるように努力をお願いしておきたいと

思います。

　そうしましたら、総合計画の問題です。

参事の方から土俵づくりということで４

点のお話がありました。確かにおっしゃっ

ているとおりだと思います。この間、議

員団として鎌倉市が一昨年、先日、徳島

市に行ってきました。それで今、評価は

別にしまして、岐阜県多治見市の多治見

方式が注目を集めています。それはご承

知のとおりだと思うんです。

　ちょっと紹介しますと、９５年の市長

選挙で市会議員の現職市長が当選された

ということで、よりコンパクトに、財政

もきちんと見通しもして、恣意的に計画

が変更できないように１０年間の期間で

ありますけども、前半５年間は実施計画

ということで決めて、そこに財政とかも

きちんと入れて、そういう計画全体を変

更する場合は市民参加のシステムの中で、

まずもんで、庁内での市長や担当課と財

政課と関係課が入ってヒアリングをして、

新たにないものについて恣意的にそれが

導入されないような取り組みをしていま

す。

　鎌倉市の方は評価はいろいろとあるか

と思うんですけども、１００人委員会を

つくられて、結果としては市民１４４名、

市職員１７名、大学の先生含めて専門員

６名で１６７人で市民参加のきちっと審

議するところをつくって１年間で検討さ

れました。この１４４人、１００人委員

会をつくろうということで、動き出しま

したけども、そのとき広報なりお知らせ

の手段を使っても十数名しか集まらなかっ

たということで、駅前で職員が夕方ビラ

まきに行ったり、いろいろな団体での宣

伝もしたり、商店街の前でビラまくとか、

そういう努力もしながらこういう人数が

集まって１年間検討されて、今の総計を

つくったと。

　多治見市はこの３月議会に新しい総合

計画を提案されて、８年間のスタンスで

す。多治見市は市長の任期４年間ごとに

検証できるように、４年間で評価すると

いうことができるような中身で構成され

ています。

　多治見市の特徴は、先ほど申し上げた
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ように物事を決める政策決定をするとき

に財政課と企画、政策推進課、これに関

係課がすべて入って決定を下していくと

いう、こういうやり方を行っています。

そういう点もぜひ中身はご承知だと思い

ますので、参考にしていただいて取り組

みを進めていただきたいと思います。

　それで、人口についてもいろいろ参事

おっしゃったように、そういう切り口で

僕はいいと思うんです。人口問題研究所

の推計、平成１５年１２月につくったや

つでは、２０１５年には大体１万人減り

ますと。大体減る方向です。確かに徳島

市も１０年後に現状の２６万何がしかが

２５万何がしかになると。鎌倉市も１万

人ほど現状より少なく見ていますし、す

べて多くの自治体の総計の推計人口は減

らしています。

　結論は簡単ですけども、どういう経過

で人口フローも設定するかというのは大

事なことでありますから、今言われたよ

うな形で、多面的な切り口で作業を進め

ていただきたい。一番大事なのはおっしゃっ

たように、現状の総合計画の到達状況に

ついて、きちんと評価すると。それと今

日的な課題を織り交ぜて、それをまとめ

てください。それを庁内なり市民の中で

検討できる題材として、検討できる資料

としてまず提供するという、この作業も

ぜひやっていただきたいと思います。

　ちなみにご承知のとおり、現行の総合

計画人口で言いますと、平成２年８万７，

４５３人を２０００年、平成１２年が９

万４，０００人へと、平成２２年２０１

０年を１０万人ということで、出発をし

て進めてきています。当時平成８年３月

末の人口が８万６，１３５人でありまし

た。

　この２月１日の外国人の方も入れて、

１月末の人口が８万４，５９３名であり

ます。実際、１，５４２人、今の総計を

つくったときから見れば減っているとい

うのが現実の問題であります。年少人口

だとか、生産人口だとか、高齢者人口、

いろんな切り口があるかと思いますけど

も、ぜひ多面的な論議をしていただいて、

そういう土俵づくり、基礎的なファクト

をどこに入れるのかという問題について

も、その中で１０年後ですから、自治体

の基本条例である自治基本条例を必ずつ

くっていただきたいというところもぜひ

検討していただきたいということで、も

しご答弁あればお願いしておきたいと思

います。

　財政問題であります。いろいろご答弁

いただきました。中期財政見通しの中に、

たくさんの費用がかかる大型開発につい

て、なかなか入り込みにくい部分がまだ

まだあると思ってますけども、部長おっ

しゃったように、行政全体が吹操跡地問

題では、区画整理区域の用地も市が４万

円から５万円の間で買って、それで土地

所有者として参入するということも選択

肢の１つとして考えているということが

明らかになったわけでありますけども、

私どもは山田川のあそこの芦森工業の横

の公園を売却するにしても、そうした不

動産屋的な発想はやめるべきだというこ

とは申し上げておきますし、６０％が減

歩と言っています。４万円で買っても、

買った金額は土地的には半分以上少ない

土地しかもらえないということははっき

りしているわけでありますから、そうい

う点も含めて、ぜひそういう発想をやめ

ていただきたいということを申し上げて

おきます。

　４年間見てみますと、この前ちょっと

申し上げたように、財政運営の基本は市

民の暮らしを守ることが第一番でありま

す。そのためにいかに財政を活用するか。
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そして経常収支比率が９５．２％という

ことで若干改善したという認識はお互い

にありますけども、９５．２％でももと

もと大変高いわけで、これは国の公共事

業拡大政策で借金をどんどんつくらせた

ということも一番あるわけでありますけ

ども、今でも財政指数は高いわけです。

借金も高いということでありますから、

本来の財政的な水準まで戻すためにどう

するかと。１番の市民の暮らしを守るの

は財政の活用、それと財政の再建と、目

安はそこに置くということ。この２つの

立場からぜひ財政運営、中期財政見通し

も具体化をしていただきたいと思います。

このことだけ申し上げておきます。

　最後に職員の雇用環境問題です。今の

国会の方でも自民党以外はこの通常国会

中にもととなる労働者派遣法の改正を行

おうというふうに今動きがあると聞いて

います。

　この間の派遣法の改悪によって、製造

業まで拡大されましたので、それ以降民

間企業で、企業そのものはどんどんもう

かっていますけども、法律としていろん

な働き方ができるようになりました。こ

うした民間分野での動きに呼応して、国

の方は公務の部分に民間企業が参入でき

る下地をつくって、今、幾つかの自治体

では市場化テスト法の実施ということで

市民サービスのところまで民間のある企

業に仕事をさせるという事態も起きてい

ます。

　テレビで放映されたムーブの尼崎の契

約社員の女性の方の話では、市役所に入っ

ている契約会社の社員として仕事をして

いますと。月給少ないからシングルマザー

として生活もできないから、賃上げをお

願いしたと。派遣企業はそれを尼崎に言っ

たら、入札できなくなって尼崎でその方

は仕事できなくなったという中身であり

ました。

　この前の摂津市にもいろいろアンケー

ト調査もあったかと思うんですけども、

今全国的な自治体職場での非正規の割合

は、国平均は１１．４％なんですね。大

阪府下では２２．２％、国の基準の倍な

んですね。いろいろ地公法の２２条の５

項だとか、第３条などを理由にして今の

やり方の正当化、理由づけを多くのとこ

ろされておりますけども、本来ならばこ

ういう労働者派遣法の改悪がなければ、

これはなかった話です。今、心配してい

るのはこれから新アクションプランでさ

らに６８６人まで２年後していくという

目標であります。

　先ほど数字言われましたけども、１０

年間で見ますと、正職、非正規の割合を

見ますと、お話にありましたように１０

年前、平成１０年、８８年正規職員、非

正規含めますと１，０５８人なんです。

この２０年２月、これが７４０の正職で、

非常勤２３５人、臨時職員１０６人で１，

０８０人と。１０年間で働いているメン

バー見たら２３人しかふえていませんけ

ども、非常勤は１３１名から２３５名で

１．７９倍、臨時職員は５７名から１０

６名ということで１．８６倍、正職は８

５．０６ですから、１５％減っていると。

これが今マスコミを含めて民間のワーキ

ングプアではなくて、官製ワーキングプ

アということで大きな問題になっている

わけです。

　下手すれば、将来的に今一般職は退職

者６割補充で現業不補充と言っています

けども、４０％、５０％まで行くとすれ

ば、本当に異常な事態になります。だか

ら、民間よりもさらに公務の現場でそう

いうワーキングプアと呼ばれる方々をさ

らにふやすことに手を貸していくという

ことになります。
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　ＮＨＫの報道では、３３．５％に市場

最大になったということで、７７％が年

収２００万以下という報道をされていま

した。計算しますと、今までは２００万

以下１，０００万人を超えましたと言っ

ていましたけど、１，３００万人です。

ぜひいろんな健康問題だとか、きちっと

仕事の中で生活できる、食える給料で働

く環境をつくるということが大事だと思っ

ています。だからこそ国会でも民主党か

ら共産党、社民党も含めて全部通常国会

で提出しようということになっているわ

けです。

　それから、貧困と格差の一番根本問題、

働く環境をきちっとしていくと。食える

給料体系にしていくと。この４月からパー

ト労働法が施行されます。ご承知のとお

り、正職員並みに仕事をされていたら条

件的には正職員並みに給料上げなさいと

いうことを含めていろいろ提案されてい

ます。実効性はいろいろ問題があります

けども。その結果、ユニクロではこの間、

ＮＨＫの報道では２，０００人を正社員

に転換された。ロフトという会社、これ

が２，６００人、従業員全体８０％を占

める数字だそうですが、２，６００人余

りのパートを対象に、時給を１０％引き

上げて、正社員並みにするということで

あります。

　こういう民間で逆に今日の実態ではだ

めだということで是正の方向に動いてい

ます。しかし一方では逆の方向が官製で

起きていますので、ぜひこういう状況に

ついてどうお考えなのかを含めて、今後

の手直しについてどうなのかお答えをい

ただきたいと思います。

○山本善信委員長　暫時休憩します。

（午後２時５４分　休憩）

（午後３時２８分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　野口委員。

○野口委員　抜けていましたので、１点

だけ質問お願いします。

　非正規職員の問題でありますが、本市

の具体的な非正規の中での非常勤職員と

臨時職員の待遇の違いというところで、

特に夏冬のボーナス問題で数字を教えて

いただきたい。１つは児童相談嘱託員、

非常勤職員であります。事務嘱託員も非

常勤であります。こういう方々が夏冬合

計でボーナスどうなのか。一方、臨時職

員になっている有資格者の保育士の方の

夏冬のボーナス何ぼになるか。この点だ

けよろしくお願いします。

○山本善信委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、市民税課

に関係します２回目のご質問についてご

答弁申し上げます。

　まず１点目の個人市民税の部分でござ

います。１６年度から税制改正で老年者

控除の廃止などで影響があったわけなん

ですけど、改正前と比べて１９年度はど

うかというご質問だったかと思うんです

けども、１回目のご答弁のときに見込み

の段階の数字でご説明申し上げましたが、

実際の調定額の部分で調べた数字がござ

いますので、ご説明申し上げます。

　まず、税制改正前であります１５年度

決算調定額につきましては、３５億１，

０００万円でございます。また税源移譲

を含めた１９年度決算調定見込み額は４

６億円でございます。その差は１０億９，

０００万円でございます。税源移譲７億

５，０００万と見ておりましたので、そ

の分を引きますと、３億４，０００万円

が税源移譲を除いた増額分と考えます。

　２点目でございます。法人市民税のご

質問で大企業、１号、２号法人の部分で

３社ふえているが、３号法人以下の企業

はどうかというご質問でございます。３
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号法人以下の法人につきましても１８年

から１９年度につきましては、大体企業

数で見ますと微増となっている中で、た

だ７号法人の部分でございますけども、

これは資本金が１，０００万から１億円

以下、市内の従業者の方が５０人以下の

企業でございますが、この７号法人のみ

が１８年から１９年にかけまして、１４

件減となっております。また、１４年度

当時は６５８件ございましたが、１８年

度では６０７件、５１件減りました。さ

らにまた１９年度１４件減りまして、１

回目のご答弁で１号、２号法人以外の企

業でも一部好調な企業があると申してお

りましたものの、やっぱり景気上向きと

言われる中で、まだ厳しい中小企業があ

るのではないかなと考えております。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　小規模修繕工事の対

象金額と受注金額というご質問でござい

ました。対象３０８件の金額が約２，２

８０万円、それから受注いたしました１

３４件の金額が１，０５０万円でござい

ます。

○山本善信委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　導入される時期は

いつごろですかというご質問でございま

すが、なかなかちょっと答えにくい部分

がございまして、現在、各課におきまし

て４月１日の本番稼働に向けまして、皆

様にご協力をいただいているところであ

りまして、情報政策課におきましてもこ

の３月から毎晩１０時まで残って、各課

のシステムが正しく動くような形になる

よう、各職員、あるいは各課のご協力を

いただいて、今現在やっているところで

ございまして、時期だけ申し上げますと

１月１日からは市民課、それから１月１

日からは市民税課のシステムが本番稼働

を一部しております。

　それから、３月は固定資産税の打ち出

し、４月は介護保険の仮算定、５月につ

きましては市民税の打ち出し、６月は国

民健康保険の打ち出し、また５月末につ

いては出納閉鎖の納税の収納集計、７月

は介護保険の本算定、８月につきまして

は福祉医療の打ち出し、９月は１か月あ

きますが、１０月以降につきましては２

１年度の固定資産の３年に１回の評価が

えの制度改正と３年に１回の評価がえが

ございますので、情報政策課の都合で非

常に申しわけないんですけども、２０年

度中は本番稼働を最優先するということ

で、ちょっとコンビニ収納というものを

考えるのは難しいと考えております。

　ただ、平成２１年度以降におきまして

は、納税課や関係課がコンビニ収納だけ

でいいのか。あるいは将来を見据えたマ

ルチペイメントも導入するのかというよ

うなことを検討していただいて、選んで

いただいて、それが決定しました折には、

システム導入に向けて稼働を行ってまい

りたいと考えております。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　臨時職員、非常勤職員

の夏冬のボーナスの件に対するお問いで

ございます。臨時職員、非常勤職員の場

合、特別加給金というふうに名称をつけ

ております。基準日については、職員同

様６月１日、１２月１日に在籍をしてい

ることでございます。

　比較ということでございますので、そ

の基準日に双方とも６か月以上勤務をし

ているということで、比較をさせていた

だきます。

　まず、臨時職員の保育士でございます

が、６月に４万円、１２月には１０万円

でございます。

　児童相談嘱託員というお問いでござい

ます。この児童相談嘱託員というのは、

－
51
－



家庭児童相談室の方に配置をしておりま

して、一応臨床心理士の資格があるとい

う資格のもとで、上限月給で１８万円を

想定しております。

　非常勤職員の場合、加給金の計算でご

ざいますが、本人の持っておられる月の

契約額割る２０掛ける、夏については４

５日、冬については４８日ということで

計算をいたしております。そうしますと、

児童相談嘱託員におきましては、６月が

４０万５，０００円、１２月が４３万２，

０００円ということになります。

　同じく、事務嘱託員でございますが、

夏６月が２７万６，３００円、１２月が

２９万４，７２０円ということになりま

す。

　非常勤嘱託員におきまして、保育士並

びに幼稚園資格で１つ単価を設けており

ます。臨時職員の保育士と比べた場合、

その額と比較いただくのも１つかなと思

います。

　保育資格で非常勤に入っていただいて

いる職で、地域子育て支援嘱託員という

のがございます。この方はもし６月であ

れば３１万５００円、１２月には３３万

１，２００円という具合になっておりま

す。

○山本善信委員長　寺田公室長。

○寺田市長公室長　それでは、公務労働

における非正規職員のことにつきまして

ご答弁申し上げます。

　なるほどおっしゃっているとおり、こ

の１０年間で本市の場合、臨時職員、非

常勤職員がふえたということは事実でご

ざいまして、ご質問の中にもありました

ように７００名体制に向けてさらにふえ

るのではないかというご心配等もござい

ます。本市の状況としてはそういうこと

でありまして、これが本市だけの状況か

といいますと、臨職、非常勤の実態の府

下の状況を見ますと、この調査表でいき

ますと、本市の場合は、非正規職員の割

合が３１．３％でございまして、吹田市

が３１．７％、茨木市が３６．９％、高

槻市が２７．３％、豊中市が３６．８％、

池田市が４２．２％というような割合に

なっておりまして、必ずしも財政が厳し

く人員の削減を行っている、取り組んで

いる市が非常勤職員がふえたというよう

な実態でもないということでございまし

て、これにはもう１つの理由があるので

はないかと思っておりまして、実はご承

知かもわかりませんが、地方自治法が昭

和２２年、地方公務員法が昭和２５年に

制定されました。我々、市役所に働く労

働者はすべからく、この地方公務員法に

定められて、決められておるわけでござ

います。

　そうすると、昭和２５年にできた法律

でございますが、そのときの当時の役所

の業務というのは非常に限定された業務

であって、常勤職員が多く働く、それで

足りるというような業務ではなかったか

というふうに思っております。

　その後、市民ニーズは多種多様化して

きたということによりまして、このサー

ビス対象が非常に少なくて、数多くサー

ビスしなくてはならない。それをすべて

正職で補うということが果たして現実的

であるかどうか。極めて短時間の労働も

ありますし、季節的なこともありますし、

補助的なものもありますので、そうしま

すと、この市民の要望を実施しようとす

るとき、すべてこの正職員、人事院勧告

制度で我々と同じ給料、手当、退職金、

その他労働条件で雇用するということに

なりますと、市民の要望にはコストの面

でこたえていけないということになろう

かと思っております。ただ、ご質問でおっ

しゃっているように、余りにも極端な差
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を設けるということも非常に我々として

も考えなきゃならない。臨職、非常勤の

方々も行政の一端を担っていただいてお

られる方でございますから、これまで賃

金、あるいは休暇、福利厚生など、労働

条件の改善を図ってきましたし、今後も

その改善に努めていきたいというふうに

思っておりますし、また非常勤職員の一

部においては、できるだけ長期的雇用を

図るということも行ってきておりますし、

最近では３年雇用でございますが、行政

パートナーという制度も設けまして、３

年間ではございますが、雇用の安定を図っ

ていきたいということもありますし、ま

た任期付採用職員という制度も取り入れ

ております。

　いずれにしても現行法令の中での改善

ということで、これらは我々から言いま

すと法整備がきちっとされていない。国

の地方公務員法が大幅に改正されたとい

う経過もございませんので、このような

法の整備が必要ではないかと考えており

ます。

　最近では、近隣のある市で臨時職員の

労働条件を改善したことに対しまして、

地域の市民の方が訴訟をされまして、こ

れは地裁で敗訴しております、市側が。

その６，０００万でしたか、市長はその

お金を払えということで判決を１審でご

ざいますが、６，０００万円の支払いを

命じた判決が出ております。

　そういうことがありますので、やはり

この法令の中で幾ら正職に近づけるとい

いましても、限度がございまして、それ

をなくそうとすれば法の抜本的な改正が

必要であるのではないかというふうに考

えております。

○山本善信委員長　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、先ほど臨時

財政対策債の矛盾点についてご指摘がご

ざいましたので、私の方から答弁させて

いただきます。

　ご存じのように平成２０年度までは基

本的に財源不足額を交付税特別会計借入

金により措置し、その償還をそれぞれ国

と地方が折半して負担する処置が講じら

れてきました。平成１３年度の地方財政

対策において、これを見直し、国と地方

の責任分担のさらなる明確化、国と地方

を通ずる財政の一層の透明化を図るため、

財源不足のうち建設事業債の増発等を除

いた残余については、国の一般会計から

の加算により、地方負担分については地

方財政法第５条の特例となる臨時財政対

策債により補てん措置が講じられること

になりました。この措置は先ほど答弁で

申しましたように、平成２１年までの間、

実施される予定となっております。

　また、この臨時財政対策債の元利償還

金相当額については、その全額を後年度

地方交付税の基準財政需要額に算入され

ることとなっております。

　国が行う地方財政対策はマクロの対策

でございます。地方交付税の交付団体、

不交付団体の区分なしに地方全体として

の対策であり、本市のように不交付団体

では臨時財政対策債の元利償還金が交付

税算入されても、本市にとりましては実

益は全くございません。平成２０年度の

地方財政対策に向けた最大の課題は、財

政力格差、地方間の税収偏在の是正とい

うふうに言われております。先ほどご答

弁申しましたように、地方法人特別譲与

税の創設がなされますが、これは地方間

での格差是正策の一環であります。国、

地方との垂直的格差是正ではなく、地方

間同士の水平的格差是正ということにな

ります。

　本会議でご答弁申し上げましたように、

市町村民税の法人住民税につきましても
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同様な措置がされる懸念がございます。

本市にとりましては、法人、府下、市民

１人当たりの税収額トップであります地

方交付税不交付団体であります本市にと

りましては、水平間格差是正は不利に働

くものと思われます。地方交付税の交付

団体が多い他市と同歩調をとることは困

難と思いますが、機会あるごとに本市の

主張はしていきたいと考えております。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　最後にしますが、雇用関係

の問題です。いろいろ公室長の方から昭

和２５年に地公法が制定されたというと

ころからいろいろお話があったわけであ

りますけども、そういうご答弁しかでき

ないかもわかりませんけれども、実態問

題は前と比べたら大変な状態になってい

ると。そのことに貧困と格差のもともと

の問題ということで民間に加えて官製ワー

キングプアということで問題になってい

るということは確かなわけでありますか

ら、いろいろ市民のニーズが変わってき

たとか、裁判の実例も話をされましたけ

ども、実際、学校時代に免許を取って就

職して、市で働いて、その中でご飯が食

べられないわけですから。そういう方々

がどんどんふえる。最低、４月施行のパー

ト労働法の施行に見れば、救済範囲はごっ

つい少ないですけども、常用型の雇用に

ついては少なくとも正社員並みに近づけ

る努力をしなさいというのが、核心点で

あります。

　この間、我が党も国会の場で委員長を

含めてこの問題を中心に論議をしており

ますけども、福田総理そのものも日雇い

派遣は好ましくないとか、非正規雇用が

増加、固定化することは注意が必要と、

中長期的に見た場合、そういう雇用は好

ましくないという、こういう答弁もされ

ておりますし、先ほどご紹介しましたよ

うに、各政党も自民党以外は改正の動き

であります。

　全体として人間が日本の中で暮らすと

した場合、経済の面でも、いろんな暮ら

しの分野でも働く分野でも人間らしいルー

ルを持った社会をつくっていくというと

ころからもとらえている問題の１つであ

ろうかと思っておりますので、ぜひそう

いう点を酌んでいただいて、取り組み、

改善をお願いしておきたい。

　その関係でご答弁があった、有資格の

保育士の臨職の方とその他の非常勤の方

との夏冬ボーナスの差でありますけども、

これもいろいろ担当には意見申し上げて

きましたけども、例えば免許持っている

保育士の方が非常勤であれば４分の３条

項ありますから、５日の保育日数の中で

４日しかクラスの子どもに会えない。あ

と１日は別の保育士になりますというこ

とから、半年ごとの更新、１年までの期

間しかない臨職で雇われると。１年間過

ぎたら２か月間休んで再雇用のお願いを

すると。ボーナスについては先ほどお話

があったように、免許を持って正職と同

じ仕事をしているけれども、臨職で雇わ

れたために夏４万円、冬は１０万円しか

ボーナスがない。これは大変な差なんで

す。これは皆さんご承知だと思いますか

ら。そういう極端な例かもわかりません

けども、飯は食えないです。そういう方々

が今ふえているということでありますか

ら、ぜひ今回、保育所現場では７名の方

が正職で採用されますけども、より改善

をしていただくようにお願いして質問を

終えたいと思います。

○山本善信委員長　ほかに。

　三好委員。

○三好委員　それでは質問させていただ

きたいと思います。

　今上程されております議案第１０号並
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びに議案第１号、双方で質問していきた

いと思います。それぞれ課別で質問をさ

せていただきます。その中で、補正予算

並びに当初予算、それぞれ混じって質問

させていただくことをお許しいただきた

いと思います。

　まず、固定資産税課につきまして、補

正予算での１２ページの固定資産税１億

円増額されております。これにつきまし

ては、土地、家屋、償却資産が入ってお

りますけども、どこの部分なのか教えて

いただきたいと思っております。

　それから、この際、話を聞いておきた

いんですが、当初予算で２３ページで８

６億７，３００万、昨年より１億５，１

００万ふえております。これはもう朝か

らの話の中で聞いているんですが、気に

なるところが、南千里丘の中でダイヘン

が解体工事に入っておりまして、このダ

イヘンが現存しておったときの固定資産

税額とそれがジェイ・エス・ビーに変わっ

たときの固定資産税額がどのように変化

されてくるのかという部分と、平成２０

年度はその辺の固定資産税の変化はどう

なってくるのか、お聞かせをいただきた

いと思います。

　市民税課につきましての補正予算で、

たばこ税が、これも朝の説明では当初導

入したときよりも１億４，０００万ふえ

ましたという確定金額を提示されたんで

すが、この１億４，０００万ふえたのが

なぜふえたのか、具体的にお知らせいた

だきたいと思っております。

　その中で、結局、企業誘致条例の中で、

従来までのたばこ税と合計をいたします

と、平成１９年度では２０億４，９００

万円になったわけでございますが、企業

誘致条例以外のもともとのたばこ税だけ

の収入だけだったらどういう額になって

いるのか。今の現在の数値を教えていた

だきたいと思います。

　固定資産税課並びに市民税課、納税課

にかかわる関連の中で、朝の滞納繰越分

の話がありましたが、現在、平成１８年

度決算状況をとらまえてみますと、不納

欠損額が、市民税で平成１８年度で約３，

８００万、固定資産税で６，１００万、

それぞれしております。こういった経過

も合わせまして、昨年の本会議の一般質

問で議論をなされている経過を踏まえて、

２月２５日の部長会におきまして、債権

管理対策協議会というのが立ち上がった

ように伺っております。この要綱につき

ましては、この２月２５日から施行する

ということになりました。本委員会の所

管部分であります滞納処分、強制徴収可

能な債権につきましては、地方税が絡ん

でくると思いますが、この部分で従来ま

での滞納処分のあり方とこのねらいの部

分でどういう動きに平成２０年はなって

くるのか、お聞かせいただきたいと思っ

ております。

　それから、情報政策課で、これは代表

質問でも質問もさせていただきまして、

オープンシステムになると相当効果が上

がってくるということも伺ってまいりま

したし、先ほど同僚委員からなる質問も

参考にしながら、こういった基幹業務の

オープンシステム事業になってくると、

セキュリティというのが非常に重要になっ

てくると思います。そういった部分での

職員のセキュリティに関する教育を含め

て管理体制をどういうふうに図っていく

のか、この点についてお聞かせいただき

たいと思います。

　次に、財政課についてでございます。

　補正予算の１３ページで、地方特例交

付金２６１万９，０００円増額されてお

ります。同じく特別交付金で３，５６１

万３，０００円減額となっております。
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　議案の説明によりますと、国からの交

付金が確定をした結果の値と聞いており

ますが、その中身についてお聞かせいた

だきたいと思っております。

　それと、決算の委員会でも話を聞きま

したけども、予算書を含めてまず整理し

たいのが、補正予算の７１ページの歳出

での公債費、利子のうちの一時借入金の

利子償還金１９５万円減額になっており

ます。平成１９年度における一時借入金

の状況、年度初めにもお金がないので、

多分一時借入金はやっていると思います

けども、この現時点における予算審査の

中での一時借入金、もしくは年度末まで

の一時借入金をしようとしている今の予

想数値も含めて教えていただきたいと思っ

ております。

　もう１点は、議案第１号での、３ペー

ジの条文に書いております一時借入金の

５０億円を限度額としております。最高

値が５０億円で、累積が５０億円とは思っ

てませんが、改めて確認したいのが、平

成１８年度決算では６３億円の一時借入

金がありました。こういったことも含め

て、その５０億円という数値は、どうい

う見込みで５０億円を立てられたのか、

お聞かせいただきたいというふうに思い

ますし、こういった一時借入金というの

が、国の補助金の確定、それから、税の

収納状態による動向によって、瞬間的に、

お金がないから一時借入金をしていると

思いますけれども、この年度末になって

での国の動向も含めてお聞かせいただき

たいというふうに思っております。

　こういったたぐいの話をさせていただ

くのも、本会議でも話しました、今、大

きく議論を交わされております、大阪府

知事の橋下知事が誕生し、暫定予算を組

まれました。大阪府の負担金並びに繰出

金は、摂津市には約１５億円あります。

その中で影響額が１１億円あるというふ

うに伺っておりました。本会議でも質問

したときに、万が一、この本予算に組ま

れなかった場合、平成２０年度は市単独

でも事業を行っていきたいと。２１年度

になったら見直していかざるを得ないと

いうようなご答弁もいただいておりまし

て、そういったところの資金運用も含め

て、我々気になるところでございます。

　大阪府の暫定予算で、改めて本市にお

ける影響額についてお聞かせいただきた

いというふうに思っております。

　それから、市債の状況につきましてで

ございますが、市債の状況の総額は同僚

委員の質問でも伺いました。

　その中で、これは全体的な財政運営に

関連もしてまいりますけれども、平成２

０年度で３８億５，８５０万円市債を計

上してるわけです。その中で、借換債が

２３億４，１５０万円、臨時財政対策債

が７億１，２７０万円計上されておりま

して、そういった中で、将来的な考えの

中で、その市債償還計画の中での高金利

部分、いわば、こっちの表の中に出てお

りますけど、今現在、３％未満の部分と

６％未満の部分、それから、６％以上の

部分が残っております。高金利部分の償

還額の動向はどういうふうに現在なって

いるのかお聞かせいただきたいと思いま

す。

　それから、この市債の借換債、これ、

野口委員からも一方では質問ありました

けれども、借換を行っていくときに、私

は今気になっておりますのが、地方公共

団体の財政健全化に対する法律の概要が

提示されておりました。財政当局からも、

平成１８年、１９年、２０年度における

３か年の実質公債費比率が、数字として

平成２１年に公表されるというふうに伺っ

ております。
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　平成２０年度の市債発行額は３８億５，

８５０万円で、公債費が６３億４，００

０万円ということになってまいります。

こういったところでの６３億円の公債費

について、この地方公共団体の財政の健

全化に対する法律に基づいて試算するな

らば、単年度については１８％を切ると

は言うておりましたけれども、平成２０

年度、この予算を組んだ段階での決算見

込みを踏まえた中でお聞かせいただきた

いのが、今の実質赤字比率並びに連結実

質赤字比率、それから、実質公債費比率、

将来負担比率、この４点について、健全

化に関する法律の公表をしなければなら

ないということで提示されております。

それについて、この平成２０年度予算を

組んだ状況の中で、決算見込みを踏まえ

た中での数値を教えていただきたいなと。

　さらに、２０年度予算を組んだ段階で、

最終決算を見込んで予算も組まれている

と思いますけれども、経常収支比率も含

めてお聞かせいただきたいというふうに

思っております。

　それから、財政の中で、これも、先ほ

ど、野口委員の議論の中にありましたが、

そういった、これからの地方公共団体の

財政の健全化に対して、いろいろとやっ

ぱり起債制限もかかってくる中で、我々

がやっぱり見据えておいておかなければ

ならないのは中期財政計画の中で、安定

基盤がいかに整うかということを、やっ

ぱり議会としても見ておかなければなり

ません。先ほどは、中期財政計画の見込

みの中で、確定した部分でしか言えない

というご答弁をしとったというふうに思

うんですが、私は、平成２０年中期財政

計画は、財政課が９月ごろには提示する

とは言うておりますけれども、この６月

に、吹田操車場跡地について、市長が市

政方針の中でも言うてますように、６月

には方針を出すということを明言してお

ります。その中で、吹田操車場の用地の

取得も含めて、やっぱり気になるところ

でございまして、そういった、これから

の事業も踏まえて、どういうふうな計画

になっているのか。

　２０年度は何を決断しなければならな

いか、２１年度は何を決断しなければな

らないかという、年度の節目、節目での

決断しなければならない事業計画という

のもあると思います。それについてお聞

かせいただきたいというふうに思います。

　それから、次に、総務防災課について

ですが、予算概要の１７ページの土地開

発公社の補給金２，５００万円計上され

ております。１回目、２回目とかどうの

こうの言うよりも、気になる点をご質問

させていただきますので、丁寧にお答え

いただきたいというふうに思いますが、

この予算概要での土地開発公社の補給金

２，５００万円計上されている部分につ

きましては、実は、平成１９年９月の一

般会計の補正予算で２，５００万円が計

上され、そして、昨年の９月２６日の土

地開発公社の役員会になるのか総会にな

るのかは知りませんが、９月２６日の議

案の中に、専決処分として２，５００万

円が組み込まれております。この２，５

００万円が、もともと当初予算にも平成

１９年度は組まれておりませんでした。

それが、９月の補正予算の中で２，５０

０万円計上されました。中身につきまし

ては、土地開発公社が保有する土地を購

入するときの、銀行から借りた利子分を

これで払っているというのが中身でござ

います。

　こういったことの中で、今、土地開発

公社が保有している土地５か所だという

ふうに伺っておりますが、その土地開発

公社のまず２，５００万円を毎年、そう

－
57
－



すると、１０年で単純に言えば２億５，

０００万円になるわけですね。この土地

開発公社の健全化計画をどのように考え

られているか、お聞かせいただきたいと

思います。

　平成１９年度３月で２２億５，２６６

万２，７３９円の簿価があります。それ

から、大阪府下で、標準財政規模から見

たときに、大阪府下では中位クラスの今

の状況になっておりますが、まさに不良

債権的な状況になっているのではないか

なというふうに思っておりますので、こ

の辺についてのご答弁をお願いしたいと

いうふうに思っております。

　また、５５ページの財産貸付収入の総

務防災課、これは予算の中ですね、２，

１７６万３，０００円、財産貸付収入に

なっておりますが、市の保有地での貸付

収入額と土地開発公社が保有する土地の

貸付収入についてお伺いしたいと思うん

ですけれども、土地開発公社も、ある程

度土地を貸してるように私ら承知しとっ

たんですが、しかしながら、土地開発公

社の決算書を見ると、事業収益として一

切貸付収入が入っておりません。この総

務防災課の２，１７６万３，０００円と

いうのは、どういったたぐいの財産貸付

収入であるのかお聞かせいただきたいと

いうふうに思っております。

　それから、先ほどと重複するかもわか

りませんが、現在、市が保有する遊休土

地についてもお聞かせいただきたいとい

うように思っております。

　次に、総合行政委員会についてですが、

まず、選挙管理委員会についてでござい

ます。

　平成１９年度の補正予算、３９、４０

ページでも記載しておりますけれども、

参議院選挙と大阪府知事選挙がありまし

た。補正額が、それぞれ額が非常に大き

いんですね。その中で、いろいろと入札

とかによる変化が生じる減額部分にはい

たし方ないんですが、特に、ここに投票

立会人の報酬が、参議院議員で１０６万

６，０００円減額されております。大阪

府知事選挙は９４万５，０００円それぞ

れ減額されております。選挙の投票立ち

会いに関しましては、投票立会人の最低

人数が定められるのと、それに対する報

酬が定められております。もともとこう

いった投票立会人の減額になるというの

が、これだけ大きく減額されるというの

はいかがなもんかなという点からご質問

させていただきたいというふうに思って

おりますが、この減額理由についてお聞

かせいただきたいというふうに思ってお

ります。

　それと、同じく選挙管理委員会で、市

長及び市議会議員の補欠選挙と選挙公営

制度の交付金、予算概要の３９ページに

載っております。これは条例にも関連は

してきますが、予算の中でこの際伺って

おきたいのが、市長と、それから市議会

議員の補欠選挙において、４，１０３万

６，０００円、全体で計上されておりま

す。その中で、選挙公営制度交付金が８

９４万５，０００円、これも、説明の中

で、自動車及びポスター並びにビラ等々

が入っている部分でございますが、特に、

２０年度は、市長のマニフェストが認め

られたということの中でこういった予算

が計上されていると思いますが、こういっ

た予算計上するのに、非常に言いづらい

かもわかりませんが、何人分の予算を計

上しているのか、それぞれ市長並びに補

欠選挙。

　それから、マニフェストと言われてい

る部分の中で、例えば、衆議院選挙とか

参議院選挙の中で、選挙運動期間中に配

られる公営ビラについては、名前も写真
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も一切記載してはならないようなビラで

ございまして、これが、運動期間中にビ

ラとして認められて、マニフェストだと

言ってでもなかなかわからん分があると。

だから、今回のこういった予算の部分で

は、どの範囲までが許可されているのか

ということをお聞かせいただきたいと思

います。

　後ほど、また、条例ででも確認をして

おきたいというふうに思いますが、単価

も含めてお知らせいただきたいというふ

うに思います。

　それと、選挙管理委員会で、裁判員制

度システム初期導入の委託料が計上され

ております。この裁判員制度については、

いろいろと議論も交わされて、今準備段

階に入ってるんですが、予算概要３７ペー

ジで、裁判員制度システムの初期導入委

託料３０万円、行政が委託を３０万円で

受けて、どんな業務を行っていくのかと

いうことについては、その裁判員制度に

対する名簿というふうに伺っております

けれども、裁判員制度が、平成１６年５

月２１日に、裁判員の参加する刑事裁判

に関する法律が成立して、５年以内に裁

判員制度が実施される予定となっており

ます。市として、今から準備をして、十

分整理ができるような内容なのかお聞か

せいただきたいのと、裁判員制度そのも

のについては、また改めて質問させてい

ただきますけれども、１回目はその程度

にとどめておきます。

　監査委員事務局についてでございます

が、補正予算の４１ページの監査委員費

のうちの工事技術調査業務委託料１５万

円の減額補正がされております。さらに、

当初予算で改めて、予算概要４１ページ

で、工事技術調査業務委託料１５万円が

計上されております。

　私は、この制度ができたときにも質問

させていただいたんですが、もともと、

監査を行う立場の監査事務局が、こういっ

た事業を抱えて、どこが監査するのかと

いうことを非常に疑問に思っておりまし

て、まず、この点についてご答弁いただ

きたいのと、工事検査室の平成１８年度

の事務報告書の中で、指名競争入札の工

事発注件数が６４件ありました。そのう

ちに、１億円から３億円までの発注が１

件あったわけです。そういったことの中

で、この工事技術調査業務委託をすると

きの基準ですね、どれだけの工事で、ど

ういった内容やったら工事技術調査業務

の委託を行うのか。さらに、工事技術調

査業務委託は、本来、外部監査の意味合

いがあると思うんですが、この辺の見解

についてお聞かせいただきたいというふ

うに思います。

　次に、工事検査室の検査のあり方につ

いてご質問したいと思います。

　予算概要の１８ページで、工事検査室、

予算は４万円と非常に少ないところでの

質問で恐縮でございますが、４万円計上

されております。平成１８年度の事務報

告書では、工事検査室で工種別委託検査

を実施されてるわけですね。平成１８年

度で、工種別委託検査を実施されている。

本年も行うのかなと思っとったら、予算

書、私見落としてるかもわかりませんが、

予算の中にはそういったたぐいのものが

出ておりませんで、工種別委託検査はど

こに委託をして実施をされているのか伺

いたいというふうに思います。

　同じく、もう一緒くたに聞いておきま

すけれども、工事検査室が行っている工

種別委託検査と、監査事務局が行ってい

る工事技術調査業務委託との違いについ

て、工事検査室からご答弁いただきたい

というふうに思います。

　それと、もう１点が、工事検査室で、
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これも、平成１８年度の決算を踏まえて

質問させていただくんですけれども、平

成１８年度の事務報告書の中で、工種別

工事検査件数が、年間７３件、検査に行

かれてるわけですね。その中で、３月の

年度末検査、今も相当工事、市内各地で

やられておりますけれども、７３件中３

７件が、この３月に５０％、年度末に集

中しております。以前にもこういった話

をさせていただいたんですが、年度末予

算消化での集中工事ではないかというこ

とが市民の声からも聞こえてくるわけで

す。

　本来ならば、こういった工事検査は、

現場主導ではなしに、もともと発注した

段階で、工事工程表をもらった中で、指

導する立場であるというふうに私は思う

んですが、そういった仕事の進め方につ

いて、どのように進めているのかお聞か

せいただきたいというふうに思います。

　それと、人事課で３点質問させていた

だきたいんですが。

　地域手当の関係で、予算概要の１５ペー

ジの人件費事業のうちの地域手当が２，

５３９万円計上されておりまして、この

地域手当については、摂津市は６％に確

定されたんですけれども、どうも聞くと

ころによると、全国的に、段階的に地域

手当を見直していく中で、それに従わな

いと、総務省が国基準を上回る地域手当

を支給している行政に対してペナルティ

をつけていくという動きがあるように伺っ

ております。本市の状況と、その総務省

の動きについて教えていただきたいとい

うふうに思います。

　次に、同じく人事課ですが、予算概要

１５ページで、職員厚生事業が６６０万

円程度載っておりますが、もう一方では、

各課にまたがる互助会の金額がそれぞれ

数字が出ております。職員厚生事業につ

きましては、これまで、一人当たり８，

５００円が６，０００円までに減額をさ

れてまいりました。一方では、平成２０

年度末で互助会が廃止になる動き等も聞

いておりますが、２点質問ありまして、

厚生事業につきましては、これは地方自

治法に認められて、条例が制定された中

での厚生事業の運用でございます。

　一方、互助会につきましては、その厚

生事業の中で、また条例で、市が認める

範疇の中で定められた条例になっており

ますが、ただ、気になるのが、今年度も、

互助会に対して、摂津市が支出をしてい

る総額が、今年度以下、平成２０年度、

１，８５３万９，０００円、大阪府市町

村職員互助会の方に支出をしているわけ

です。

　それと、職員からも徴収をして、合算

で入金していると思ってます。それが、

大阪府の本体が解散する中で、この互助

会が、市も負担をしている中で、解散し

たときにこのお金はどうなるんですかと

いうことが非常に気になるわけです。

　これについて、今の大阪府互助会の動

きと、この摂津市から繰り出す１，８０

０万円の互助会補給金についてお聞かせ

いただきたいのと、将来は、ひょっとし

たら、この互助会を廃止した中で、厚生

事業にそれを振っていくんではないかな

という部分も一方で気になっております。

どういうふうな流れになるのかお聞かせ

いただきたいと思います。

　それから、政策推進課で、補正予算の

２８ページで小学校跡地活用方針の策定

業務委託料３００万円、丸々減額されま

した。

　もともと、昨年の７月に民間委託をし

て、それから方針の決定をしていきたい

ということの中で一般競争入札をしかけ

たが、業者が見つからなくて、こういう
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流れになって、庁内検討会議に入ったと

いうことの中で３００万円が減額になっ

たというのはよくわかるんですけれども、

ならば、この小学校跡地活用の策定業務

を内部検討してきた結果、どういう組織

でやられてきたんかなと。我々も、それ

ぞれが一般質問等々では薄々聞いており

ますけれども、その実際の決定した中身

ですね、グラウンド等も含めたら、まだ

確定はしていない部分もありますけれど

も、現在でどういう動きになっているの

かお聞かせいただきたいというふうに思っ

ております。

　これは、文教常任委員会の方ではいろ

いろと名称について動きもありますけれ

ども、私は、この平成１９年度の補正予

算の中におきましては、政策推進課の所

管の部分であるということの中で質問し

ておりますので、よろしくお願いしたい

というふうに思います。

　それと、消防本部の１点だけ。予算書

３８ページの消防手数料で２００万円計

上しておりまして、危険物の立入検査と

いうふうに思っております。

　質問で聞きたい部分は、市内のガソリ

ンスタンドが、いろいろな状況の中で相

当つぶれてまいりました。そういった中

で、市民の利便性を考えたときに、これ

大型店舗に吸収されたというやつもあれ

ば、原油高でできないという部分もあり

ますし、そういった要因の中で、老朽化

してきたガソリンスタンドの改修がもう

もともと無理やというようなことでござ

いました。

　これを、消防に、どういう状況になっ

てますかと聞くのも酷なことでございま

して、今の知り得る状況の中でご答弁い

ただけたらというふうに思います。

　総務部から市長公室から監査すべて入

れますと２４課ありまして、本当はすべ

て質問したいんですが、この程度にとど

めて、１回目を終わりたいというふうに

思います。

○山本善信委員長　それでは、答弁お願

いします。

　角田室長。

　工事検査室の関係した答弁です。

○角田工事検査室長　それでは、工事検

査にかかわりますご質問にご答弁申し上

げます。

　まず最初に、年度末に完成検査が集中

しているようであるが、その対策はどう

かというご質問でございますが、委員ご

指摘のとおり、年度末、まさしくこの時

期の完成検査につきましては、本市が工

事請負で発注いたしております約半数が

集中いたしております。こうした、年度

末に集中するということにつきましては、

ある意味、予算の執行は年度末という大

原則からいたし方がないと考えておりま

す。

　しかしながら、各事業担当課に対しま

しては、年度末の工期につきましては、

その年度の３月１５日を完成日とするよ

う指導いたしておるところでございます。

　また、各事業課におきましても、この

指導に対しまして配慮をいただいておる

ところでございます。こうした配慮をい

ただいている中でも、３月１５日以降の

工期設定も毎年度若干ございます。

　次に、工事検査はどのように行われて

いるのかというご質問にご答弁を申し上

げます。

　工事検査は、土木下水道部や都市整備

部などの工事担当課より、工事完成検査

を初め、臨時、中間、出来高検査など、

年間約１８０件前後の依頼を受けて、検

査を実施いたしているところでございま

す。

　その内容につきましては、各課で作成
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されました設計図書のとおり、目的とい

たします構造物の材質や強度、寸法など

が正しく使用されていたか否かを、また、

正しく施工されていたか否かなどを確認

することを検査業務といたしておるとこ

ろでございます。

○山本善信委員長　監査の工事技術調査

業務委託と、それから、工事検査室の工

種別委託検査と、その違いをちょっと聞

かれている部分もありますので、その点

についても答えてください。

○角田工事検査室長　工事検査室の検査

の内容につきましては、ただいまご答弁

申し上げましたとおりでございます。

　あと、監査の方からの見地で。

○山本善信委員長　川上次長。

○川上監査委員事務局次長　委員のご質

問、工事検査室の方から答えよというこ

とでございますので、もし、お問いに十

分お答えできないと申しわけないんでご

ざいますけれども、私どもの方では、日

常的には、特に工事検査室の検査の動向

については注目はいたしておりません。

　１５万円の減額補正、あるいは当初の

計上についてのことも絡めて、工事検査

室とはまた違う見地で、監査の方で工事

について見る場面があるのではないかと

いうふうにお考えをいただいているよう

でございますけれども、これにつきまし

ては、今申しましたように、日常的に工

事検査室とまた違った角度から工事につ

いて監査が、何らかの見方をするという

ことではございませんで、特に意識して

おりますのは、住民監査請求がございま

したときに、これは、当然、新しい見地

から、その工事についてどう考えるのか

という、監査としても見解を問われると

いうことになりますので、そのときに、

監査委員としてご判断をいただくための

具体的な、技術的な内容を把握する意味

で、技術士などを抱えておられます団体

等に委託をいたしまして、お願いをして、

その検査に係る技術的な情報を徴すると。

それをもとに監査委員がご判断をされる

ということでございますので、日常的な

ものではないということを、まずご理解

をいただきたいというふうに思います。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　私の

方から、選挙に係る分につきましてご説

明させていただきます。

　まず、１点目の、投票立会人に係る部

分につきましてご説明させていただきま

す。

　この分につきましては、先ほど、２０

年度の分にも計上させていただいてるん

ですけれども、そのときにおきましても、

ちょっと複数箇所の期日前の投票所を考

えておりまして、その分を加えさせてい

ただいている分と、それと、あと、当日

の投票立会人につきましても、府の方か

ら、啓発の意味も含めまして、若年者層

の立会人を、普通、３人で通常させてい

ただいているんですけれども、プラスア

ルファで一人足してほしいという形での、

啓発も含めた意味での依頼もありまして、

その分を計上させていただいたところな

んですけれども、実際、１９年度執行に

当たりましては、複数箇所の期日前投票

所もできませんでしたし、また、その当

日の立会人につきましても、私どもの啓

発も足りなかったかもしれないんですけ

れども、ちょっと残念な結果で、ほとん

どの方がちょっと手を挙げておられなかっ

たので、今回、この多額な減額補正とい

う形になったものでございます。

　次に、公営の関係につきましてご説明

をさせていただきたいと思います。

　人数につきましては、５人ずつの立候

補という形での、人数的なものについて
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は考えさせていただいております。

　あと、その金額についてのことなんで

すけれども、まず、自動車の公営の部分

に関してですけれども、これにつきまし

ては、単価的には、自動車で一日１万５，

３００円、燃料で７，３５０円、運転手

の報酬で１万２，５００円という形で、

これを、７日間、１０人という形で考え

ております。

　それと、次に、選挙運動用ポスターの

作成の公営に係る分になりますけれども、

これにつきましては、単価的には５１０

円４８銭、これ掛けるポスター掲示場数、

現在、統廃合の関係もありますけれども、

今現状の１８９か所を考えてまして、そ

れプラス、企画費としまして３０万１，

８７５円、これの１０人分を予定させて

いただいております。

　それと、あと、新設の、市長の選挙に

関するビラに関する部分なんですけれど

も、これにつきましては、１万６，００

０枚、７円３０銭、これを一人当たりの

限度として考えております。

　それとは別に、選挙運動用の通常はが

きの分がありまして、これにつきまして

は、市長で８，０００枚、市議で２，０

００枚、それぞれ無料交付することがで

きますので、その分を見込ませていただ

いております。

　最後に、裁判員制度の初期導入の件に

つきましてご説明させていただきたいと

思います。

　これにつきましては、３０万円という

額を計上させていただいているわけなん

ですけれども、制度自体、この裁判員の

名簿をつくるために、最高裁判所の方か

らソフトが配られる予定になっておりま

す。そのソフトを本市で使うために、本

市の住民登録のデータを、そのソフトで

使えるような形で変換しなければならな

い状況になっております。その変換する

ための、まず、ソフトというか、オープ

ンシステムに組み込まれるような形にな

ろうかとは考えてるんですけれども、そ

のデータをつくるための初期の費用とし

まして、３０万円という委託料を計上さ

せていただいているところでございます。

　私ども、選挙管理委員会の作業としま

しては、裁判所の依頼のありました人数

について、選挙人名簿の中から、該当す

るその人数を抽出するような形になりま

すので、その抽出するソフトが裁判所か

ら配られてくるということで、そのデー

タをつくるためのシステムを初期でつく

らさせてもらうということで、よろしく

お願いいたします。

○山本善信委員長　選挙の公営に関する

マニフェストに関して、幾らどうなって

いるかということを聞かれている部分も

ありますので、その点についても、中身

をはっきり答えてください。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　市長

選のマニフェストの記載内容についてと

いうことでございますけれども、これに

つきましては、私ども、記載内容につい

ては特に制限がないというふうに聞き及

んでおります。

　ただ、やはり他法の関係で、違法性の

ある内容については記載しないでほしい

と。あと、また、公職選挙法の中身の関

係で、選挙運動に係る分に関しては、ひょっ

としたらそちらの方に抵触するおそれが

あるという形で、この辺もはっきり申し

上げられないんですけれども、どの辺ま

で記載できるかという内容については、

ちょっとご答弁の方は難しいんですけれ

ども、ほとんどの内容については記載で

きるというふうに聞いております。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　ちょっと、先ほど、契
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約に関する検査のことについて、私の方

から補足答弁させていただきます。

　それぞれ市が民間業者と契約する場合

に、物品購入契約とか、あるいは業務委

託契約とか、あるいは工事請負契約等、

それぞれさまざまな契約をしております。

当然、契約をしますと、契約の履行の確

保というのが当然求められます。地方自

治法の第２３４条の２の中に、地方公共

団体が工事もしくは製造その他について、

請負契約または物件の買入れその他の契

約を締結した場合においてはということ

で、必要な監督または検査をしなければ

ならないと、こういう規定があります。

その規定に基づきまして、先ほど、検査

室長が答弁いたしましたように、設計ど

おりに工事がきちんと履行されているか

どうか、その確認をもって支出に充てる

ということで、最終確認を工事検査室で

行っております。

　監査委員の方の、いわゆる技術の部分

につきましては、私ども承知しておりま

せんので、先ほど、川上次長が答弁いた

しましたようなことで答弁にかえさせて

いただきたいなというふうに思ってます。

○山本善信委員長　今の業務委託をする

ことに関して、外部監査として見られる

んやないかということに対する答弁はど

ちらから。

　川上次長。

○川上監査委員事務局次長　先ほどお答

えしましたのが大変不十分で失礼をいた

しました。

　私どもとしましては、外部監査という

考え方は現在持っておりませんので、あ

くまでも、現在、二人いらっしゃいます

けれども、監査委員がご判断になる、そ

のための技術的な要する検討について、

いわば部分的にお世話をかけるというぐ

あいに認識をしております。

○山本善信委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　土地開発公社の件で

ございます。

　概要の１７ページに利子補給金として

２，５００万円を公社の補給金としてい

ただいております、公社の方へ。これに

ついては、昨年、１９年度の補正でも、

また同額をお願いしまして、引き続き、

２０年度についても２，５００万円とい

うことになっております。

　これは一体どういうことかということ

なんですけれども、土地開発公社は、市

の依頼に基づきまして土地を先行買収す

るということになっておりまして、その

中で、本来であれば買い戻しをしていた

だくということになります。しかしなが

ら、こういう経済状況とか、財政事情と

かで買い戻しができないということで、

言葉は悪いですけれども、塩漬けの土地

というのが発生して、それを公社が抱え

てしまうという状況がここ１０年程度起

こっております。

　このような中で公社がどのようなこと

をしておりましたかと言いますと、金融

機関からお金を借りて土地を買います。

その中で利息が発生します。発生した利

息につきまして、これは、半年単位で借

りるんですけれども、利息をまたその上

に乗せて、簿価として計上していくとい

うやり方をしております。ということは、

要するに雪だるま式にふえていくという

ことは、委員ご指摘のとおりでありまし

て、それで、原価以上に現在の簿価とい

うのが、土地の簿価５か所ございますけ

れども、２２億５，０００万円という簿

価になっております。

　今になって、なぜ、毎年、市から利子

補給をするのかということになりますけ

れども、一つは、金融機関の対応の変化

がございます。今までは市の保証がある
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ということで、公社に対して市が債務保

証をしておりましたので、プライムレー

トをもってお金を貸してくれておりまし

た。

　ところが、一部の金融機関が、国から

の指導、金融庁あたりからの指導の中で、

民間の基準を使えば、こういう塩漬けの

土地を持っていること自体、不良債権で

あるというような考え方をしなさいとい

うふうになってまいりました。この中で、

こういう安い金利では貸せませんよとい

うふうなことを申し出られる金融機関が

出てまいりました。

　これに対して、高い利息で借りるぐら

いならば、市から利息分を補給していた

だいたらどうかというお話を財政当局と

相談いたしまして、昨年度からこういう

話をいたしました。

　基本的には、利息も含め、最終的には

市で買い戻しをしていただくということ

になりますので、言えば、簿価をこれ以

上ふやさないということが大事ではない

かなというふうに考えて、こういう処理

をしております。

　根本的な解決は、やはり財政状況を好

転し、土地開発公社の抱えております土

地を買い戻していただくということにな

ろうかと思いますけれども、そうも申し

上げられませんので、とりあえず、利子、

簿価の増加を防ぎたいということを考え

た次第でございます。

　つけ加えて申しますと、現在、金融機

関の借り入れが１２億円ほどございます。

これすべて、今のところプライムレート

で借りておりますけれども、プライムレー

トで借りておると言いましても、結構な

お金が、先ほど言いましたような利息が

発生します。

　そこで、水道部ともお話をしまして、

水道部からの、積み立てておられるお金

の一部を公社が借り受けまして、これを、

水道部は安い定期金利で預けておられま

したので、うちの借り入れと足して２で

割るような形ですけれども、ちょっと高

い利息をつけまして貸していただくとい

うことで、市水道部から５億円を借り入

れるということによって、金融機関から

の借り入れを５億円減らしてということ

で、金融機関からの借り入れは、２０年

４月から約７億円程度に圧縮されます。

ただし、根本的に解決するわけではござ

いませんので、今後、財政健全化をして

いかなくてはいけないと思います。

　ただ、２番目の中で、健全化の計画の

お話もございました。これについては、

公社がどうこうというよりも、財政課の

方で大阪府等との協議をしていただいて

ますので、後ほど、財政課長の方からご

答弁をさせていただくということになる

かと思います。

　それから、もう１点、財産貸付収入の

件でございます。

　私ども、市有地で使っておらない土地

を民間の方に貸し付けをしている土地が

ございます。これで、年間の賃貸料約２，

２００万円ほど、さらに収入としており

ます。

　委員ご指摘の件につきましては、旧Ｊ

Ｒ、千里丘東四丁目の放置自転車の前の

置き場のところのことなんですけれども、

これ、一応公社の名義になっております。

公社の名義になっておって、なおかつそ

れを市の歳入として収入しているのでは

ないかというご指摘かと思います。

　これについては、平成１４年に公募い

たしまして、他の南摂津駅周辺の土地等

の市有地等と一緒に貸し出しをしており

ますけれども、この時点で、公社から市

への貸与契約を結んでおります。これを

もって、市の方で使用貸借ということに
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し、それを市が一括して貸し付けるとい

う手法をとりましたので、公社に収益が

入らず、市に収益が入るという考えになっ

ております。一応、その時点で、法律相

談等も行いまして、それについての法律

的な問題はなかろうということは確認を

した上で、１４年から市の方に歳入して

いるものでございます。

　一方で利子の補給をいただいて、一方

で収益を市の方にということで、考え方

によっては違うのではないかというご指

摘もあろうかと思いますけれども、貸し

付け時点で、一括して市の方で貸し付け

るという考え方もあったようでございま

すので、それを継続して、現在のところ

行っているということでございます。

○山本善信委員長　有山参事。

○有山市長公室参事　私の方から、学校

跡地活用ということで、もともと組んで

いた委託料３００万円を減額させていた

だいた件です。

　これにつきましては、５月２５日に、

業者の８社を呼びまして、説明会をして

おります。６月１２日が入札期日でござ

いましたが、５月２９日から６月７日に

かけての間で、８社すべてから辞退の届

けが出されました。その後、検討すべく

庁内の組織といたしましては、副市長、

教育長の２名の特別職と、市長公室長、

総務部長、保健福祉部長、都市整備部長、

土木下水道部長、教育総務部長、生涯学

習部長の７部長を加えた、学校跡地施設

等活用方策調査検討委員会と、それから、

幹事会、１１課ございますが、政策推進

課、総務防災課、財政課、福祉総務課、

こども育成課、まちづくり支援課、建築

住宅課、道路課、公園みどり課、教育委

員会総務課、生涯学習スポーツ課の１１

課による幹事会がございます。６月７日

の時点で８社すべてが辞退しまして、６

月１１日の庁議でこの件について報告を

させていただいております。

　それから、６月１５日に、市議会議員

の皆様方に、この状況についての報告を、

ファクス並びにメールで入れさせていた

だいております。

　その月末、６月２７日に一応幹事会を

して、今後の検討を始めました。７月に

なりまして、政策推進課の方で、庁内の

跡地活用に関する意向調査ということで、

庁内全課に対して、学校跡地の活用を何

か希望するものがあるかどうかの確認を

いたしました。校舎、グラウンドそれぞ

れに対して、７課から利用希望の意見が

寄せられておりました。これらのことを

具体的に肉づけをするために、平成２０

年度の予算見積もりを業者に依頼し、そ

のものの具体的なものを進めていこうと

したのですが、この予算見積もりについ

ても、業者の方が見積もりができないと

いうことでお断りがありました。

　政策推進課と建築住宅課と総務防災課

と財政課と生涯学習スポーツ課の５課に

よりまして調整会議をその９月に持ちま

した。具体に、学校の跡地について、体

育館の利用とグラウンドをどうするかと

いうことで、この部分については、施設

開放の流れがありますので、継続的に使

うという判断が出ていましたので、その

ためにはどうするのかという話と、それ

から、後の校舎の管理をどうするのかと

いうことで、具体には、いろいろと地元

の要望でありますとか、障害者団体の要

望でありますとか、福祉の団体の要望で

ありますとか、無認可保育所からの要望

でありますとか、さまざまな要望がきて

いますが、これについて、一応、市の方

針を固めるべく、１１月１日なんですが、

跡地暫定活用の企画の検討会を幹事会で

行っております。
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　本来は、計画書というふうな形で業者

委託をし、中身を詰めていくものであっ

たのですが、計画書という形にはちょっ

となりにくいということで、企画書とい

う形で、平成２０年度の予算に対応すべ

く、その方針を素案としてまとめたとこ

ろでございます。

　その中身につきましては、ほぼ５月に

出ている方針を踏襲しながら、今後の可

能性も含めてということで策定をいたし

ました。１１月の庁議にこの分を諮りま

して、跡地の体育館の条例化に向けた報

告というものをさせていただいておりま

す。

　タイムスケジュールがありましたので、

庁議の中で決定をいただき、今後、体育

館の利用ということになりました。

　１２月末になりますが、関係課が集まっ

て、２０年度の予算づけをすべく体育館

でありますとか、校舎でありますとか現

場を見まして、都市整備部の長野次長も

同行いたしまして、ほぼそれらに関する

見積もり等々の立て方などを相談したと

ころでございます。

　しかしながら、いずれにいたしまして

も、学校跡地につきましては、現に生き

ている施設であり、今後についても、有

効な資源として活用する必要があります

ので、普通財産となった校舎については、

早急に今後の方針を固めたいと思います。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課に関係いたしま

すお問いにご答弁申し上げます。

　まず、地域手当についてでございます。

　委員ご指摘のように、平成１７年８月

に出されました人事院勧告を受けまして、

平成１８年４月から、本市におきまして

は、地域手当を６％として、今現在、運

用しているところでございます。

　その６％を上回る形で市独自で支給し

た場合、国の方でペナルティを設けてお

るのではないかというお問いでございま

すが、本市交付金の中に交付税というの

がございます。そのほかに、特別交付税

というのがございます。その特別交付税

に関する政令という中に、その政令にお

きまして、第５条で、特別交付税の算定

にかかわる要件が記載をされております。

　その中身を解釈いたしますと、市独自

で６％を上回る形で支給した分について

は、交付算定からマイナスを講じるとい

うような解釈がとれる条文が載っており

ます。

　影響額ということでございますが、新

年度、地域手当で、約１億７，０００万

円の予算を組んでおります。これを、仮

に、１０％に市独自でした場合、約２億

８，０００万円の支出が必要になります。

差が約１億１，０００万円強かなと。市

の財政的に考えますと、歳出が１億１，

０００万円ふえると、歳入が１億１，０

００万円減るということで、当初予算に

もし計上した場合、二億二、三千万円の

影響額が出るのではないかなというふう

に考えております。

　続きまして、職員厚生事業でございま

すが、地方公務員法第４２条におきまし

て福利厚生というところがうたわれてお

ります。その趣旨に基づきまして、本市

におきましては、職員厚生会並びに大阪

府市町村職員互助会というところを活用

いたしまして、職員の福利厚生に当たっ

ているところでございます。

　互助会の動きでございますが、委員ご

指摘のように、平成２１年３月に廃止に

なるということは、総会等々で議決をさ

れたかに聞いております。ただ、平成２

１年、来年の４月以降、お持ちの財産も

含めまして、今後の方針については、ま

だ明確に互助会の方から我々人事課の方
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には連絡がないというような状況でござ

います。

　それを受けて、今後の職員厚生事業を

いかにしていくかということでございま

すが、互助会ともう一つ、職員厚生会と

いうのがございます。互助会の動きも見

ながら、職員厚生会の中でどういうこと

ができるのかなということで、２０年度

には検討していく予定にしております。

　それと、補給金の件でございますが、

平成１９年度は、市からの互助会に対す

る補給金は、率が１０００分の７でござ

いました。平成２０年度は１０００分の

３になるという通知が、予算の策定後、

正式に参りました。今、予算計上は、１

０００分の７で組ませていただいており

ますが、いずれか、人件費全体がかかる

段階で、マイナスの補正をさせていただ

きたいというふうに考えております。

　その影響額でございますが、現時点で、

互助会への補給金が約１，８５０万円で

ございます。１０００分の７から１００

０分の３になることによりまして、約１，

０００万円の減額になろうかなというこ

とで、今算定をいたしております。

　以上、人事課に係る答弁とさせていた

だきます。

　よろしくお願いします。

○山本善信委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　市たばこ税に係りま

す２点のご質問についてご答弁申し上げ

ます。

　１点目でございます。平成１９年度市

たばこ税１億４，０００万円増額補正の

理由はということのご質問でございます

が、平成１９年度の市たばこ税につきま

しては、当初予算額１９億９００万円を

計上させていただきました。これは、平

成１８年度予算で、企業誘致の関係で、

１２億７，０００万円の増額補正をお願

いいたしまして、現計予算額は１９億９

００万円と同額を見積もらせてもらった

ものでございます。

　結果的に、１８年度決算では、２０億

４，９９０万円となりました。現計予算

額より約１億４，０００万円の増となっ

たものでございます。このことから、平

成１９年度も、企業誘致に係る増収分を

前年度並みと見まして、決算見込み額２

０億４，９００万円と見込みまして、１

億４，０００万円の増額補正をお願いす

るものでございます。

　２点目のご質問でございます。平成２

０年度市たばこ税２０億５，０００万円

のうちで、従来分はどのくらい見ている

のかというご質問でございます。

　市たばこ税につきましては、平成１８

年５月から、企業誘致分のたばこ税の増

収がございまして、１８年度の当初予算

の段階では、従来分としまして６億３，

９００万円を見積もらせていただきまし

た。１８年６月議会で、企業誘致分とし

まして、市たばこ税１２億７，０００万

円の増額補正をお願いいたしまして、現

計予算額は１９億９００万円となったと

ころでございます。

　結果的に、１８年度の決算収入額は２

０億４，９９０万円でございました。

　たばこの消費本数につきましては、近

年の健康志向の高まりや、喫煙場所の制

約などによりまして、年々減少傾向にあ

ります。また、１８年７月には、税制改

正によりまして、たばこ税の税率が上が

りまして、従来分の消費本数は余り伸び

がないものと考えております。

　このことから、２０年度当初予算２０

億５，０００万円のうち、従来分をほぼ

１８年度当初の予算額の積算どおりの６

億４，０００万円と見込んでおります。

このことから、企業誘致分につきまして
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は、１４億１，０００万円と見込んでお

るところでございます。

○山本善信委員長　入倉課長。

○入倉固定資産税課長　固定資産税の質

問について答弁いたします。

　まず、１点目が、歳入１億円の補正増

の内容ですが、今回、固定資産税の現年

課税分について、土地で２，０００万円、

家屋で２，０００万円、償却資産で６，

０００万円、合計１億円の増額補正をさ

せていただきました。

　今回のこの補正理由の主なものとしま

しては、土地、家屋につきましては、予

定徴収率９８．１％を０．４％程度上回

る実質徴収率が見込まれることによるも

のです。

　また、償却資産におきましては、この

徴収率のほか、鉄道事業などの知事・大

臣配分については、ほぼ予測に近い４．

４％程度の減額となりましたが、通常の

一般企業分が順調な景気の回復傾向を反

映し、前年度の６．５％の増となったこ

とによるものです。

　次、２点目が、新年度予算８５億２，

２００万円から８６億７，３００万円、

１億５，１００万円増のうち、現年課税

分としましては、８４億３００万円から

８５億７，７００万円、１億７，４００

万円の増となっております。この増の内

容とダイヘン、ジェイ・エス・ビーとの

関連のご質問ですが、２０年度の現年度

分の固定資産税につきましては、土地に

ついて、地価が上昇に転じたこと、家屋

については、新増築分による増、償却資

産については、設備投資の増を見込み、

全体で、前年度に比べ２．１％、１億７，

４００万円増となる８５億７，７００万

円の予算を計上いたしました。

　資産別の内訳としましては、土地につ

いては、地価が上昇に転じ、価格修正に

よる減が軽微にとどまったことにより、

前年度に比べ０．５％、２，０００万円

増の４１億９，４００万円、家屋につい

ては、新増築分の増により、前年度に比

べ４．１％、９，７００万円増の２４億

４，４００万円、償却資産については、

経年による減価はあるものの、緩やかな

景気回復による新規設備投資増を考慮し、

前年度に比べ３．０％、５，７００万円

増の１９億３，９００万円を見込みまし

た。

　予算の内容は以上ですが、ダイヘンと

ジェイ・エス・ビーで税収がどのように

なるかということですが、具体的な数値

を上げて説明することはできませんので、

増収となるか減収となるかといった観点

で答弁させていただきます。

　土地につきましては、南千里丘まちづ

くりの地域面積は、企業跡地だけで約５

万３，０００平方メートルございます。

賦課期日の１月１日現在、現況に変化が

ないことから、平成２０年度課税では大

きな影響はありません。ただし、２１年

度以降につきましては、まちづくり事業

の進捗状況により、状況類似地区の見直

しや標準宅地の新たな設定を行うことに

よりまして、既存のＪＲ千里丘駅前地域

との比較で考えますと、同じ駅前用地と

いうことで、１平米当たりの評価額は上

昇するものと見込まれます。ただ、開発

により、市有地や駅前広場、道路などの

非課税部分が約２万平米できることで、

課税面積が大幅に減少します。また、大

部分が住宅用地となることで、現在の非

住宅用地に比べ、課税標準額が減額する

ことから、税収としては減収になると考

えております。

　家屋につきましては、２１年度以降に

工場跡地に建設される建物の種類、規模

等にもよりますが、マンションや事務所、

－
69
－



店舗等が建設されますと、当然、古い工

場、倉庫より評価額が確実に増加します。

マンションの居住部分につきましては、

新築軽減特例というものがあり、５年間、

税が２分の１減額となりますが、税収と

しては増収になると予測しております。

　また、償却資産は、１９年度から企業

の移転が始まっていることに伴い、２０

年度課税からは大幅な減少になります。

○山本善信委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　情報政策課に係り

ますご質問にご答弁申し上げます。

　基幹業務オープンシステムを導入する

ことによってセキュリティが重要になっ

てきますが、セキュリティ対策として、

技術的あるいは人的な職員に対する管理

体制はどのようになりますかというご質

問でございます。

　まず、三好委員のご指摘のとおり、個

人情報の保護は、行政が市民の大切な個

人情報を取り扱うという点におきまして

大変重要なことでございます。それゆえ、

技術的あるいは人的な情報セキュリティ

を確保するということが非常に重要になっ

てくるかと思われます。

　まず、税や住基などの住民情報系のネッ

トワークシステム、それから、庁内で使

いますインターネットに接続されており

ます庁内ＬＡＮの情報系システムという

ものが大きく二つございますが、住民情

報系のシステムにつきましては、その世

界で閉じた世界をしております。それか

ら、今回、情報セキュリティの対策とい

たしまして、もしも個人情報が盗まれた

場合を想定しまして、パソコンの中には

データを置かず、電算室のサーバーの中

にすべてのデータを置くという、シンク

ライアント方式をとらせていただきまし

た。

　それから、また、個人が情報漏えいな

どをしないように、指の静脈認証とＩＤ

パスワード、これを、平成１４年に、当

時、小野助役がホストコンピューターに

対しての情報セキュリティシステムを導

入したものとちょっと形は変わりますが、

全く同様な観点に立ちまして、今回のオー

プンシステムでも、そのような情報セキュ

リティのシステムを導入させていただい

ております。

　また、もう一つの、庁内情報系のネッ

トワークでございますが、これにつきま

しては、委員のご指摘のとおり、これか

ら、一人１台体制というものを、パソコ

ンがもう１０年間という償却をとうに越

えておりますので、この分につきまして

は、庁内ネットワークのセキュリティに

万全を期すように、これから検討してま

いりたいと考えております。

　それから、次に、人的な面につきまし

てでございますが、これまで、平成１６

年度におきまして、あるいは平成１９年

度におきまして、小さなセキュリティカー

ドというものを情報政策課で発行してお

りまして、職員の方々に、情報漏えい、

あるいは情報セキュリティについての守

るべき事柄であるとか、それから、禁止

事項であるとかを載せておりまして、全

職員あるいは教育委員会のところにもお

配りをしております。

　それから、平成１７年度、１８年度に

つきましては、管理職並びに理事者、そ

して、一般職員、毎年、年２回、人事課

と連携をとりまして、情報セキュリティ

の職員研修、あるいは新規採用者につき

ましても、情報セキュリティの研修を行っ

ております。

　ただ、先ほど申しておりますように、

一人１台体制になりますと、どうしても

人的な面で、いろいろなカバーを技術的

には行いますが、やはり一人一人の認識
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によりまして、防げないものも発生して

こようかと思います。それにつきまして

も、技術的な面、それから人的な面、人

事課と協力を図りながら、全庁的な情報

セキュリティの確保に取り組んでまいり

たいと考えております。

○山本善信委員長　水田課長。

○水田予防課長　消防手数料のうち、危

険物設置許可等及び検査手数料２００万

円のご質問にお答えします。

　当手数料は、製造所等についての許可

についての手数料でございます。

　お尋ねの、ガソリンスタンドを含む給

油取扱所は、平成１８年度末現在には６

３施設ございました。そして、１９年度、

すなわち、２月末現在では６２施設が存

在いたします。当市における実質の減は

１施設のみとなっております。なお、６

２件のうち、現在、３施設が休止となっ

ております。

　なお、この１施設の廃止につきまして

の理由については、予防課として把握し

ておりませんので、よろしくお願いいた

します。

○山本善信委員長　山口参事。

○山口政策推進課参事　私の方から、委

員、質問番号３番であったかと思います

が、滞納の問題から、２月２５日に債権

管理対策協議会が設置されたと。これに

ついての内容と、それと、平成２０年度

の活動についてというふうなご質問であっ

たんですが、これ納税課に対するご質問

だったと思うんですけれども、発議の方

が、一応、政策推進課ということになっ

ておりまして、私どもの方で事務局を持っ

ております。現在まだ一回も開かれてい

ない状況でございますので、政策推進課

の方からご答弁申し上げます。

　まず、滞納問題につきましては、たび

たび、不納欠損額、それから、収入未済

額のことにつきまして、議会の皆様、議

員の皆様、また、監査委員から厳しいご

指摘を受けてきたところでございます。

　ちなみに、平成１８年度決算におきま

しては、不納欠損額は、これちょっと水

道事業会計は会計方式が違いますので資

料から除いておりますが、約２億５，５

００万円となっております。収入未済額

につきましては約２１億６，９００万円

となってございます。

　この資料につきましては、部長会の議

事録のところに添付ファイルの方でつけ

ておりますので、ごらんいただいている

かと思いますが、この過去６年間、平成

１３年から平成１８年までで見ますと、

不納欠損額の合計が約１６億４，６００

万円ということで、これだけのお金が６

年間で焦げついておるということになり

ます。いわゆる不良債権処理をしたとい

うことでございます。

　このような現状を受けまして、昨年、

庁議でこういう対策を何とかしないとい

けないということでお諮りをした上で、

昨年１１月２０日、これは全庁にかかわ

ることでもございますので、政策推進会

議でその設置について諮りましたところ、

全員一致で設置をしようということにな

りました。

　ちょっと予算の期間になりましたので、

時期はずれましたが、２月２５日に、部

長会でもって設置ということにさせてい

ただいた次第でございます。

　実際の中身についてでございますけれ

ども、基本的に、目的なんですが、まず

は、２００７年問題等いろいろ言われて

おりますけれども、いわゆる徴収手続で

ありますとか、そういう知識ですね、こ

れの共有化、それと、技術継承、これは

人の問題になりますけれども、それをきっ

ちりとやることにより、市民負担の公平
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性を担保するということ、これが一つで

ございます。

　２つ目は、市は、いわゆる滞納対策に

つきましては、すべての方に対してでは

なく、これは、一部の悪意の、いわゆる

お金があってお支払いいただけないとい

う方に対してですけれども、一定の抑止

効果を発揮させようということ。

　それと、３点目でございますけれども、

各担当者のスキルアップを図るとともに、

徴収事務に対する不安を解消して、義務

負担の軽減を図る。

　この３つを主な目的としております。

　それから、債権管理対策協議会につき

ましては、会長につきましては副市長と

いうことになっておりまして、位置づけ

として副市長直轄の機関という取り扱い

にしております。

　これは、債権回収に臨む本市の姿勢で

ございます。

　それから、この協議会につきましては

２つの部会を設けます。

　視点といたしましては、地方税の滞納

処分の例により、強制徴収できる債権と

いう視点がまず１点。

　それから、強制徴収のできない、いわ

ゆる公法上の債権でありながら、いわゆ

るそういう権限の与えられていない債権、

または純然たる私法上の債権を対象とす

る部会。いわゆる滞納整理部会と私法整

理部会の２つの部会を設けます。

　それから、滞納整理部会につきまして

は、納税課のノウハウを全庁的に共有す

るために、納税課長に一応部会長になっ

ていただき、私法整理部会につきまして

は政策推進課長が部会長でやっていきた

いと。

　今後の活動内容でございますけれども、

債権管理体制について、いわゆる請求・

督促等の徴収サイクルについて研究をし

てまいりたいと。それから、債権管理事

務のノウハウの共有化及び技術継承、そ

れから、裁判所の手続による債権管理に

ついて、これは、主に裁判手続によらな

ければ徴収することのできない債権につ

いて研究をして、また、議員の皆様にご

説明をして上がりたいというふうに考え

ております。

　そのようなさまざまな研究をして、滞

納対策につなげてまいりたいと考えてお

ります。

○山本善信委員長　財政の問題の答弁に

つきましては、後日にしたいと思います。

本日の委員会はこの程度にとどめたいと

思います。

　それでは、本日はこれで散会します。

（午後５時１６分　散会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長
 山 本 善 信

総務常任委員 
 三 宅 秀 明
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